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平成２９年第１回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第３号） 

 

                            平成２９年２月２８日（火曜日）午前１０時開議 
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      １．『協働のまちづくり』の考え方について 
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      ３．「黒磯駅前周辺地区都市再生整備計画事業」について 

    ７ 番 櫻田貴久議員 

      １．本市の農業、観光、商工業の取り組みについて 

      ２．本市の墓地事業の取り組みについて 

      ３．高齢者の外出支援について 

    １ 番 藤村由美子議員 

      １．人にやさしい歩道整備について 

      ２．子育てしやすい那須塩原市をめざして 

    ５ 番 佐藤一則議員 

      １．地域防災について 

      ２．地域防災の要である消防団について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 本 はるひ 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、20番、山本はる

ひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 皆さん、おはようご

ざいます。 

  山本はるひです。市政一般質問を行います。 

  １．「協働のまちづくり」の考え方について。 

  私はこの４年間、「協働のまちづくり」を議員

活動の基本理念として掲げ、各施策に対して発言

をしてきました。 

  「協働」という考え方はまちづくりの基本であ

り、住みやすい、住んでよかったと思えるまちを

築くためには、外すことのできない重要なことで

す。そこで、29年度事務事業の中で、特に「協働

のまちづくり」の考え方を基本として推進するこ

とが必要な事業について伺うものです。 

  ⑴「協働のまちづくり」を推進していく上で、

市長が29年度に特に力を入れ、実践しなくてはな

らないと考えている施策及び事業は何か伺います。 

  ⑵「協働のまちづくり」を進めるに当たって、

市民が担うべき役割と行政の役割について、どの

ように考えているのか伺います。 

  ⑶ひとり暮らしの高齢者世帯の見守りや地域で

の子育て支援など、自治会やコミュニティー、民

生児童委員の方々と地域が協働で行う事業につい

て、具体的にどのような事業をどのような形で行

うのか伺います。また、その中で、公民館の果た

す役割について伺います。 

  ⑷「市民提案型協働のまちづくり支援事業」の

実績と補助の金額、29年度の支援事業の内容につ

いて伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） １の協働のまちづくりの考

え方について、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の平成29年度に特に力を入れ、実践

しなくてはならないと考えている施策及び事業は

何かについてですが、平成29年度市政運営方針の

中で示しておりますが、人と人との支え合いによ

る地域力向上を目指し、行政と自治会との連携強

化を図る自治会活性化支援事業や市民活動団体が

提案する公共性の高いまちづくり活動を支援する

市民提案型協働のまちづくり支援事業のほか、地

域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担

う子どもたちの成長を支えていく地域学校協働本

部推進事業にも取り組んでまいります。 

  次に、⑵の市民が担うべき役割と行政の役割に
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ついてですが、市民の役割としましては、地域の

情報の収集に努めることや地域活動に参加するこ

となどであり、協働の必要性や意義を認識いただ

き、参画意欲の喚起につながればと考えておりま

す。 

  また、行政の役割としましては、市民との協働

のまちづくりを推進していく先導役として、市民

がまちづくりに参画しやすい環境を整えることで

あると考えております。 

  次に、⑶の自治会やコミュニティー、民生委員、

児童委員の方々と地域が協働で行う事業について、

具体的にどのような事業をどのような形で行うか、

また、その中での公民館の果たす役割についてお

答えいたします。 

  自治会やコミュニティーなどの地域との協働に

よる事業については、地域住民助け合い事業や市

民一斉美化運動、自主防災組織結成促進支援事業

など広範にわたっており、これらを円滑に効果的

に進めていくためには、情報と目的を共有し、対

等な関係によりそれぞれの役割分担を明確にした

上で実践していくことが重要であると考えており

ます。 

  そのような中で、公民館は、市民にとって最も

身近な生涯学習の拠点施設であり、地域住民の交

流や仲間づくりの場であることから、協働のまち

づくりには欠かせない施設と考えており、今後の

役割については十分検討していきたいと考えてお

ります。 

  最後に、⑷の市民提案型協働のまちづくり支援

事業の実績と補助の金額、平成29年度の支援事業

の内容についてですが、これまでの実績と補助の

金額については、平成24年度が10件で298万3,050

円、平成25年度が11件で276万2,770円、平成26年

度が15件で250万7,418円、平成27年度が12件で

688万2,888円であります。平成28年度は、現在８

件の事業を実施中であります。また平成29年度に

ついては、市民主体の地方創生の取り組みを推し

進めることを目的に、従来の自由テーマに加え、

那須塩原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基

本目標に沿った事業を提案していただくため、

「地方創生に資するまちづくり」を新たなテーマ

として募集を行ったところであります。 

  結果といたしましては、地方創生に資するまち

づくり関連事業に10件の応募があり、全て採択と

なっております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、協働のま

ちづくりの考え方について、質問に沿って再質問

をいたします。 

  最初に、市政運営方針の中で幾つかお話が出て

きましたが、地域学校協働本部推進事業というの

は多分初めてだと思いますので、これについての

内容をお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、地域学校協働

本部推進事業について、私のほうからお答えをさ

せていただきたいと思っています。 

  これは以前にもボード等を使ってお話をさせて

いただいたことがあると思うんですが、昨年、国

のほうで進める改革３つの中、チーム学校、それ

から、地域学校協働本部、そして教員の資質向上

というそのいわゆる三本の矢というんでしょうか。

その中の一つでありますが、これは以前学校支援

地域本部という形で、地域の教育資源を学校教育

活動の中に取り込む一方向的な、地域の教育力を

学校の中に取り込もうというような流れのものが

ありましたが、それを今度一歩進めて、地域の持

っている教育資源と同時に、学校の持っている教
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育資源、そういったものをお互いに出し合う。出

し合って、子どもたちを地域の中で育てていこう

と。学校だけに任せているんじゃなくて、学校も

地域も同じ立場で、真ん中に子どもを置いて育て

ていこうというのが大きなこうイメージであろう

と思っています。結果的にはお互いにウイン・ウ

インの関係になるような、そんなネットワークを

つくっていこうというものが大きな狙いというふ

うに理解していただければいいと思います。 

  ですので、具体的には、今、学校には地域連携

教員という、地域をつなぐ役割の先生を位置づけ

ております。それから今後、この地域学校協働本

部というのをするのに当たって、今度は、地域の

中で地域の教育資源を学校につなぐ役割を果たし

ていただける地域コーディネーターという方を何

人かお願いして、その人たちを中心にして、子ど

もたちが学校で学ぶときに、地域の力をかりなき

ゃならないときには、地域の方、そのコーディネ

ーターを介して、何がしかの教育資源を学校のほ

うにいただく。それから、地域のほうで子どもも

含めて何か活動するというときには、今度は学校

から、子どもたちをその地域の活動の場に、学び

の場に子どもたちを誘導するというようなことを

今後進めていきたいというように考えております。 

  今後、次期学習指導要領の大きなコンセプトで

あります社会に開かれた教育課程ということがあ

りますので、学びが学校だけで完結せずに、学ん

だことを、地域の活動の中で子どもたちがそれを

より経験を深めることによって学びを深めるとい

うことが今後求められてまいりますので、そうい

った環境を徐々に、本市の各中学校区ごとにそう

いうネットワークをつくって、子どもたちを学校

も地域も同じスタンスで育てていこうと、そうい

うようなことを想定しております。 

  結果的には、そういう活動を通して、地域の

方々も、今までは比較的子どもとの関係というの

が正直なところ少し希薄だった部分もあると思い

ますので、これを機会にぜひ地域の方々も子ども

にかかわる、そういう機会をふやすことによって、

やがて子どもたちが大人になったときに、そうい

う地域のかかわりの中で育ってきたことを、大人

として、これでまた地域に還元していく。そんな

ふうになっていければ、最終的には地域もつなが

っていくというふうになっていくのではないのか

なというふうに考えております。ちょっと理想は

かなり大きいんですけれども、その取っかかりを

これから５年間の中で各中学校区ごとに少しずつ

緩やかに進めていければと思っております。 

  ですので、ことしに入りましてから、各地域の

コミュニティーの役員の方々にもお集まりいただ

いて、昨年度校長、教頭を対象に、県の生涯学習

課の課長補佐が以前国のほうでこの事業について

のかかわりを持っていましたので、その方に来て

いただいて、お話をさせていただきました。コミ

ュニティーの役員さんの方々にも話をさせていた

だきましたが、アンケートを書いていただいた中

では、地域のほうでは開いているからどうぞ子ど

もたちを来させてねという、そんないい反応をい

ただけましたので、ぜひ４月から、地域のそのコ

ミュニティーの実態も違いますので、それに合わ

せる形で緩やかに入っていければいいのかなと、

こんなふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今まで、協働のまち

づくりは余り学校には入っていなかった概念なの

かなと思いますので、期待をしたいと思います。 

  次に、２番のほうなんですが、この市民が担う

べき役割と行政の役割については、いつもいろい

ろなところで言われておりますけれども、実際に

これが市民、あるいは市役所の職員の方々にどれ
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ほど浸透していると考えていらっしゃいますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 協働を進める上での市民

の皆さんの役割、そして行政の役割といったとこ

ろでどれほど共通認識が得られているかというこ

とでございますが、我々としましても、さまざま

な事業を捉えたりとか、あるいは、いろんな場面

でのＰＲを捉えて、協働の指針についてはご紹介

をさせていただいているという経過がございます

んで、どれだけといったところのその量的なとこ

ろはございませんが、徐々にではありますが、そ

の協働という精神、協働のまちづくりといったも

のについては、市民の皆さんの間にも浸透してい

っているのかなというふうに認識しています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） なかなか見えるもの

ではないので難しいですが、協働の５原則は、目

的を共有すること、情報を共有すること、環境づ

くり、そして、対等な関係で役割を分担するとい

うことだと思うんですが、その中で、何が一番難

しいところだと考えていますか。そして、それに

ついて何か施策をもっていたら教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 協働の推進につきまして

は、今議員がおっしゃったとおり、我々の役割っ

てどこにあるかと申しますと、ちょっと繰り返し

の部分になってしまいますが、我々の持っている

まず情報を迅速かつきめ細やかに発信していかな

くちゃならないということが１点。 

  ２点目といたしましては、市民の皆さんとのネ

ットワークをいかに構築していくか。今現在もな

いものではございませんが、それをより太いもの

にしていくかといったところが役割としてあるか

なと思います。 

  そして、３つ目としては、やっぱり地域のキー

マンというものをその人材育成という観点から育

てていかなくちゃならないというようなところ、

それとあとは、地域活動拠点というんですかね、

そちら器づくりというものも、一つ大切なことな

のかなというふうに思っております。 

  そして最後は、我々職員が一人の市民としてい

かに協働のまちづくり活動にかかわっていくか、

そういうところが大事なのかなと思っています。 

  そんな中で難しいということになりますと、す

べからく全てを推進していくといったところの中

で、大なり小なり壁に当たっているというのが実

情でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ３番目に入っていく

んですけれども、私は、協働のまちづくりをして

いくときに一番今足りないものというのは、一番

最初の出発点の目的の共有化だと思うんですね。

なぜそれを感じるかというと、地域住民助け合い

事業と先ほどおっしゃいましたが、そういうもの

を進めていくときに、集められて何か住民のほう

は聞くわけですけれども、何が目的でどこが到達

点かということが最初に住民にきちんと知らされ

ていないとやはり協働でいいものをつくっていく

ことができないというふうに、ずっと見ていて思

っております。その辺について、行政のほうの認

識が少し甘いのではないかという。住民のほうも、

その辺は言われたことをやろうという方もいらっ

しゃいますので難しいんですが、その目的と到達

点をはっきりさせるということが大きいことだと

思うんですが、その辺、例えば自主防災にしても、

地域住民助け合いにしても、今後進めていく、進

みつつあるんですが、そこのところを行政ではど

う考えているのか、もう一度お聞かせいただけれ
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ばと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 今後の協働の推進の仕方

というところにかかわるお話だと思います。そん

な中で、我々、また来年度から第２次総合計画と

いったものを積極的に推進していくという中で、

やはり協働による地域づくりというものも一つの

施策に掲げているということでございますんで、

もう10年が過ぎ、第２ラウンドに入っていくとい

った中では、その協働の実効性というものを高め

なくちゃならない、あとは、より円滑に進めてい

かなくちゃならない、こういうところに着眼点を

置いて進めていく必要があるのかなというふうに

思っています。 

  それに当たって、これからどういう考え方で進

めるかというお話でございますが、先ほど議員の

ほうからもございましたが、確かに情報と目的と

いったものは共有をされているのかという点は、

大きな課題としてあると思います。それ以外に、

本当に対等な関係でやっているんですかといった

ところも、やっぱりあるんだと思います。加えま

して、要は、目的そのものが幾らか曖昧なところ

があるんで、それに連動する形で、それぞれの役

割分担というんですかね、そういうものもちょっ

とぐじゃっとなっちゃっているようなところもあ

ったりすると。そういうことの中での実践だけが

先走っているというような、要は、やり方に終始

してきたのかなというようなところの反省もござ

いますんで、今後は、まず庁内関係課でそういう

協働の原点に沿ったまちづくりというのが行われ

ているかというようなところを、まず総点検させ

てください。その上で、やはり第２次総合計画と

いったところに向けて改善すべきところは改善し

ていく、重点的に取り組まなくちゃならないとこ

ろは取り組む、そんな方向でこれから協働のまち

づくりに向かってまいりたいというふうに思って

います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 具体的なことをお尋

ねするんですが、地域住民助け合い事業がどこま

で進んでいるのか、それから、自主防災組織の結

成の促進とか支援事業がどこまで順調に進んでい

るのかということについて、お聞かせいただきた

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 一問一答方式に従って、

１つずつ。 

○２０番（山本はるひ議員） はい。 

  それでは最初に、住民助け合い事業についてお

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、住民助

け合い事業のどのくらい進んでいるのかというこ

とについて、お答えを申し上げます。 

  この事業につきましては、平成27年度からスタ

ートした事業でありまして、目的といたしまして

は、簡単に言いますと、地域住民の助け合い、自

分たちの互助というか、助け合いによりまして、

最初の取りかかりは、高齢者が住みなれた地域で

自立した生活ができるような地域づくりを目指す

というようなもので、住民活動の積極的な活動と

いうものを期待して取り組んだものでありまして、

実際には、高齢者だけではなくて、障害者や子育

て中の方、さらには生活に困っている方とか、そ

ういったもろもろ地域で困り事がある方について、

それをふだんの生活の中で住民が見守っていこう

ということを、それを目的としていたもので、実

際には災害時とか、あと何か困ったときにも、や

はり役立つこれは取り組みでありまして、そうい
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った組織づくりというか、体制づくりというもの

を進めていくものであります。実際にこの進捗状

況につきましては、平成27年度は黒磯公民館地区

と三島公民館地区、そして塩原公民館地区、そち

らのほうで進んでおりまして、28年度も、今年度

なんですけれども、今年度はとようら公民館、鍋

掛公民館、そして西那須野公民館、ハロープラザ、

この公民館区で進めているところでございます。 

  議員ご存じのように、各公民館には地域支え合

い推進員という社会福祉協議会のほうの職員が１

人配置になりまして、こういった体制づくりのた

めのアドバイザー的な役割を果たす職員がおりま

して、そういった職員が常時詰めておりまして、

地域の方と相談をしながら、この見守り活動の体

制づくりを進めているところであります。ただし、

これとは別に、こういうところを置かないところ

であっても、地域住民の方たちがみずからこうい

う体制をつくっているというような地区もありま

す。そういったところを合わせまして、28年度現

在では43の行政地区というか、そちらのところに

この地域住民助け合い事業の団体というか、体制

というものができているような状態であります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、自主防災

組織のほうについて、順調に進んでいるのか、あ

るいは、進まない地域があるとすれば、その理由

とか問題は何かお聞きいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 自主防災組織というふう

なことでありますんで、私のほうから答弁のほう

をさせていただきたいと思います。 

  まず、自主防災組織につきましては、平成22年

度から要綱等を整備しまして、その結成を促進し

ているところでありますが、その目的は、やはり

災害が起こった場合に初動というようなことで、

やはり自分たちの地域の防災というものは自分た

ちでというようなところでの目的がありまして、

自主防災組織のほうを立ち上げというふうなこと

になっているわけでございますけれども、現在の

状況でありますけれども、組織率というものは、

現在49.8％というふうなことで、大体半分程度と

いうふうなことになっております。 

  そんな中でも、西那須野地区は100％、それか

ら黒磯につきましては大体47％で、塩原地区が

27％程度というふうなことになっているわけでご

ざいますけれども、なかなかその22年度から進め

ているわけでございますが、先ほど申し上げまし

たとおり、組織率については大体半分というふう

なことになっています。これにつきましては、今

年度、まだ組織を結成していない自治会のほうに

アンケートをとったところでありますが、やはり

自治会の住民の方々、高齢者の方が多くなってい

るというふうなことで、そういうふうな自主防災

組織の立ち上げは難しいというふうな状況を聞い

ております。そのところからしますと、いかにし

てそういったところ、なかなか高齢者の方だけと

いうふうなところについてどうしたらいいのかと

いうふうな検討もしなくてはならないですし、た

だ、まだ結成していないというところでも、これ

から結成したいというふうに伺えるところもたく

さんあるというふうなことがわかりましたんで、

そういったところについては、個別にやはり結成

のお手伝いのほうをしていきたいというふうに考

えております。 

  やはり、先ほど企画部長とのほうのやりとりの

中で議員のほうから、目的ですか、その共有化が

余りなされていないんじゃないかというふうなお

話がありましたけれども、自主防災組織につきま
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しては、目的というのは先ほど申し上げましたよ

うに、自助というふうなところでの初動の対応と

いうようなことになるわけだと思うんですが、た

だそれをいかにして組織として対応していくのか、

そういった点につきましては、やはり自主防災組

織、立ち上げはしたけれども、どういうふうな活

動をしていったらいいのかというようなことで悩

んでいるところもいらっしゃると、あるというふ

うなことでございますんで、そういったところに

つきましては、結成した後というふうなことにな

ってはしまいますけれども、そういうふうなフォ

ローにつきましても今後いろいろやっていく必要

があるだろうというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 住民の助け合い事業

については、まだ始まったばかりなので、今後に

期待をしていくところですし、公民館に職員が１

人入っているということも存じ上げておりますの

で、多分具体的なやり方がこれから出てくるんだ

ろうと思いますが、自主防災組織につきましては、

できないところはやはりそれなりの理由があって、

協働のまちづくりだというその考え方で進めてい

っても、進まないんだと思うんですね。私はそこ

のところを、西那須野が100％というのは、公民

館の力と、あとやはり狭いのと、自治会が大きい

というようなことがいろいろあるんだと思うんで

すが、黒磯や塩原はそれぞれの事情がやはりござ

いますので、そこのところを、幾ら余り災害がな

いまちだと言っても、いつ何が起こるかわかりま

せんので、しっかりとその原因を把握していただ

いて、協働のまちづくりという観点でできるもの

か、あるいはお金の問題なのかというようなとこ

ろもしっかりと精査をして、進めていってもらい

たいというふうに思っています。何でも協働のま

ちづくりで物が進むというのはないと思うんです

ね。そういうふうに考えています。 

  次に移ります。 

  公民館についてなんですけれども、地域住民の

やっぱり交流とかまちづくりの場であるとともに、

協働のまちづくりには欠かせない、そういうやは

り施設だと思います。コミュニティーにしても、

自治会にしても、那須塩原市の場合は公民館をや

はり核として物事が進んでいることが多いのです

が、人員の数について、十分だと考えていらっし

ゃるかどうかをお尋ねいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 公民館の人員の数という

ことでございますが、まず基本的に、公民館につ

いては、教育関係法令で明確に位置づけがなされ

ていると。その中で、特に市民に対していわゆる

生活に即した教育の場ということで、１つには、

行政主体でいろんな講座を開いて、教育に関する

情報を提供する。それと、自立的・自発的に地域

のサークル、グループの方々が自主的に集まりを

持って、いろいろな経験を行う、活動を行うとい

うような大きな目的がもう法律上示されておりま

すので、そこの部分を取り扱うという考え方、社

会教育法の位置づけからいけば、今いる教育委員

会の中の公民館の館長、担当係長、担当、その人

員で、どこまでいけば満足かというのはありませ

んが、そういった法令に基づく具体的な事業の対

応としては、現時点ではある程度充足されている

かなというふうには思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 確かに規則でいけば、

それでいいんだということになるんだと思うんで

すが、私は、那須塩原市というこの大きな地域で

やはり公民館の果たす役割は大きいし、那須塩原
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市は児童館もありませんし、それこそ、コミュニ

ティーの方たちが集まるセンターのようなものは

ございません。そうすると、どうしても住民の皆

さんはその公民館の位置づけ、法律的なものを知

っているわけではないし、何かあれば公民館でと

いうふうな考えはあります。文化の拠点だとか、

サークルの拠点というのも確かなんですけれども、

やはりこの市については、防災の拠点とか、やは

り地域の住民の助け合いの拠点というのも公民館

単位でやったほうがいいというふうに、私は考え

ておりますので、その法律上の人数ではなくて、

何かこれから協働でまちづくりをしていこうとい

うときに、もう少し公民館の役割を大きくとって、

人もふやしたらいいんではないかというふうに思

うわけなんです。その点についていかがでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 議員おっしゃるとおり、

そういうふうに社会のニーズ等が変化してきてい

る、来るだろうというふうなことが予想されます。

実際、先ほど保健福祉部長のほうからお話があり

ましたように、地域の助け合いですか、その関係

で、臨時職員ですかね、そういった者を配置して

いるというような現状がございます。そんなこと

を考えますと、これからやはりそういった地域、

あるいは市民の皆さんのニーズに合わせたような、

やはり公民館てどういったものなのか。先ほど、

法的なところで生涯学習の拠点というようなこと

で、教育部長のほうから答弁がありましたけれど

も、確かにそれを超えた地域づくりの拠点という

ふうなものも、今後は慎重な検討が必要だという

ふうには考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 簡単に答えが出るわ

けではないと思うんですが、公民館の役割につい

ては、先ほど検討していくというふうにおっしゃ

っていましたけれども、やはり、これから地域の

力と交流を生み出すためにというふうに市政運営

方針にも書いてございますので、協働のまちづく

りの推進ということと、この地域の力と交流とい

うところで、せっかくあるものですから、公民館

をうまく活用して進めていっていただきたいなと

いうふうに思います。 

  次に移ります。 

  市民提案型協働のまちづくり支援事業について

なんですが、24年度から先ほど件数とお金のこと

を言っていただいたんですが、29年度、「地方創

生に資するまちづくり」をテーマということで、

10件のプレゼンを私聞きに行きました。先ほど、

その10件について、全てが通って採択になったと

いうことだったんですが、このそもそもの市民提

案型協働のまちづくり支援事業というものと、例

えば文化的なものでは、市単独補助金が出て、ず

っとその補助をしている団体もあると思うんです

が、その違いを教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 補助金として出ているそ

のサークル支援みたいのが一方ではあると。それ

と絶対多数の、要は、市民の活動団体の皆さんを

対象にしている私どもで所管している市民提案型

協働のまちづくり、その違いということでござい

ますが、基本的には、私は、その何が違いかと言

われるとなかなか明確にお答えできないというと

ころもあるんですが、市単独補助金として、要は、

文化に寄与したりだとか、地域づくりに寄与して

きた従来からある補助金については、やっぱりそ

の意義とかその必要性とか、そういうものを総合

的に判断する中で補助がされているんだと思いま
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す。それに対して、市民提案型協働のまちづくり

は、今言ったように、多くの皆さんのみずから考

え、みずから実践する公益性の高いまちづくりと

いったものを、間口を広げてやっぱりご支援をさ

せていただきたいといったところの中での補助金

だということで、整理しているところです。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） そういたしますと、

市単独補助金のことにつきましては前回も質問し

たんですけれども、なぜこの協働のまちづくりの

支援事業が３年で終わってしまって、あとは自走

しなさいと、その同じ団体に関してですね。自分

で走れという自走なんですが、というようなこと

を言って、補助金も毎年こう減っていくんですが、

市単独補助金で文化的なところ、例えば具体的に

言うと、生涯学習の部分で出ている団体への文化

活動の補助金、年に１度演劇をするとか、オペラ

をするとかというようなところに対しては、私の

見るところ、ほとんど変わりなく、この那須塩原

市になってからずっと400万とか500万とかくらい

の単位で出ておりまして、そこのところを、その

市民提案型協働のまちづくりとの差が目的が余り

変わらないのに、その要件がとても片方がきつく

てというふうに感じるんですが、その辺をどのよ

うに考えていらっしゃるのか。先ほど難しいとお

っしゃったんですが、もう一度お答えいただけれ

ばと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 先ほど私が難しいと言っ

た意味は、各所管課において、その事業の必要性

というものを認めた、意義というものを認めた中

で補助を出しているんで、一概に私がこの事業は

どうですかと聞かれたんじゃないんで難しいです

と言った、そういう意味だということでございま

す。 

  そんな中で、我々が所管している市民提案型協

働のまちづくり支援事業というのは、要は、繰り

返しになりますが、市民の皆さんが考えて実践し

ていただく公共性の高いまちづくりといったもの

をやるきっかけづくりにしていきたいというよう

なところがございます。それで、なるべく多くの

皆さんにやってもらいたいというようなところが

ございます。そんなことがございますんで、対象

についても、５名以上の団体とかというところで、

緩やかなところの縛りにしているというのがござ

いますんで、目的はそういうことにあると、市民

提案型協働のまちづくりにはと、そういうことで

ご理解いただければと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） その辺のところは、

わかったというか、そういうことなんだなという

ことで理解をしたいと思うんですけれども、例え

ば市単独補助金の対象になっている文化活動につ

いて、ここでは特化すると、そういうものは多分

ずっと続けていて、自分たちの市に大変公共性の

あるもので、公益性のあるものだからということ

で続いているんだと思うんですが、この市民提案

型協働のまちづくり支援事業で、その補助をいた

だいた団体とか、その事業ですね。そういうもの

がやっぱりもっとこれは市として公益性が高くて

補助したいというふうに、市が思うというよりも、

そのやっている人たちが考えて、ぜひこれもその

文化活動の生涯学習の中の補助金として何とかし

てくれないかというようなことの提案というのは

できるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 補助金というようなこと

なんで、私のほうからお答えをさせていただきた
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いと思いますけれども、確かに、文化活動の中で

そういうふうな状況である団体があるということ

ふうなことは認識をしておるところでございます。

先ほど来企画部長のほうからもお話がありますよ

うに、そういった団体につきましては、やはりそ

の団体の生い立ち、あるいは経緯、経過ですかね、

そういったものが複雑に絡み合っているんだろう

というふうに考えておりますし、それが今度まち

づくりのほうの補助の団体、そこら辺をどういう

ふうに捉えるかというようなことかと思います。

でありますんで、それについては、例えば３年、

あるいは５年の補助期間が終わった後、どういう

ふうな成果があったのか、それを、もちろん補助

を受けた団体ですね、それから補助をいたしまし

た私ども市のほう、やはりどちら側からでも検証

した上で、そういった継続性が必要なのかどうな

のかということを検討していく必要があるんだろ

うというふうに思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 私、24年度からこの

提案型の支援事業という、つまり補助金が出ると

いうことですね、はっきり言ってしまえば。そこ

のどういう事業があったかということを踏まえま

して、今年度、全部プレゼンを見せていただいた

んですが、その中には幾つか大変これはすごいな

というものがありました。そういうものが毎年何

百万という形で補助金をいただいて、市民の皆様

に見せている文化的活動に匹敵するようなものも

ある、あるいは、その助成をしてあげればそうい

うふうに育つのではないかと思われるものが幾つ

かありました。そういうことに関して、私は、既

成のものをずっとあるものを育てていくのも大切

なんですけれども、時代が変わって、今は那須塩

原市もとうとう海外のところと姉妹都市を結ぶほ

どになったということを考えますと、やはり新た

に出てきているその新しいもの、若いお母さんた

ちの提案していたものもすばらしかったんですけ

れども、そういうものをやっぱり盛り立てていく

ということは、協働のまちづくりとして大変必要

な視点だと思うんです。今までずっと続いてきた

伝統のものも大切、でも新しく出てきているもの

もやっぱり同じように大切ということで、これは

すぐにお答えをいただくことはできないと思うん

ですが、私といたしましては、前回の質問で単独

補助金の見直しをするというようなこともござい

ましたので、それとあわせまして、新しいもの、

この協働のまちづくり支援事業を例えばずっとそ

の単独補助金で見ていくというようなことも一緒

に考えていただいて、ぜひ新たに出てきている市

民団体、あるいは市民の文化活動、あるいは先ほ

どの自主防災とか見守りとかということに対して

も、たくさん出ておりますので、そういう団体を

きちんと支援をしていく体制をつくっていただき

たいというふうに思いまして、この項の質問を終

わります。 

  次に移ります。 

  ２．指定管理者制度のあり方について。 

  合併から12年がたち、公の施設のおよそ３割が

指定管理者によるものになっていることから、今

後の指定管理者制度のあり方を伺うものです。 

  ⑴制度導入の目的及び意義は何か。また、その

目的達成に沿った制度導入がされているか伺いま

す。 

  ⑵公の施設を指定管理者にするか否かの審査基

準及び決定過程について伺います。また、昨年の

12月議会において、公園、市営住宅、観光施設、

図書館など多くの施設の指定管理者が決定されま

した。その選定基準の配点と選定結果、「指定管

理料の提案額」等について、改めて選定の考え方

について伺います。 
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  ⑶指定管理者に対する所管課の具体的なかかわ

り方について伺います。また、指定管理者の管理

運営状況や事業の評価について、どのような方法

で行っているのか伺います。なお、図書館の指定

管理者については、この先「駅前図書館」が開館

することから、これまでの５年間及びこれからの

３年間の所管課のかかわり方の詳細をあわせて伺

います。 

  ⑷指定管理者制度導入の課題は何か、また、今

後の進め方について伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） それでは、答弁申し上げ

ます。 

  初めに、⑴の制度導入の目的及び意義は何か、

また、目的の達成に沿った制度導入がなされてい

るかについてですが、指定管理者制度は、法人そ

の他の団体に公の施設の管理を行わせる制度であ

り、多様化する住民ニーズにより効果的・効率的

に対応するため、公の施設の管理運営に民間の能

力を活用しつつ、住民サービスの向上と管理経費

の節減等を図ることを目的とするものであります。

本市では、平成18年度から指定管理者制度を導入

しており、住民サービスの向上や管理経費の節減

の面で一定の成果を上げていると考えております。 

  次に、⑵の公の施設を指定管理者にするか否か

の審査基準及び決定過程並びに選定の考え方につ

いてですが、まず指定管理者にするか否かについ

ては、公の施設の性質や現状を踏まえ、指定管理

者による管理が適当かどうかを、副市長をトップ

とし、部長等で組織する指定管理者選定委員会で

判断し、決定しております。選定の考え方につい

ては、指定管理者制度の目的である住民サービス

の向上と管理経費の節減等を踏まえ、応募者から

の提案に対し、原則施設の管理運営能力及び住民

のサービスの向上に配点の７割を、管理経費の節

減に配点の３割を配分し、その合計点が最も高い

団体を候補者として選定しております。 

  次に、⑶の指定管理者に対する所管課の具体的

なかかわり方及び管理運営状況や事業の評価につ

いてと、図書館のこれまでの５年間及びこれから

の３年間の所管課のかかわり方については関連が

ございますので、一括してお答え申し上げます。 

  所管課においては、利用者の満足度の高い施設

管理がなされるよう、仕様書や協定に基づき管理

運営の状況について報告を受け、適宜必要な助

言・指導を行うとともに、管理運営の状況につい

て、定期的に評価を行っております。具体的には、

報告書類や現地確認等によるモニタリングを踏ま

え、サービス提供、事業運営、施設管理の観点か

ら評価を行い、課題を指定管理者にフィードバッ

クすることで、管理運営状況の向上に努めさせて

おります。 

  また、図書館のこれまでの５年間及びこれから

の３年間の所管課のかかわり方についてですが、

これまでの５年間は毎月開催している図書館定例

会において、指定管理者の３館の館長から業務及

び事業の報告を受けるとともに、市側の連絡事項

等の協議・調整を行ってまいりました。また、必

要に応じて、受託事業単位の指定管理担当者との

打ち合わせなども行っているほか、図書館協議会

においても、四半期ごとの総括の報告を受けてお

ります。 

  これからの３年間のかかわり方については、仕

様書や協定に基づいた施設の管理運営に関する基

本事項が遵守されているか、また、指定管理者が

提出する事業計画書、事業報告書を所管課内で検

証・評価を行うなど、サービスの向上、利用者増

につながるようなかかわり方を行っていく予定で
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ございます。 

  最後に、⑷の指定管理者制度導入の課題及び今

後の進め方についてでございますが、一部の施設

において、利用者数が伸び悩んでいることが課題

であると認識しております。今後は、その対策と

して、指定管理者の努力により利用者数の増加が

見込める施設を中心に利用料金制度の導入を検討

し、利用者数の増加に向けた取り組みを推進して

まいりたいと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 18年度からこの制度

を導入したということなんですが、公の施設をこ

の18年度のときに全てをするかしないかの決めた

のでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 18年度のときに、全ての

施設を対象にして、指定管理にするかしないかと

いったところまでの検討には至っていない、そこ

までの検討はしておりません。ただ、そんな中で、

今まで、指定管理者制度ができる前までは、市が

直営でやったりとか、あるいは市が委託をしてや

っていたというというようなのが施設管理の実態

でございますので、そんな中で、ある程度市がか

かわらなくても、要は企業さんですか、そういう

ところに任せても管理が円滑にいきそうだといっ

たようなところを各担当課のほうで判断して、そ

れを指定管理者でいくかいかないかというような

ところを選定委員会のほうでもんだと、そんなよ

うな経過だと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは改めて、公

の施設が幾つあって、今指定管理をしているとこ

ろが幾つで、あとの管理はどうしているかについ

てお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 本市の公の施設について

は、総数で216ございます。そのうち、指定管理

者による管理を行っている施設に関しては62施設、

それ以外の施設につきましては、当然直営、ある

いは市の管理のもとに一部委託をしている、そう

いう管理になっていると思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 逆の聞き方なんです

けれども、公の施設に関して、どうしても直営で

なければならないというその判断は、どこでする

んでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） これは先ほど私のほうも

答弁の中でお話しさせていただきましたが、公の

施設の性質や現状を踏まえてといったような視点

が１個ございます。具体的に何なんですかといい

ますと、例えば一つの例として、公民館といった

ものを挙げさせていただきたいと思いますけれど

も、こちらの性質は何かといいますと、先ほど教

育部長からもございましたが、単に部屋を貸した

りだとか、会議室を貸したりしている機能じゃな

くて、要は、生涯学習の拠点ですよね。地域の拠

点ですよね。そういう性格を持っているといった

ところの中で、もっと言わせてもらいますと、ど

ういう状況になっているかというと、地域の皆さ

んと職員がしっかりとした信頼関係のもとに要は

円滑な運用がなされているというようなところが

ございますんで、こういうことからしますと、こ

れを果たして民間にお預けするのがどうかなとい

うようなことになるのかなと思います。このよう

なことが具体的な例としまして、公共施設の性質

や、あるいは現状を踏まえたという話になるんだ
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ということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ２と３の質問は続け

て行いたいと思うんですが、それでは公の施設で、

今後この直近で指定管理者制度に移行したいとい

う施設はありますでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 今言ったような判断基準

のもとに、そちらについては各担当課のほうで今

現在管理しているもので指定管理者のほうがいい

なといったものがあれば、出てくるんだと思いま

す。私どものほうで今把握しているようなところ

の中では、現状のものを更新するというようなと

ころでの把握はございますが、新しいものとして

把握しているものはないということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 指定管理者制度の目

的が、１つは住民サービスの向上だと。もう一つ

は経費の削減だという、２つだと思うんですね。

この２つに関しまして、18年度からざくっと10年

近くたつんですけれども、おおよそどのくらいの、

サービス向上というのは難しいあれなんですが、

経費の削減はどのくらいなされているかの計算は

されていますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 実際、サービスの向上と

経費の削減というところで、経費の削減のお尋ね

でございますが、サービスの向上といったところ

でもちょっとお話をさせていただきますと、例え

ば、施設の閉館時間が延びていたりとか、あとは

休館する回数が延びていたりというようなところ

の中で、公共施設を市民の皆様にサービス提供す

る機会がふえているというようなところでのサー

ビス向上なんかはあるのかなと思います。あとは、

一生懸命いろんな自主事業をやってくれて、それ

もやっぱりサービスの向上や利便性の向上につな

がっている部分があるのかなというふうに思って

います。 

  あとは、額の部分でございますが、こちらにつ

いては、現在指定管理を行っている62の施設にお

いて、公募時の提案上限額というものを市は示し

ますが、それよりも全て下の額でもって指定管理

を行っていただいているということでございます。

その上限額に対する、要は、相手方が入れてくれ

る応札額といいますかね、その金額との要は比率

ということで、全体でございますが、それが

94.8％ということになっておりまして、それを額

に換算させていただきますと、平成18年度から今

までにということでございますが、１億8,000万

くらいの経費節減効果があるということでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今、提案額よりざく

っと94％でとってもらっているということなんで

すが、多分指定管理者制度のそのお金というのは、

ほとんど人件費部分だろうというふうに思ってい

ます。そうしますと、業者のほう、あるいは団体

のほうが減らした分というのは、人件費を減らし

ているんだろうなというふうに思うんですけれど

も、最初に市が提示する金額というのは、そもそ

もそこの施設を管理するのに必要な金額だと、妥

当だというものを提示しているわけではないんで

すか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） はい、それは議員おっし

ゃるとおり、我々としましては、直営で管理した

場合このくらいかかるといったところを統一単価



－155－ 

のもとに積み上げているということでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、ちょっと

具体的にひとつお尋ねしたいんですけれども、来

年度、29年度から市営住宅がその指定管理になっ

たんですけれども、これにより多分経費の削減が

行われて、そこに住んでいる市営住宅の方々にと

ってはサービスが向上になるということで踏み切

ったんだと思うんですが、ここの部分の説明をお

願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 市営住宅の関係ですけれ

ども、市営住宅につきましては、実は、今年度、

28年度の頭から指定管理になるように準備を進め

てまいりましたが、27年度中の指定管理の部分で

の相手、応札者というんですかね、そういった方

が出なかったということで、１年間さらに内容の

精査を行うために１年間をかけまして、28年度中

にそういったものを行って、29年度から指定管理

になるということになりまして、金額の部分で言

いますと、市の提案した上限額に対しまして出さ

れました提案額は同額ですので、削減はゼロであ

ります。 

  それから、サービスのほうにつきましては、市

のほうといたしましては、民間の能力やノウハウ

を幅広く活用して、できれば経費の削減と、それ

からサービスの向上を図っていただきたいという

ようなことで出しましたところ、経費はそういっ

たことで削減になっておりませんが、相手方の業

者のほうから提案のありましたサービスにつきま

しては、こちらはうちのほうで求めている内容に

対してほぼ満点に近いサービスの提案があったと

いうことで、内容を具体的に申しますと、まず75

歳以上の高齢者や障害者の独居宅を月１回程度訪

問するなどのサービスの向上を図る計画としてお

ります。それから、携帯のＳＭＳメールシステム

を導入しまして、適宜支払い督促を行う計画とな

っていると。それから、月１回の土曜日に滞納者

の一斉訪問を実施する。そういったことから家賃

の徴収強化を図る計画となっていると、この辺が、

後のほうはどちらかというと徴収のほうですので、

最初の２つがサービスというような、特に高齢者

に対しての見回りサービスとかというのが大きな

サービスの部分になってくるかと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 認識の違いかもしれ

ないんですが、今、指定管理者に払うその委託料

がその提示したものと同じだというふうにおっし

ゃったんですが、私が言っているのはそうではな

くて、市が今まで直営で管理していたときにかか

っていたその人件費とその指定管理者に出したと

きのその人件費が削減されたのかということをお

尋ねしていたんですが。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 人件費の部分だけで言い

ますと、業者のほうからの提案につきましては、

今人件費は、提案でいきますと約1,000万から

1,100万程度の金額になっておりまして、業者の

ほうは３人を常時雇用するというような計画をし

ておりまして、これにつきましては、うちのほう

は実際に職員は丸々３人が当たっていて、それか

らそれ以外の業務に携わっている職員がおりまし

て、それが常時というのは３人でありますので、

人数的に見ますと変わらないというか、市のほう

が0.5人ぐらいもしかすると多いのかなという感

じはしますが、金額というのは市のほうの人件費
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の部分でありますので、単純に比較というのはち

ょっと今のところはしておりませんが、そういう

状況で、相手方からのその提案書の中にはそうい

う提案がされているということであります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） まだ始まっていない

ことですし、なかなか計算は難しいんだと思いま

すので、質問はそこまでにしておきます。 

  次に、所管課の話なんですが、図書館のところ

に特化してお尋ねしたいと思います。 

  それぞれの所管課はそれぞれの形で具体的にか

かわってはいると思いますが、それにつきまして

はしっかりとかかわりを持っていただいて、住民

からのクレームなどがないようにしていただきた

いというふうに思っていますが、図書館につきま

しては、５年前も、３社が一緒に共同体と図書館

に特化している１社が競争して、３社の共同体が

とりました。５年たって、来年度からの３年間に

つきましても、違った形で３社が共同体を組みま

して、今まで５年間やっていたところの１社が別

立てで手を挙げて、また３社のほうがとりました。

そういうふうに指定管理者の共同体でやるという

ことがいけないことではないと思うんですけれど

も、なぜ共同体３社でやるほうがいいというふう

に考えているのかどうかだけお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 共同体が受けることがい

いという判断ということでございますが、それは

１企業であっても、共同体であっても、私どもが

プレゼンを受けながら評価する基準に基づいて評

価をしておりますので、結果として高得点を得た

のが３社の共同体であったというふうに理解して

いただければと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、業務の仕

様書というのがございまして、どこも指定管理者

とはそれで決めていくんだと思うんですが、その

図書館につきましては、現在図書館に勤務する職

員で再雇用を望む者については、経験者雇用の面

からも優先的な雇用を検討すること、また資料、

地域、利用者に対する知識・経験を有する職員の

育成のため、長期間の雇用と安定して生計を営め

る賃金体制を構築することとしっかりと書いてあ

ります。これは守られているのかどうかお伺いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） まず、１点目の再雇用の

関係ですが、やはり私どもとしては、継続的な雇

用、その人の生活の大切な部分でありますので、

そういったものは仕様書の中に位置づけをさせて

いただいております。そういった中で、まだ正直

４月からの改めての雇用については、現在受託事

業者との調整を行っているところですが、そうい

った再雇用については、基本的に守っていきたい

ということでの話が来ておりますので、全てが全

てかどうかはわかりません。ただ、多くの方が再

雇用されるというふうに私どもでは考えておりま

す。 

  それと、育成等も含めてそのサービス向上に向

けて賃金体系等も十分考慮するようにということ

で、仕様書のほうには書かせていただいておりま

す。やはり労働基準法で言う最低賃金といったも

のはもちろん守るというのは当たり前ですが、１

つの施設の中で複数の事業体が事業を共同して行

う場合には、やはりそれぞれの会社に雇用されて

はおりますが、ある程度共通した身分保障ではあ

りませんが、体制がとれればということで、こう

いったような条件を示させていただきました。た
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だ、その個々の雇用というのは、会社独自にやは

り行っておりますんで、それを何が何でも同じに

しなさいということは、こちらからは強くは言え

ない、そういう努力をしてくれというような意味

で、仕様書のほうには記載させていただいており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 指定管理者制度を導

入している施設の中でも、図書館というのは大変

特異なところだと思うんですね。ここを導入され

たときに、私は、もう絶対に反対だということで、

ここで討論したのを今思い出しているんですけれ

ども、にもかかわず市は導入をしました。結果と

して、サービスは多分向上しているというところ

は認めます。けれども、同一賃金同一労働ではな

いんですけれども、図書館というところは、公園

の草取りをするとか、公園の木の管理をする、あ

るいは何か観光施設を管理するのと違って、本当

にサービスをもう最前線でその市民と接するとこ

ろです。それは赤ちゃんから本当にお年寄りまで、

あるいは受験生まで、公共施設の中では一番使わ

れているところです。施設がどんなに古くても、

どんなに素敵なものではなくても使われていると

いうことは、全国どこで統計をとっても、それは

確かです。そういうところにあって、５年間のこ

の指定管理者、共同でその指定管理をとっている

中で、やはり人数が限られた人数でカウンターに

立ち、バックヤードを守り、そして市民に対して

いろいろな情報提供しているところで、職員がそ

の待遇の面で違いが出たことがわかったときには、

非常に働きにくくなりますし、サービスに影響し

てきます。その点に対して、所管課はどのように

把握をしていましたか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ３社による共同事業体で

の運営ということですので、それぞれの企業の雇

用条件というものがあって、それぞれ３社に雇用

された方々が図書館の管理運営をしているという

ことで、個人の賃金の額とか、そういったものま

では正直把握はしておりません。ただ、一般的に

企業が行うべき健康診断であるとか、企業の義務

として通常やらなければならないものについては、

しっかりとられているというようなことでは把握

しております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今、健康診断とそち

らがおっしゃいましたのでこちらで出すんですけ

れども、そういうことに関しても、どういう条件

で健康診断ができるかということは、３社それぞ

れ違ったのではないかというふうに私は把握して

おります。その辺のところを、やはり指定管理者

の目的、先ほど、１つはもちろん経費削減ですけ

れども、一番大きなことはやっぱり住民に対する

サービスがより民間のノウハウを使って上がるこ

とが一番なんですね。図書館は特にそれが大きな

ところなんです。それを３社でやって、５年間た

つわけですよ、この３月で。それに関してどんな

問題が起きているか、働いている人たちがどんな

気持ちで働いていたか、住民サービスの面ではす

ごくよい評価が出ているかもしれないんですが、

中の人たちが、自分たちが泣いたり、自分たちが

そこで努力をすることによってそういうものが生

み出されているとしたら、それは所管課がきちん

と把握して、次の３年間の指定管理を出すときの

要件に入れていかなければいけないものだという

ふうに私は思いますが、そこの点はしっかりされ

ていたんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 
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○教育部長（伴内照和） これまでの５年間の中で、

それぞれの企業に雇用されて図書館の管理業務、

運営業務に当たっているそれぞれの企業ごとの職

員の方々の個々の雇用に対する悩みであるとか、

苦情であるとか、そういったものを、正直これま

での５年間の中では詳細には把握はしておりませ

んでした。そういった中で、今議員おっしゃるよ

うに、４月からまた３年間改めて３社の中で指定

管理をお願いすることになりますので、現在基本

協定について内容を今調整している段階でござい

ます。その中で、やはり雇用条件のある意味均一

化とか、同じようなレベルにとか、そういったも

のを強制的に当てはめることは、もちろん個々の

企業が受けてやっている事業ですからできません

が、やはりある程度一定の条件合わせ、そういっ

たものができることによって、やはり図書館自体

のサービスの向上にもつながってくるというよう

な考え方も我々持っておりますので、そういった

協議は今後させていただきたいというふうに考え

ております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 次の指定管理者も決

まってしまったわけですし、今回これで予算が通

れば、もう４月１日からは新しいその３社の企業

体で図書館が管理されていくわけです。３月31日

と４月１日の間で何がどう変わったかというのを

住民はわからないです。わからないように今やっ

ていっているんだと思いますが、これは、私はた

またま図書館についてはよくいろいろ今までも関

心がありましたので、こういうことを何か知るこ

とができて、実際のところの話を聞いていたんで

すが、所管課がそれぞれのこの六十何カ所の指定

管理をしているという中で、同じようなことがな

くはないのではないかなというふうに、私は感じ

るところもあります。人に接することの少ないと

ころでしたらまだいいんですが、図書館に関して

だけは、もう絶対にそういう働く人が心地よく働

けないという条件でお金を出しているというやは

り市の責任は私はあると思いますので、この先３

年後にまた駅前図書館を指定管理にするのか、あ

るいはどうするのかわかりませんが、そういうと

きにサービスの向上ということと、やはり経費を

どうするかということはしっかり考えていただき

たいというふうに思います。 

  それで、現在図書館に勤務している人で、解雇

はされないにしても、いろいろな条件でやめなけ

ればならなくなった人というのはいないんでしょ

うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 今回受託をする３社の中

で、現在勤めている方をできるだけ再雇用してく

ださいということでお願いはしております。ただ、

具体的にじゃＡさんがこうなりました、Ｂさんが

こうなりましたという部分については、十分な把

握はまだしておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ３月中には、全ての

館長も含め、副責任者も含め、働く人も含め決ま

るんだと思います。誰がどこの会社に雇われるの

かもはっきりとすると思いますが、ぜひ今まで働

いていた人で、実は本当は那須塩原市の図書館で

働きたいんだという人が働けなくなっているとい

うことはないような形で、そして今後も働く人た

ちがきちんと同じような条件で、個々には踏み込

めないと言いましたけれども、じゃなぜ１社にし

なかったのかというふうに私は言いたいですけれ

ども、３社になってしまったので、そこのところ

を所管課のほうでしっかりとわかっていただきた

いと思います。 
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  指定管理者制度につきましては、今後その課題

につきましてはこの後行財政のほうでもしっかり

とやり直しをしていくというようなことが出てお

りますので、これ以上言いませんけれども、ぜひ

住民サービス向上という観点をしっかりと見据え

ていただきまして、いい形で指定管理者制度が進

むようにやっていただきたいと思います。 

  この項はこれで終わります。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時１１分 

 

再開 午前１１時２１分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、３に移り

ます。 

  ３．黒磯駅前周辺地区都市再生整備計画事業に

ついて。 

  この事業は、５カ年計画で始まったものですが、

実施４年目に当たる29年度の具体的な事業内容及

びこれまでの実施経過について伺うものです。 

  ⑴当初予定した計画の中で変更した点はあるか、

あわせて、事業費の変更についても伺います。 

  ⑵この事業では、行政と市民が一体となってに

ぎわいの創出を目指すと示されていますが、その

ためにどのような取り組みを行っていくのか伺い

ます。 

  ⑶まちなか交流センターは、ことし４月に工事

着手と聞いています。この施設の運営方法と市民

のかかわり方について伺います。 

  ⑷駅前図書館は現在実施設計が進んでいると聞

いていますが、今後は市図書館との十分な調整が

必要になってくると思います。どのような方法で

調整を進めていくのか伺います。 

  ⑸この整備事業について、ほかにどのような関

連事業が計画されているのか、また、関連事業の

今後の実施予定について伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） それでは、３の黒磯駅周

辺地区都市再生整備計画事業について、順次お答

えを申し上げます。 

  初めに、⑴の当初予定した計画の変更点につい

てお答えをいたします。 

  都市再生整備計画の目標といたしまして、都市

機能の向上による持続可能な中心市街地黒磯の再

興を掲げ、拡散型の都市構造を集約型のコンパク

トで持続可能な都市構造に転換させるため、都市

機能と交通結節機能の向上を図り、駅を中心とし

て地域交流を促進させ、居住の誘導を行うことで

都市の再興を目指しております。平成26年３月に

計画を策定した際は、地方都市リノベーション事

業という位置づけでしたが、国の制度拡充に伴い

まして、都市再構築戦略事業に変更となっており

ます。 

  また、事業費は、当初の34億6,400万円から平

成27年度に（仮称）まちなか交流センターや（仮

称）駅前図書館の施設規模等を変更したため、現

在は47億800万円となっております。 

  次に、⑵の行政と市民が一体となってにぎわい

の創出を目指すためにどのような取り組みを行っ

ていくのかについてお答えをいたします。 

  にぎわいの創出には市民との協働が不可欠であ

ると考えております。そのため、（仮称）まちな

か交流センター、（仮称）駅前図書館、黒磯駅前
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広場については、計画段階からワークショップな

どで地域住民に参加いただき、積極的にかかわっ

ていただいております。地域住民の活躍の場とな

るよう、今後も市民と連携し、事業を進めていき

たいと考えております。 

  次に、⑷の駅前図書館の実施設計を進める中で、

今後市図書館とどのような方法で調整を進めるの

かについてお答えをいたします。 

  本施設についても、図書館関係者や地域住民が

参加するワークショップを行い、設計を進めてお

ります。また、市図書館協議会内においても検討

を行っているほか、黒磯、西那須野、塩原図書館

に対して、今後も聞き取り調査等を実施するとと

もに、現在黒磯図書館で主に活動しているボラン

ティア等関係団体に対しましても、ヒアリング等

を実施しながら進める考えであります。 

  最後に、⑸のこの整備事業について、他にどの

ような関連事業が計画されているのかと今後の実

施予定についてお答えをいたします。 

  １つ目は、栃木県による黒磯本通りの電線地中

化及び歩道整備事業が計画されておりまして、今

年度内に工事が発注され、平成32年度完了予定で

あるというふうに伺っております。 

  ２つ目は、市において街なみ環境整備事業を導

入し、老朽化しているアーケードの撤去や建築物

の修景などについて補助金を交付する考えであり、

平成29年度から実施していく予定であります。 

  都市再生整備計画事業とこれらの事業の組み合

わせによりまして、本市の北の玄関口にふさわし

いにぎわいのあるまちとなるよう、地域住民と連

携し取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 続きまして、⑶のま

ちなか交流センターの運営方法と市民のかかわり

方についてお答えをいたします。 

  現在、市、那須塩原市商工会及び地元の市民団

体であります黒磯駅前活性化委員会やえきっぷく

ろいそのメンバーを中心に、管理運営や活用方法

に係る会議を開催し、詳細の検討を進めていると

ころでございます。運営につきましては、会議で

いただいたご意見等を踏まえまして、指定管理、

それから部分委託、市の直営方法等の中身につい

て検討をそれぞれ行っているところでございます

が、より使い勝手のよい施設、また市民の方に深

くかかわりを持っていただけるような施設となる

よう、引き続き協働して検討してまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 当初の予定した計画

で変更した点はあるかということをお尋ねしたん

ですが、私は、一番の変更点は図書館の位置づけ

だと思うんですが、それは変更にはならないんで

すか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 先ほど答弁を申し上げま

した変更の内容のものは、主なものということで

ありまして、位置づけにつきましては、当初から

面積が一番最初は3,300㎡ということで考えてお

りましたが、現在4,500㎡ということで進めてお

りますので、市の中の現在あります黒磯図書館と

調整を図って、駅前の図書館に集約できればとい

うようなことを踏まえた計画ということでありま

すので、そういう意味で申しますれば、変更とい

うふうになるかと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 私は、駅前図書館は

もともと全く違う形の図書館だというふうに伺っ

ていたので、途中から図書館、黒磯の図書館を集

約するという言葉で、一緒になったということは
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大きな変更点だなと思っておりますというところ

です。 

  47億円になったということなんですが、国の補

助金が最初多分２分の１だったと思うんですが、

その辺のところのお金の中身については、変わら

ないんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） はい。お金の中身は、当

初から２分の１、50％ということで、今現在もこ

れについては変わっておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） わかりました。 

  それで、協働が不可欠だというふうに先ほどお

っしゃったんですけれども、計画にはたくさんの

市民の方がかかわっているんですけれども、この

運営をしていくに当たっては、市民との協働につ

いてはどんな形で進めているのかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 施設ができ上がった

後、どういう形で協働を進めていくか、まさに今

その検討会議を進めているところでございます。

現時点でこういうふうな形でというお話を申し上

げる段階にはございませんが、それぞれこれまで

も施設の配置等についてもご意見をいただきなが

ら、ハード部門との調整を行ったり、でき上がっ

た後、どこでどういう形で市民がかかわりたいの

か、また、交流センターで会議というお話をさせ

ていただきますと、交流センターにお客様が集ま

って、それが駅前の通り、商店、そこにどういう

効果を及ぼすのかというようなところで、今検討

を重ねているという状況でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） すみません、２、３、

４は一緒に再質問いたします。 

  数日前にまちなか交流センターの工事が不調に

終わったというふうに出ていたと思うんですが、

それについてお尋ねしてもよろしいですか。いい

ですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） まちなか交流センターの

ほうにつきましては、そういったことで報道が出

たということでありますが、４社ＪＶでもって入

札に参加を表明していただいたということであり

ますが、相手方、業者側の積算とうちのほうの設

計額に開きがあるということで、落札しなかった

と。応札しない、入札辞退という形で、応札者が

いなかったということで不調になっておりますの

で、これについては中身をもう一度精査をしまし

て、再度入札に付するような手続を踏んでいきた

いというふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） まちなか交流センタ

ーの工事については、もう始まるというところで

したのでちょっと心配になったのと、予算がまた

変わってくるのかなというふうにちょっと心配に

なったので、先にお尋ねしました。 

  2014年の９月に、黒磯駅前については、ＮＰＯ

法人の地域から国を変える会という朝比奈一郎氏

が座長で、伊勢谷友介氏などが加わって業務委託

をして、最終報告が出ているのですが、その報告

書の内容は生かされているんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 懇談会の報告書、も

う少し、あの懇談会の場合には、駅前に限らず広

い範囲で報告をいただいた内容になっているかと
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思うんですが、事駅前に限りましても報告書の内

容を尊重しながら、えきっぷの会議であったり、

それからそこに活性化のメンバーを加えて、今後

運営をどうしようかという会議の中では、一番最

初に今こういう報告書がございますよというとこ

ろから入って、協議を進めていただいたという内

容になっております。またあわせて、もう少し広

い範囲でと申し上げましたが、そちらのほうは商

工観光課サイド、観光という視点でも、提言をい

ただいた内容を踏まえて、今、各種計画のときに

は確認、チェックをしているというような扱い方

をさせていただいております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 改めて読んでみたん

ですが、余りどうなのかな、生かされているのか

なというふうに感じたので、お尋ねしたところで

す。ぜひいろいろいいことがたくさん書かれてい

ますので、この辺のところは生かしていっていた

だきたいというふうに思います。 

  まちなか交流センターにつきましては、当初、

多分ＮＰＯ法人を立ち上げて運営をしていくとい

うようなことで予算も出ていたと思うんですが、

これはどのようになったのか。今後どうしていく

のかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 確かに、28年度の当

初予算には、法人設立支援の予算をいただいてお

りました。協議を進める中で、ＮＰＯ法人の立ち

上げというふうなこと、特に法人設立自体に大き

な意味があるかどうかというところも踏まえて、

今年度については法人の設立はしないというよう

な形に協議が進んでおりますので、ＮＰＯの設立、

法人設立支援の補助金については、減額というよ

うな形をとらせていただきました。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） まちなか交流センタ

ーについては、設計が次々と変わって今の設計に

なって、工事が始まるんですけれども、工事が始

まればもう即運営のことを考えていかないと間に

合わないと思うんですが、先ほどのご答弁では、

まだ直営にするか、部分委託をするかというよう

なことで考えているということだったんですが、

これは本当にどういうふうにしてこのセンターを

運営していくのかという具体的なものはないんで

しょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 先ほど答弁を申し上

げましたとおり、現在協議を進めているという状

況でございます。これまで、おおむね設計が固ま

った後、ソフト面について今後どうしていくのか

という会議を昨年の12月から地元と続けていると

いうのが現状でありまして、実は、昨日も第５回

目の協議を行ったというところでございます。そ

の中で、市がどういうふうにしたいんだというふ

うにここで申し上げる形ではない、やはり地元の

皆さんの意向を踏まえて、ともにどうしていくん

だというのを共通理解した中で進みたいなという

ことで、慎重な協議を進めております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 工事の不調が出てい

て、最初からちょっと前途多難だなと思ったんで

すが、一番最初のこれ施設のでき上がり、住民が

使うものですので、ぜひつくったはいいけれども

中身がというふうにならないように運営をしてい

っていただきたいというふうに思います。 

  駅前図書館のことなんですけれども、確認をし

ます。黒磯図書館は、これができるとなくなるん

でしょうか。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） これまでにもご答弁して

いますように、新たに駅前図書館が開館すれば、

黒磯図書館は閉館ということで考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ３年後には完成する

ということになっているんですけれども、図書館

のありようについては、今、その先ほどの話のよ

うに、指定管理者制度で３年間運営していって、

その後駅前図書館に移行するんだと思うんですが、

その辺の運営はどのようにするというふうに考え

ているんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 新たに現在建設を目途に

進めている駅前図書館ですが、これから３年間、

まず既存の図書館の指定管理という形で管理運営

を行っておきます。開館に当たっては、今後２年

半がございますので、その中でどういう形で管理

運営をしていったらいいのか、例えば図書政策に

対する企画部門は行政が持つとか、管理運営は指

定管理に任せるとか、どういったものがいいのか

今後十分詰めていきたいというように考えており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 図書館につきまして

は、動くときにはかなりの期間が閉館をしなけれ

ばいけないというのが、どこも事実です。そんな

１週間や10日でできるものではありません。そう

いたしますと、逆算をしますと、もうそろそろ駅

前図書館のその中のことを考えていかないと、ス

ムーズな図書館はできないと思うんですね。その

辺のところを所管課のほうでは、きちんと今の図

書館の状態と、西那須野もありますし、塩原もあ

りますし、分館もあるので、それと駅前図書館が

できたときの体制についての考えというか、それ

をいつどこでどうやって考えていくのか、その計

画をお示しいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 図書館を開館するに当た

って、例えば人的な問題であるとか、具体的な運

営に関するそれぞれ細かな事項については、詰め

ていかなければならないというふうに思っており

ます。質問にもありましたように、現在実施設計

に入ってきておりますので、施設の配置であると

か、それに必要な人員、また運営に係る冊数に対

しての対応であるとか、そういったものを、現在

の３館も含めてトータル的にどういう運営がいい

かというものを、できれば29年度の中で一つの方

向性は示していきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今、教育委員会の中

には駅前図書館に特化した職員がいらっしゃると

思うんですが、その方はどんな役割を果たすので

しょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 現在、生涯学習課の中に

特定任期つき職員ということで配置をさせていた

だいております。その職員のこれまでの経験とか

スキルの中で、やはりどういう運営が、駅前とい

う立地条件も含めて当初基本計画にあったコンセ

プト、それを実現すればいいのかということで、

種々計画を今積み上げていただいておりますので、

そういったスキルの持ち主を今後有効に活用して

いくというのは所期の目的でありますので、そう

いった目的に沿って内容の精査もしていきたいと
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いうふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 本年度１年を見てお

りますと、その特化した職員はとても優秀なんだ

と思うんですが、駅前図書館については非常に熱

心だったんですが、既存の図書館については意外

と余りというふうに感じたのですね。そういうこ

とでは、今後本当にもうすぐに始まる、だからい

ろんなことをやらなければいけないので、そこの

ところの今の特に黒磯図書館との調整をきちんと

していっていただきたいというふうに、これは要

望いたします。 

  次に移ります。 

  ５番目のことなんですけれども、整備事業で関

連事業が示されていますけれども、このアーケー

ドのこととか、あるいは、電線とか歩道について

は、そこに関連するところの住民の方たちはきち

んとそのことをわかって納得していらっしゃるん

でしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 駅前の関連事業というこ

とでありまして、１つには、県のほうの事業が入

るということで、これは早い段階から県のほうが

こういう事業を取り組みますよということで、地

元に対しまして説明会等を何回かやっております。

そういう市の都市再生整備計画事業が入ることに

よってその関連事業が入ってもらうということで、

そういうものに関連して、通りの皆さんもそうい

ったものへのかかわりというんですかね、そうい

ったものが必要だというのは、皆さん十分認識し

ていただいておりまして、その辺についてはおお

むね理解されているというふうに思っております。 

  それから、アーケードの撤去につきましては、

これは地元の方が、あの通りに面した方が所有し

ているものということで、県道に道路占用という

言い方をしますが、道路占用をして立てているも

のであるということで、この今回の事業に合わせ

てアーケードを撤去して、そういったことをやり

たいというのは、そもそも地元のほうでアーケー

ドが老朽化しておりますので、そういったものも

しないと今後危ないんじゃないかということから、

できるだけ事業に合わせてやりたいということが

あって、今回のそのまちなみ環境整備事業を取り

組んで一緒にやりたいという話になっております

ので、その辺についても理解をしていただいてい

るというふうに思っております。 

  ただ実際には、そういった地元がやる事業につ

いては、自己負担というのも当然ありますので、

そういったところで、実際に自分がどのぐらいの

今度費用が出るかという話になりますと、実際に

は個別にまたいろいろ問題等もあるかもしれませ

んので、そういった中では今後相談をしながらや

っていきたいというふうには思っておりますが、

理解はしていただいているというふうに思ってお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 32年度で電柱の地中

化などは完了するということなんですが、この事

業そのものが最終的に完了して、駅前がきれいに

なるのはいつなんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 駅前がという話ですので、

駅前は広場も含めて通りも含めてということだろ

うと思いますが、今回の都市再生整備計画事業が

５カ年間の事業ということでありまして、26年度

から始まっておりますので、30年度の末が一応こ

の事業の期間の末というふうにはなりますが、そ

の中で、広場ですとか図書館、交流センターは一
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応終わる予定はしてはいるんですけれども、実際

には例えば図書館の開館とか、そういったものは

若干その準備期間があったりとか、もろもろ全て

がきれいに、例えば東西連絡橋なんかも含んでお

りますが、そういったものも含めてきれいに全部

できるかといいますと、ちょっとＪＲの関係があ

ったり、そういったものがありますので、場合に

よっては、今回の５カ年間の中では全ては終わら

ず、一部ちょっと残ってしまうものもあるのかな

という考えをしております。そういった場合に、

この後２期事業をどうするかというのも、今進ん

でいる事業の中でその後の分についてもちょっと

検討をしていきたいというふうには思っておりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 本当に黒磯駅前がき

れいになって再生するのは、もう少し待たなけれ

ばいけないのかなというふうに思いました。コン

パクトで持続可能な都市へということで、都市構

造を変えていくんだということで始まったこの事

業だというふうに思うんですけれども、着々とハ

ードの事業は進んでいって、あとはソフトの部分

とか、運営をどうしていくかということで整備が

進んでいくんだというふうに思います。コンパク

トシティというのがうまく那須塩原でどんなふう

になるのかはちょっと見えにくいところもあるん

ですけれども、それでも割と年をとった人たちが

ずっと住み続けられて、生き生きとそこで暮らせ

て、それで若い人たちも一旦東京へ出てもまたこ

こへ戻ってきたいって、そういうふうに思うやは

り都市をつくらなければ、那須塩原市が人口が減

らないまちにはならないだろうというふうに私は

思っております。 

  協働のまちづくりということでずっと４年間こ

こでやってきたんですけれども、この黒磯駅前に

つきましても、最終的には、市民の人たちがやっ

ぱり行政に任せるんではなくて、自分たちもこの

まちをつくっていくんだというその協働の意識を

きちんと持ってもらわなければならないし、協働

のまちづくりという言葉をどんなに唱えていても、

それでいいものができるわけではないんですね。

そういうことをやはり行政は情報をきちんと出し

て目的をはっきりさせ、市民はやっぱり汗を流さ

なければいけないし、自分たちでやっぱりつくっ

ていくんだよというような気持ちをしっかりと、

一部の人たちだけじゃなくて持っていき、そして

いいまちができていくんだというふうに思います。

ぜひ観光客の皆さんも、そしてそこに住む人たち

も、この黒磯の駅前におりて、いいまちだね、歩

いてみたいねというような、そういうまちづくり

をすることでにぎわいのあるまちをつくっていた

だきたいなというふうに思っております。 

  今回、幾つかのことを聞いたんですけれども、

やはり協働という言葉は、市長も市民が主役だと

いうふうに言っておりますし、それには協働とい

う考え方は本当に大切なんです。そこのところを、

お題目だけではなくて、予算にしても施策にして

も、そして市民と一緒に何かをやっていくという、

公民館に対してもそうなんですけれども、もう少

し一歩踏み出してわかり合えて、いいまちをつく

っていけるような、そんなまちづくりをしていけ

たらいいなというふうに私も思っておりますし、

執行部の皆様にもそういうことをお願いを申し上

げまして、私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で20番、山本はるひ

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで、昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 
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休憩 午前１１時５０分 

 

再開 午後 零時５９分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 櫻 田 貴 久 議員 

〇議長（中村芳隆議員） 次に、７番、櫻田貴久議

員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号７番、ＴＥＡＭ那須塩原、櫻田貴久で

す。 

  改選前の最後の市政一般質問になりますが、櫻

田貴久らしく、大好きな那須塩原市の発展のため

ネガティブな質問はやめ、前向きな提案をしなが

ら、通告に従い市政一般質問を行います。 

  １、本市の農業、観光、商工業の取り組みにつ

いて。 

  本市では、地域の活性化を目指した農業、魅力

あふれる本市の観光の推進、商工業の発展、優良

企業の誘致などを担っており、そのために必要な

諸施策の実施や情報発信、基盤整備などを行って

います。 

  そこで、農業、観光、商工業それぞれの特性を

磨き、相乗効果の得られる施策を展開し、市民の

皆さんが活力を実感でき、いきいきと暮らせるま

ちづくりを目指しているところですが、本市の農

業、観光、商工業の取り組みについて以下の点に

ついてお伺いします。 

  ⑴本市の農業の取り組みについて。 

  ①本市の農業の生産額についてお伺いします。 

  ②本市の農業の現状についてお伺いします。 

  ③本市の農業の課題についてお伺いします。 

  ④農道、農業用水路などのインフラの整備計画

について今年度実施したもの、また地元の要望に

応え農業基盤の整備に取り組んだものについてお

伺いします。 

  ⑤本市の農業の将来像についてお伺いします。 

  ⑵本市の観光の取り組みについて。 

  ①直近１年間の観光客入り込み数と、宿泊客数

についてお伺いします。 

  ②４月から始まるデスティネーションキャンペ

ーンについての具体的な取り組みについてお伺い

します。 

  ③来年度から、塩原温泉、板室温泉の課題等の

対応についてどのように取り組んでいくのかお伺

いします。 

  ④本市の観光における経済効果を本市としては

どのように分析しているのかお伺いします。 

  ⑤観光局を来年度はどのように機能させて行く

のか、具体的にお伺いします。 

  ⑥本市の観光業に対する将来的な取り組みにつ

いてお伺いします。 

  ⑶本市の商工業の取り組みについて。 

  ①本市の商業の現状についてお伺いします。 

  ア、過去５年間の販売額の推移についてお伺い

します。 

  イ、過去５年間の事業所数の推移についてお伺

いします。 

  ウ、ア、イの現状を踏まえ、今後の本市の商業

についてどのように分析しているのかお伺いしま

す。 

  エ、商工会との連携をどのように今後進めてい

くのか具体的にお伺いします。 

  オ、今後、本市として商業に対してどのような

支援をしていくのか、具体的にお伺いします。 

  ②本市の工業の現状についてお伺いします。 
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  ア、過去５年間の製造品出荷額等の推移につい

てお伺いします。 

  イ、過去５年間の事業所数の推移についてお伺

いします。 

  ウ、ア、イの現状を踏まえ、今後の本市の工業

についてどのように分析しているのかお伺いしま

す。 

  エ、工業に携わる各種団体、並びに企業との連

携について、本市として今後どのように進めてい

くのか具体的にお伺いします。 

  オ、今後、本市として工業に対してどのような

支援をしていくのか具体的にお伺いします。 

  ⑷本市の農、観、商工連携についての基本方針

（コンセプト）についてお伺いします。 

  ⑸本市の農、観、商工業のそれぞれの特性を磨

き、相乗効果の得られる政策を今後展開していく

計画について、具体的にお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） １の本市の農業、観

光、商工業の取り組みについて、順次お答えをい

たします。 

  初めに、⑴の本市の農業の取り組みについて。 

  まず、①の本市の農業の生産額についてですが、

生産農業所得統計で申し上げます。本市の平成26

年の農業産出額は317億7,000万円で、県内では１

位、全国でも22位となっております。 

  次に、②の本市の農業の現状についてでありま

すが、本市の販売農家戸数は減少しておりますが、

比較的経営規模の大きい経営体の産出額に支えら

れる形で、市全体の産出額が伸びているという傾

向にございます。 

  具体的な数値では、農林業センサスの数値にな

りますが、販売農家数は、平成17年に2,942戸で

あったものが平成27年には2,327戸で、615戸

20.9％の減となっております。専業農家の戸数に

つきましては、511戸から645戸と、134戸26.2％

の増となっております。 

  次に、③の本市の農業の課題につきましては、

農作物の価格が低迷している、あるいは経営コス

トが削減できないなど、さまざまな課題が挙げら

れますが、最大の課題は、農業経営者の高齢化と

後継者不足であるというふうに考えております。 

  次に、④の農道、農業用水路などで今年度実施

したもの、また地元の要望に応え農業基盤の整備

に取り組んだものについてお答えいたします。 

  今年度実施した主な事業は、長久保地区農道整

備工事、沓掛地区農業用排水路整備工事、上の原

地区農業用排水路更新工事などであります。 

  また、農業生産基盤の整備に関する取り組みと

いたしましては、佐野・三本木地区圃場整備事業

で、地域の事業同意形成活動の支援や県との事業

調整等を行っているところでございます。 

  次に、⑤の本市の農業の将来像についてお答え

いたします。 

  農業生産基盤の強化や農地の集積、農作業の効

率化が進むとともに、農畜産物の魅力が広く定着

することによって、農家が自信と誇りを持って農

業に取り組み、農業が職業として選ばれるよう、

本市の農業施策を展開していきたいと考えており

ます。 

  次に、⑵の本市の観光の取り組みについてお答

えいたします。 

  初めに、①の直近１年間の観光客入り込み数と

宿泊者数についてですが、平成28年１月から12月

までの１年間の観光客入り込み数は、975万7,318

人で前年比2.3％の減、宿泊者数は、93万5,342人

で前年比2.4％の減となっております。 
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  次に、②の４月から始まるデスティネーション

キャンペーン（ＤＣ）の具体的な取り組みについ

てお答えいたします。 

  ＤＣにつきましては、本年からの３年間、それ

ぞれ４月から６月に実施されることになっており

ます。観光局が中心となって多くの関係者ととも

に取り組み内容の検討を進めているところです。 

  ４月から始まるプレキャンペーン（プレＤＣ）

に向けましては、「食」をテーマとした独自のキ

ャンペーンや春の花をめぐるツアーの実施等を予

定しております。 

  また、観光協会や事業者等の取り組みも含めた

市全体としての告知・宣伝のほか、関係者や市民

の機運の醸成を図るため、店頭などに歓迎フラッ

グを掲げる準備を商工会、それから観光協会と連

携して進めているところでございます。 

  次に、③の来年度から、塩原温泉、板室温泉の

課題等の対応についてどのように取り組んでいく

のかについてお答えいたします。 

  温泉地における課題については、地域としての

誘客対策や個々の施設の磨き上げ、空き家対策や

労働者不足等、さまざまでございます。それらの

課題への対応についても、行政や地域としての取

り組み、あるいは団体や個々の施設としての取り

組み、そして協働による取り組みが必要な場合な

ど、形態はさまざまでございますが、いずれにい

たしましても、観光局、関係団体、地元住民の皆

様と協議しながら、効果的な取り組みを進めてい

きたいと考えております。 

  次に、④の本市の観光における経済効果をどの

ように分析しているのかについてでございます。 

  本市におきましても、今後、人口減少等に伴い

ます地域内消費の減少、地域経済の縮小が懸念さ

れている中で、多くの観光資源を有する那須塩原

市として、減少する地域内消費を観光客の旅行消

費で補うことが期待できること、幅広い産業に経

済効果をもたらすこと、あわせて雇用創出も期待

できることから、観光は、地域経済の活性化に大

きな役割を果たすものと捉えております。 

  次に、⑤の観光局を来年度はどのように機能さ

せていくのかについてでございますが、観光局に

つきましては、来年度の法人化に向けた準備を進

めているところでございます。 

  旅行業や物販等の収益事業による運営基盤の安

定化や、本市の観光振興を担う人材の育成を行う

ことで、専門的・長期的視点から観光戦略の構築

を行い、継続して本市の観光の牽引役として機能

できるよう、体制の整備に取り組んでまいります。 

  次に、⑥の本市の観光業に対する将来的な取り

組みでございます。 

  本市の観光振興の牽引役を担う観光局を中心と

して、観光地経営の視点に立ち、マーケットニー

ズの把握や分析に基づく、効果的かつ効率的なプ

ロモーションを展開していくこと、観光事業者や

旅行エージェント等と連携し、地域資源を売れる

ものに磨き上げていくこと、そして、裾野が広い

観光産業を支える人材を育てていくことなど、地

域間競争に勝ち残ることができる観光地づくりに

取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、⑶の本市の商工業の取り組みについて、

順次お答えいたします。 

  初めに、①の本市の商業の現状でございますが、

アからウまで関連がございますので、一括してお

答えいたします。 

  過去５年間の販売額及び事業所数の推移につき

ましては、商業統計調査の実施時期の関係で期間

が５年間とちょっと異なりますが、販売額は、平

成 19年が約 2,093億 2,000万円、平成 26年が約

2,219億3,000万円、事業所数は、平成 19年が

1,306事業所、平成26年が1,088事業所となってお
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ります。 

  販売額はやや増加しているものの、事業所数は

減少傾向にあり、今後、通信販売やインターネッ

ト販売の増加等、環境の変化を想定いたしますと、

市内の商業を取り巻く状況は厳しさを増すものと

予想しております。 

  次に、エの商工会との連携をどのように今後進

めていくのかについてですが、商工会が実施する

経営革新事業や創業支援事業、空き店舗対策事業

等に対する連携支援のほか、商工会組織強化のた

めの運営支援等についても引き続き実施し、情報

共有に努めながら、連携を図っていきたいと考え

ております。 

  続きまして、オの今後、本市として商業に対し

てどのような支援をしていくかについてでござい

ますが、商業従事者のニーズの把握に努めまして、

商工会や金融機関と連携の上、融資制度の利便性

向上や空き店舗対策等を含めた商店街の魅力向上

等について、社会経済情勢の変化を注視しながら

支援していきたいと考えております。 

  次に、②本市の工業の現状についてお答えいた

します。 

  こちらのほうもアからウまで関連がございます

ので、一括してお答えいたします。 

  過去５年間の製造品出荷額等及び事業所数の推

移についてでございますが、製造品出荷額は、平

成22年が3,608億3,000万円、平成26年が3,501億

9,000万円、事業所数につきましては、平成22年

が236事業所、平成26年が230事業所となっており

ます。こちらの数値については、工業統計調査の

数値でございます。 

  製造品出荷額等及び事業所数とも減少に転じて

きており、人口減少や景気の低迷が続く中、本市

の工業においても、引き続き厳しい状況にあると

いうふうに考えております。 

  次に、エの工業に携わる各種団体、並びに企業

との連携についてでございますが、工業団地連絡

協議会、商工会との連携や企業訪問等により、信

頼関係を深めていきたいと考えております。 

  次に、オの本市として工業に対してどのような

支援をしていくのかについてですが、新たに「那

須塩原市企業立地促進条例」を制定の上、立地企

業への支援制度の拡充を図りまして、新設や既存

企業に対するさらなる支援を行っていきたいと考

えてございます。 

  次に、⑷の農、観、商工連携についての基本方

針（コンセプト）についてですが、本市では、

「農林水産業、観光業、商業、工業を営む個人、

企業、団体及び消費者団体、行政機関並びに産業

支援機関等が持つ地域資源及び経営資源を相互に

連携し、有機的に結びつけること」、これを「農

観商工連携」と定義づけいたしまして、基本方針

としております。 

  最後に、⑸の本市の農、観、商工業のそれぞれ

の特性を磨き、相乗効果の得られる政策を今後展

開していく計画についてでございますが、現在、

市農観商工連携推進協議会の幹事会において、こ

れまでの事業内容や実績等を振り返り、協議会の

あり方、事業のあり方等を議論いただいておりま

すので、既存事業の深化や強化すべき事業を整理

し、本市のさらなる発展の起爆剤となるよう、取

り組んでまいりたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴の①より順

次再質問させていただきます。 

  那須塩原市の農業生産額ですが、317億、余談

でありますが、大田原が250億、那須町が何と141

億、もちろん栃木県で那須塩原市がぶち抜きの１

番です。那須町が栃木県の町ではもちろん１番で

す。この２市１町を合わせると何と708億円の農
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業産出があるということを認識していただき、改

めて再質問に入ります。 

  本市の平成26年の農業産出額の内訳についてお

伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 内訳でございます。

生産農業所得統計の数値で申し上げますと、総生

産額317億7,000万円中、米・野菜等の耕種部門、

こちらのほうが29.8％の94億6,000万円、それか

ら、肉用牛や乳用牛の畜産部門が70.2％の223億

2,000万円となっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、②の再質問に

入ります。 

  生乳生産本州一ということですが、全国的には

どのぐらいの順位なのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 平成26年の生産農業

所得統計で申し上げます。１位から３位までは北

海道内の自治体が占めておりまして、本市の生乳

生産額は、それに続く全国第４位、143億8,000万

円となっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、本市の農業の

現状に関連しての再質問なのですが、農家の戸数

は減少しているという答弁をいただきましたが、

一方で、専業農家として集約的に規模拡大を図り、

農業生産額の拡大を図っていますが、兼業農家の

現状についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 兼業農家ですが、農

林業センサスの数値で申し上げます。平成17年か

ら27年にかけて2,431戸から1,682戸と、戸数で言

いますと749戸、割合で30.8％の減というふうに

なっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、農業産出額の

増加の要因について、詳細にお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 増加の要因でござい

ますが、まず、数字で申し上げますと、平成17年

に比べまして耕種部門で米の産出額が23億1,000

万円減少しておりますが、野菜が29億1,000万円

増加するなど、園芸作物がカバーするという形で

合計では４億2,000万円の増加となっております。 

  また、畜産部門では、生乳の産出額が増加する

など、全体で36億9,000万円の増加という数値で

ございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、③の再質問に

入ります。 

  まず、農業の課題については答弁をいただきま

したが、農作物の価格が低迷しているということ

の要因について、どのように本市としては分析を

しているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） その件についても、

さまざまな要因が考えられると思いますが、大き

なものといたしまして、米・麦・大豆といった土

地利用型の農業が本市では盛んであるというふう

なところですが、食生活の多様化に伴いまして消

費者の米離れが進んだことによって、米価の下落

があったというのが１つ大きな要因だと。 

  一方で、野菜等の園芸作物は需要があること、

産出額の多くを占めている本市の特色のある畜産
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業との連携なども、ここのところうまくとれてき

たというようなことがありまして、現状になって

いるというふうに分析をしております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、産直などの例

をとってみれば、ご存じのとおり、新鮮で生産者

がわかる、特に安心で安全を担保されている農作

物については、若干ですけれども、高値の取引が

見られます。本市としての産直などの支援の状況

についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 産直への支援という

ことでございますが。経営規模の大きなところは、

別な生き方、系統出荷であったり、生乳について

も、しっかりとした販路を抱えているというとこ

ろはいいんですが、規模の小さなところの農家が

どうするかというところが、この直売所と深くか

かわってくるんだろうなというふうに考えており

ます。 

  本市の農業競争力を堅持していくためには、そ

ういった小さな中小の農家にも頑張っていただく

よう、施策を展開していかなければならないとい

うところで、その出荷先となる直売所の販売能力

の強化、こういったものが重要であるというふう

に考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） もうかる農業、農家の人

に日銭を稼がせてやるという意味では、これも一

つの一助となると思うので、どうかその辺もきめ

細かな支援を続けていただきたいと思います。 

  経営コスト削減ができない要因については、本

市としてはどのように捉えているのかをお伺いい

たします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 経営コストが削減で

きない要因といたしましては、個別の農業者の経

営規模、それから、農業の種類により細かな事情

は異なってくるというふうに思われますが、一般

的には、農業用機械の導入や施設の整備費用が高

額であること、こういったものが、言い方によっ

ては経営を圧迫しているというようなところも、

大きな要因の一つであるというふうに考えており

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、④につきまし

ては、地域要望を踏まえた上で、地域を支える農

業の多面的機能の確保については十分に努めても

らい、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、最後に⑤の再質問に入ります。 

  農業経営者の高齢化と後継者不足が最大の課題

との答弁がありましたが、本市の高齢化と後継者

不足の状況はどうなっているのかお伺いいたしま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 本市の農業経営者の

高齢化の状況でございます。元気アップアグリプ

ラン策定の際に行いましたアンケート調査の結果

では、60歳以上の経営主の割合は62.9％、10年後

には85.1％と、加速度的に高齢化が進むと推計が

なされております。 

  また、後継者についても、「後継者は既に就

農」、それから「就農予定」とお答えいただいた

割合は、22.7％にとどまっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 元気アップアグリプラン

を作成する際に行ったアンケート調査から、約８

割の方が後継者不足に苦慮していることから、本
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市の今後の取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 農業経営者が不足し

ている問題について、その一因として、「所得の

面で職業として魅力を感じられない」というふう

な見方をしている方も、少なからずいるというよ

うな状況がございます。 

  一方で、「農業は、みずからが努力した分、所

得に反映される魅力のある職業である」との認識

を持っている方もいらっしゃいますので、そうい

った認識をさらに広めて、自然と職業として農業

を選択する方がふえてくるというふうな施策を展

開しなければならないというふうに考えておりま

す。 

  したがいまして、市といたしましては、もうか

る農業、それから魅力のある農業となるよう、さ

まざまな取り組みを検討してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、元気アップア

グリプランの中で示されているように、第３章、

本市が目指す農業の方向性から、市が率先して遊

休農地の解消や農地の確保に対する取り組みにつ

いて、地域の農地保全を推進するとされているこ

とについての認識については、十分に理解をして

いると思いますが、農家及び農業関係機関との連

携を今後、市はどのように進めていくのか、本市

の取り組みについて具体的にお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 遊休農地解消や優良

農地の確保につきましては、今後とも市のみなら

ず、農家の皆様及び農地中間管理機構や市の農業

公社等の農業関係機関と連携を図りながら、取り

組んでまいりたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 本市の農業を活性化させ

持続可能なものにするために、意欲のある農家に

対し、経営レベルアップを図るための本市の支援

策について、具体的にお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 経営レベルアップを

図るための支援策ということでございますが、国

では、農業者のレベルアップのためには、みずか

らの農業経営を顧みることも重要であるという観

点から、みずからの経営状況をチェックするため

の新たな農業経営指標を設けたところでございま

す。 

  市といたしましては、特に地域の中心的な担い

手である、農業所得500万円以上を目指す認定農

業者の方に、この指標による自己経営診断を勧め、

経営のレベルアップを促すなど積極的な支援策に

取り組んでまいりたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、最後の再質問

に入ります。 

  本市の農業産出額は、平成26年で317億7,000万

円ですが、畜産が占める割合が約７割です。また、

その中でも生乳が占める割合が７割弱です。 

  そこで、「生乳生産本州一のまち」である本市

の確固たる地位の確立に向けた取り組みについて、

具体的にお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 議員おっしゃるとお

り、農業産出額の約７割を占める畜産は、市の基

幹産業であって、重要な産業であるという認識を

しております。 
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  全国でも有数の生乳生産地、その生乳からつく

られる牛乳や乳製品といった魅力ある地域資源を

有しておりまして、酪農の発展だけでなく、地域

全体を活性化させる潜在能力を秘めているものだ

というふうに考えております。 

  こうしたことから、市は、酪農を主軸とする地

域の活性化を図るための「ミルクタウン戦略」を

このほど策定し、今議会に上程させていただいて

おりますが、安定した農業経営の確保を図るとと

もに、魅力ある酪農のまちづくりを推進していき

たいというふうに考えており、ミルクタウン戦略

に基づく施策を来年度からしっかりと取り組んで

まいりたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 執行部の皆さんも那須塩

原市の農業のポテンシャルを十分に感じていただ

けたでしょうか。 

  栃木県で１位、全国で22位のこの農業の生産額、

これをなくしてまちづくりの発展はないと思って

います。ですから、これから商業、工業に対して

も、今から本市の産業の全容を裸にして、皆様に

思いを感じてもらって、そこから施策を打っても

らいたいと、今回このような質問をさせていただ

きました。本市の農業は、今、産業観光部長から

説明がありましたが、非常にポテンシャルの高い、

そして、まだまだ可能性を秘めているものだと私

も十分認識しました。 

  そこで、次に、⑵の本市の観光の取り組みにつ

いて、①より順次再質問させていただきます。 

  平成28年１月から12月までの１年間の観光客入

り込み数並びに宿泊者数の減少した要因を、本市

としてはどのように分析しているのかをお伺いい

たします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 幾つか要因は考えら

れると思いますが、代表的な大きな要因といたし

まして、昨年は冬に降雪量が非常に少なかったこ

と、それから、夏から秋にかけて台風の襲来等、

悪天候が続いたというようなことが１つ。さらに、

旅館・ホテル等の数、それから客室数、全体とし

ての俗にいうキャパシティーがもともと小さくな

っているというようなことが大きな要因であると

考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 今、本市に大切なのは、

観光客数ではなく、観光消費単価、そして観光消

費総額ではないでしょうか。 

  10万人が1,000円使うような観光を1,000人が10

万円を使うような観光に変えていくことで、本市

にとっては現実的に観光産業の高生産性化施策に

結びつけていければと私は思います。 

  それでは、次に、②の再質問に入ります。 

  ４月から始まるデスティネーションキャンペー

ンのプレＤＣに向けての「食」を前面に押し出し

た独自のキャンペーンや、春の花をめぐるツアー

についての具体的な内容についてお伺いいたしま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） ４月から始まります

プレＤＣのキャンペーンについては、２つ用意し

てございまして、１つが「いちごとみるくフェ

ア」。宿泊施設、それから飲食店等で一緒に、市

を代表する食材でありまして、それから栃木県が

日本一を誇るイチゴと市を代表する食材の牛乳を

使ったデザート等の料理を提供するものでござい

ます。 

  もう一つが「朝食イッピン物語」でございます。

宿泊最後の食事となります旅館での朝食、そこで
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それぞれ施設がこだわりを追求し、自慢の朝食を

提供していこうというようなものでございます。 

  また、春の花をめぐるツアーについては、参画

宿泊施設の宿泊者の方、泊まった方を対象に、そ

の時々に見ごろを迎える花のスポットを案内する

バスツアーでございます。そこには旅館・ホテル

のスタッフが日がわり、当番制といいますか、直

接乗り込みまして、ガイド役を務めながらめぐる

という内容になっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 本市のプレＤＣに向けて

の取り組みは十分に理解するところです。 

  それでは、プレＤＣに向けての告知・宣伝の計

画についてもお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） プレＤＣに向けまし

ての告知・宣伝の計画ということですが、もう間

近に迫っておりますので、一部先行して進めてお

ります。 

  まず、ことしに入りまして１月から２月にかけ

ては、ラジオを使っての旅館の朝食特集、それか

ら３月には、テレビ・新聞等での告知を予定して

おります。 

  また、ＪＲとのタイアップによりまして、４月

からの旅行商品に先ほどの市独自キャンペーンを

盛り込んでおりまして、首都圏のＪＲ駅等での宣

伝を２月下旬から開始しております。 

  さらに、プレＤＣのパンフレット・ポスターも

制作し、市内の観光施設等にも掲示しております

が、主に首都圏の旅行代理店等への配付を行って

ございます。 

  そのほか、市のホームページ、観光局のホーム

ページ、それからフェイスブック等で情報の発信

を行っているというところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、現在、プレＤ

Ｃに向けての商工会、観光協会並びにプレＤＣに

かかわる事業者等の取り組みの意識並びに進捗状

況についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 進捗状況ということ

です。観光事業者の中では、かなり浸透してきて

いるという状況にあるというふうに考えています。 

  ただ、直接的に通常、観光事業者というところ

に含まれない方にも今回お声がけをしているわけ

ですが、そちらの団体等では、まだ少し足りない

かなと、さらに努力が必要だなというふうに考え

ております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 残り１カ月ですので、ぜ

ひ部長のほうから積極的に働きかけをしてもらっ

て、19年前と同じような失敗をしないよう、心が

けてもらえれば幸いだと思います。 

  それでは、改めて、プレＤＣにかかわる本市の

予算措置についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） プレＤＣ関係の予算

でございますが、本年４月から始まるということ

で、昨年この開催が決まった後、平成28年度の９

月、それから12月、それぞれ補正予算を計上し、

お認めいただきまして、準備を進めてきていると

いうところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、最後になりま

すが、プレＤＣに向けての県との連携についてお

伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 県との連携でござい

ますが、栃木県でもこのプレＤＣに向けてさまざ

まな取り組みを進めております。県全体のパンフ

レットの作成、それから全国の旅行会社や観光事

業者、マスコミ等を対象にした全国宣伝会議、そ

れからエクスカーション、体験ツアーのようなも

のですが、そんなものを開催するというような形

になっております。 

  その中で、エクスカーションでは、県内全部で

７コースを用意して、それぞれ旅行会社の方、観

光事業者の方、マスコミ関係の方を呼んで回って

いただくというようなものが４月に予定されてお

ります。その中で、県内全７コースのうち、那須

塩原では２つのコースがここに含まれるという予

定で、さらに宿泊地としても１つのコースで含ま

れるということで、現在、調整を図っております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 栃木県の中でもエクスカ

ーションの中に２つも入っていると。多分、那須

塩原市は、ポテンシャルも十分に高いのではあり

ますが、部長、レスポンスも高いということをお

忘れなく進めてもらいたいと思います。 

  それでは、③についての再質問をさせていただ

きます。 

  今までに数々の塩原温泉、板室温泉の課題は、

定例議会ごとに質問してきました。本市としては、

数々の課題をどのように取り組んでいくのか、仕

組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 課題解決の仕組みと

いうところですが、方程式はなかなかないという

のが結果でございますが、まずは、やはり状況の

把握・分析、それから関係者との協議ということ

が前提になってくると思います。 

  その上で、今、観光局での戦略会議、それから

各地域で今つくっております活性化協議会、そう

いったところでさらに課題・問題の共有化を図り

ながら、対応について協議を進めているというの

が現状でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、例えば去年の

夏の木の俣園地の交通渋滞等については、今後ど

のように取り組んでいくのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） ご質問のとおり、昨

年は、木の俣園地周辺において大渋滞が発生した

というようなことです。渋滞が発生するというこ

とは、一時、本当にバス等も通れず、ずっと車が

つながったという状態になって、好ましいことで

はありませんが、基本的に観光地にお客さんが来

るというのは、大変ありがたいお話でございます。 

  それを両立させるというのは、なかなか物理的

な問題もありますが、まずそこを踏まえた上で、

地元の、板室温泉には板室温泉活性化委員会があ

りますし、黒磯観光協会もその問題については協

議をして、市としてもできることをやるという中

で、具体的な対策としては、木の俣園地の駐車場

の上の私有地、そこを臨時に借り払いして、スペ

ースを広げたなんていうことをやっておりますが、

抜本的な対応策については、今、地元、それから

私どもとで協議を続けているというところでござ

います。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 多分、ＳＮＳで木の俣園

地が上げられて、それで爆発的にパワースポット

で人気が出たんですよね。あの先には乙女の滝も

ありますので、できればパワースポットを回るよ
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うな、そういった仕組みでもできれば少しは違う

のかなと思いますけれども、いかんせん、その想

像を絶するぐらい車が来ています。チャンスがピ

ンチにならないような、交通事故が起きたりとか、

そういった死亡事故が起きてからでは既に遅いの

で、その辺は問題が起きることが十分、事前にわ

かっていることだと思いますので、その辺はぜひ、

地元の人たちともう一回しっかり協議をしてもら

い、なおかつ、スピーディーに対応してもらいた

いと思います。こういったことは、ピンチがチャ

ンス、チャンスがピンチとかといろいろあります

けれども、板室温泉にとっては、人がすごく来て

いる、本当に今、部長が答弁したようにありがた

いことなので、ぜひ、こういった問題もスムーズ

に解決してもらいたいと思います。 

  それでは、昨年、板室温泉を舞台にして「大学

ゼミプレゼン大会」が開催されました。大学生た

ちの参考意見を今後どのように反映していくのか、

本市の取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 昨年開催いたしまし

た大学ゼミプレゼン大会において、提案されまし

た11チームのアイデアについては、大会の終了後

に既に観光局、それから観光協会において議論が

なされておりまして、具現化に向けて動き始めた

というような状況にございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、板室温泉のイメー

ジアップのために若い人たちの意見を取り入れ、

具現化していただければと思います。 

  板室温泉、塩原温泉等の課題については、関係

団体、地元住民の皆様と協議することの具体的な

計画についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 協議につきましては

先ほども申し上げまして、繰り返しになって恐縮

ですが、現在も行われております各団体、それか

ら協議会等、こちらの皆さんと課題の共有、それ

から対策への協議というものを続けて行ってまい

りたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、課題解決に向

けての対応策としての本市のかかわり方について

お伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 課題の解決に向けて

の対応についてでございますが、課題ごとに行政

なのか、地域なのか、団体や個人の施設なのか、

あるいは一緒に協働なのか、そんなものを考慮し

ながら、市といたしましては、その交通整理や役

割分担、そういったものを行うとともに、市とし

ての行政が取り組むべきものの責任を果たしなが

ら、一緒に取り組んでいきたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、前向きに取り組ん

でいただければと思います。 

  それでは、④、⑤、⑥については、一括で再質

問させていただきます。 

  第２次那須塩原市総合計画における観光客入り

込み数並びに宿泊数の目標値の根拠についてお伺

いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 総合計画での目標値

でございます。計画書にありますように、入り込

み数・宿泊数、宿泊が110万人、入り込みが1,040

万人、大変厳しい数字でございます。これは、結
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果的に第１次の後期計画と同じ数値です。 

  現状を踏まえると、日本人の全体の宿泊数が

年々減少している、それから、市内の旅館等キャ

パが減少しているという状況で、簡単に達成でき

る数字ではないというふうに考えておりますが、

せっかくここ３年間でＤＣが行われ、さらにはオ

リンピック・パラリンピック、そういったものの

開催というものを考えますと、厳しいとは思いま

すが、これに向かって頑張っていきたいという数

値でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 私にしてみれば、あと３

回当選しないと、この数字は確かめられないとい

うことなので、これも非常に厳しいところであり

ますが、部長は恐らくいなくなっちゃいますよね。 

  ですから、今後の10年に向けての進捗管理はし

っかりしていただくのは当たり前なんですが、し

っかり申し送りをしていって、次の第３次計画に

はいい形で、この目標数値がどのような形になっ

ているのかを楽しみにしながら、しっかり計画を

進めていってもらいたいと思います。 

  次に、観光を活性化させるということはどうい

うことなのか、本市の所感をお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 観光を活性化させる

ということはということでございますが、たくさ

んの観光客の方が訪れてくれることで、まちのに

ぎわいを取り戻し、受け入れる観光業を初めとし

た産業全体の地域消費が活発になることを目指し、

誘客や産業間連携に取り組んでいくことが、観光

を活性化させるということであると、そういった

ところが方向性であろうというふうに考えており

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 私が議員になって８年た

ちました。今回は４年間で15回、きょうを含めて

16回、観光について質問してきました。 

  ８年前、三森部長から始まって、生井部長、斉

藤一太部長、そして藤田輝夫部長、そして藤田一

彦部長ときていますが、そういった人たちがやは

り化学変化を起こしてきた、そして、今日、こう

いうふうな形になっていると思いますので、どう

か執行部の皆さんも産観の部長に来るときには、

活性化をさせるぐらいの気持ちの意欲のある人に

来てもらって、観光の活性化に努めていただけれ

ばと思いますので、どうかその辺もよろしくお願

いしたいと思います。 

  それでは、観光におけるさまざまなイベント等

に関して、本市としてはどのような進捗管理をし

ているのか、改めてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） イベントの進捗管理

というお話ですが、市内で開催されているイベン

トの全てを把握しているというふうなところでは

ございませんので、市が支援しているイベントに

ついてお答えいたします。 

  事業の進捗状況については、事業計画書に基づ

いて現況の把握、それから必要に応じて準備や告

知、当日の運営等について連携・支援をしている

と。終了後は実績報告をいただきまして、それに

基づいて評価を行い、さらに次回へとつなげてい

くというようなところを市として担っているとい

う状況でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、観光局が行っ

ている戦略会議などは、非常に評価のできる取り

組みだと思いますが、今後もこういった事業は積

極的に進めてもらいたく、強く要望いたします。 
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  戦略会議の具体的な内容についてお伺いいたし

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 観光局で実施してい

ます戦略会議の内容でございますが、旅館の主に

若手経営者、それから観光協会、旅館組合、さら

に私どもの担当者が入りまして、大体月に２回、

定例的に行われております。 

  会議の内容については、具体的な商品プラン、

季節のプランを初めとして、今回のＤＣ関係もそ

うですが、そういったものを初めとしたプロモー

ション等の事業内容の検討、観光戦略の共有と確

認、それからその他観光に関する情報の交換、意

見交換を会議の中では行っておりますが、こうい

った会議を通して、本当に大切な人材の育成とい

うのも、ここで図られているというふうに考えて

おります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 今年度は観光局の運営に

関しては、立ち上げから非常に大変だったと思い

ますが、ことしの評価並びに事業内容についてお

伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 観光局の評価、事業

内容ということですが、まずは、初年度に造成し

た季節のプランの磨き上げ、１サイクル終わって、

磨き上げを行ったという磨き上げですが、これが

観光事業の中心として活動を行ってきたというの

が１つの活動、それから、ＤＣへの取り組みに関

しましても、周辺市町で組織されたような実行委

員会、そういった体制を本市はつくっていない、

あえてつくらなかったということでございますが、

観光局が中心となって、スピード感を持って関係

者を先導しているという状況です。 

  それから、先ほども申し上げましたが、４月か

らの市独自キャンペーン、それから観光団体との

連携、こういったものも局においてまとめ上げた

というようなことです。 

  さらに、このＤＣが終了した後をにらんで、継

続して取り組んでいけるというようなところまで

考えながら、今、局が中心になってやっていると

いうことで、市の観光の中心としての役割を担っ

ていると。この先、さらに厚みを増していくと思

われますが、現時点での評価としては、しっかり

方向に沿って予定どおり進んでいただいていると

いうふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 私自身、観光に対してか

なり思い入れの強い議員だと自負していますが、

本市の観光局に対する支援についてお伺いいたし

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 観光局に対する支援

ということですが、市も観光局の構成団体でござ

います。その一員でございます。来年度は、法人

化をしというのも先ほど申し上げましたが、独立

した組織となっていくわけでございます。さらに、

市の観光施策を実行する組織ではありますので、

円滑な組織運営ができるよう、団体の育成及び支

援という視点から、一員ではございますが、そう

いった視点も加えて、支援を続けていきたいとい

うふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、本市の日本遺

産の申請に向けての進捗状況についてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 



－179－ 

  教育部長。 

〇教育部長（伴内照和） 日本遺産の申請というこ

とで、関係する４市町の協議会を設立しまして、

１月20日に第３回の協議会を行いました。その中

でストーリーの案、それと地域活性化計画の案に

ついて協議を行って、おおむね了解をいただいた

ところで、各市町で手続をとって、２月２日に文

化庁のほうに申請しております。これまでの例で

いきますと、４月の下旬には発表があるかなとい

うことで考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、部長に１点だ

けお伺いしますけれども、日本遺産の取得に向け

た手応えはどうでしょうか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

〇教育部長（伴内照和） 今回、県のほうを通じて

行っているわけなんですが、国とも連絡をとりな

がらいろいろ情報を聞いておりますと、本地域の

申請については、ほかと比べても一定の評価をい

ただいているというふうには聞いております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 日本遺産のキャッチコピ

ーなんですけれども、「歴史の声に耳を傾けると

その土地に物語が生まれる。文化財は保存から活

用の時代へ！日本遺産、はじまります。」とあり

ます。日本遺産の取得は、間違いなく、本市観光

の魅力の再発見につながると思うことから期待を

したいと思います。どうかよろしくお願いしたい

と思います。 

  最後に、地域間競争に勝ち残ることが観光地づ

くりに取り組む一助であれば、万能より特化する

ことで稼ぐ観光地づくりにつながると思います。

そのためにも、若手経営者の人材育成が必要不可

欠だと思うことから、本市の取り組みについてお

伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 若手経営者の人材育

成ということでございますが、先ほども申し上げ

ましたように、今、観光局における戦略会議の中

で、本当に実践活動をしながら、人材育成も同時

に図られているというような状況でございます。 

  もともと、さまざまな研修等で若手経営者の方

は勉強しているわけですが、具体的にお客さんを

呼び込む、それから議員の質問でいくと稼ぐ観光

地といいますか、それにつながるためにどういう

手をどこに打てばいいんだなんていうのは、やは

りこの戦略会議の中で審議監の経験等を踏まえた

中で、かなり刺激になり、さらに勉強になってい

るなというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、特化した観光

地をつくるためのコンテンツについて、本市の考

えをお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 何かに特化した観光

地ということですが、確かに特化は、大きな魅力

になるものではあるというふうに考えております。 

  ただ、流行しているもののまねをしたり、何か

新しいものを持ってきたりするということではな

くて、今ある那須塩原の強みを磨き抜いて、本市

の特性を強く引き出すということが特化だという

ふうに、ひとつ考えられるかなとも思います。 

  そのコンテンツは、観光の一番の目的とされて

いる本市の豊富で良質な温泉、それからおいしい

食、こういったものを初め、自然景観、それから

歴史・文化、そういったものは、やはり那須塩原

を特化させていく大きなコンテンツだというふう



－180－ 

に考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０２分 

 

再開 午後 ２時１２分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、⑶について一

括で再質問させていただきます。 

  地域の衰退を考えると、経済問題に端を発して

います。そこで、今までに行った利益を出すよう

な商業においての活性化事業についてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 利益を出せるような

活性化事業ということです。現在も取り組んでお

ります多くの事業が利益活性化に向けた事業でご

ざいますが、短期的な事業といたしましては、プ

レミアム商品券の発行事業、それから、もうちょ

っと長いスパンで見ますと、経営革新や創業支援

事業等を展開しているというところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、今までに行っ

てきた予算型活性化事業の中で、投資したお金を

もとに利益を生み出し、それをもとに投資が起こ

り、さらに雇用が生まれ、地域でさらに消費が起

こり、好循環が回り始める事業等について、商工

会や金融機関等との意見交換等はしているのか、

本市の取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 商工会、それから金

融機関の皆さんとの意見交換会につきましては、

定期的に、また必要に応じ臨時にも開催しており

まして、商工業振興についての意見・情報の交換

に努めているところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、引き続き行ってい

ただきたいと思います。 

  それでは、商工会に対する支援策について、具

体的な取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 商工会に対する支援

等についてでございますが、商工会の運営自体に

対する支援、それから個別事業に対しての支援と

いうものを行っております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、商工会が携わ

る地域振興について、本市の所感をお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 商工会が携わってお

ります地域振興につきましては、商工会独自に実

施している個々の地域活性化事業、それから巻狩

まつりやふれあいまつりのように、イベントへの

参画、また、市と連携して行うさまざまな事業等、

地域に密着した取り組みとなっております。商工

会が携わる地域振興についての役割は、大変大き

なものがあるというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） プレミアム商品券の発行

等、ほかの地域よりも景気回復のための積極的な

施策を行っていることは、非常に評価のできるも

のですが、今の本市に必要なのは、限られた一部



－181－ 

の人たちに熱烈に支持される、突出したコンテン

ツを用意することだと考えます。 

  この必要性から、商工会との連携について、本

市の取り組みをお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 商工会との連携につ

いての本市の取り組みでございますが、先ほど申

し上げましたように、プレミアム商品券の発行事

業や空き店舗対策、チャレンジショップ設置等の

事業、市と市内の２つの商工会が連携して、とも

に取り組んでいるところでございます。 

  今後におきましても、協働での事業実施のほか、

意見交換会の開催等を通じまして、商工会との連

携を密に図っていきたいと考えております。 

  中小企業者、それから市民の皆様のニーズを的

確に把握して、時代に即した事業を展開すること

で、本市の商工業の発展につなげていければと考

えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、改めて本市の

商工会の位置づけについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 商工会の位置づけで

ございますが、多くの中小事業者の声を集約して

いる組織であります商工会は、商工業を初め地域

経済の発展のために、市と協働する重要な組織で

あると認識しております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、本市の商工業

者の後継者の現状について、本市としてはどのよ

うに把握しているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 本市の商工業者の後

継者の現状でございますが、先ほどの農業後継者

と同じように、後継者不足は深刻な状況でござい

まして、後継者不在によりまして廃業等も見受け

られるというような状況にございます。 

  市といたしましては、また商工会と連携して、

後継者育成のための研修会等、引き続き実施して

いきたいと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ゴーイングコンサーン、

継続企業、会社は一度つくられると、人間と違っ

て死ぬことが予定されていません。 

  会社が将来にわたって事業を継続していくため

の本市の支援についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 事業を継続していく

ための支援策ということでございますが、中小企

業者に寄り添った支援が重要であるというふうに

考えておりますので、今後も市の制度融資の拡充、

それから各種補助事業等の充実を図ってまいりた

いと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、⑶の②の本市

の工業の現状について再質問させていただきます。 

  本市の工業の現状を踏まえた上での分析はただ

いま答弁をもらいましたが、本市の工業の強み、

弱みについて、本市の所感をお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 本市の工業の強み、

弱みということでございますが、一般的にまず思

い浮かぶものとしては、本市の交通利便性のよさ、

主に陸送を行う場合のインターチェンジの利便性、

それから新幹線の駅、ＪＲの駅が３駅、そういっ
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た利便性が大きな強みであると。そういうことで、

多くの日本を代表する企業、それから世界的な企

業、こういったところが立地しているというとこ

ろにあるかと思います。 

  弱みといいますと、大きなところのお話を聞き

ますと、やはりどうしても大学等が東京のほうに

集中しているということで、人材確保に困ってい

るというようなお話をお伺いしているところであ

ります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 本市としても、工業に対

しての強み、弱みは十分に把握しているという理

解でよろしいんですね。 

  それでは、本市のここ数年の企業誘致の現状に

ついてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） ここ数年の企業誘致

への取り組み・現状についてということでござい

ますが、市長の企業訪問によりまして、生の声を

立地企業の方からお聞きする取り組み、それから

サテライトオフィスの誘致活動、具体的に変わっ

たものとして、工場等の緑地面積率の緩和、こう

いったものを行っております。 

  また、結果として、これまで誘致につながった

ものはあるかというと、直接、これで誘致につな

がったというのはないのが現状でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、君島市長にな

ってからの企業訪問等の実績についてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 君島市長就任以来、

これまでに14社の企業訪問を実施しております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、これからも積極的

に訪問を続けてもらえればと思います。 

  それでは、新たに制定する那須塩原市企業立地

促進条例の概要についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 条例の概要でござい

ますが、新たな企業の立地、それから既存の企業

の事業拡大等につなげるために、限度額を設けず、

固定資産税相当額を交付する奨励金、賃貸型のオ

フィスに交付する奨励金、新規従業員の雇用に対

して交付する奨励金、それから用地取得に対して

交付する奨励金など、企業にとってより魅力のあ

る支援制度としたというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、那須塩原市企

業立地促進条例の広報・ＰＲについてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 条例を可決していた

だいた後の広報・ＰＲでございますが、当然、市

のホームページ等、広報紙、それからパンフレッ

ト、こういったものを使って市内外の企業に周知

を図っていきたいというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 那須塩原市企業立地促進

条例の制定に伴う目標設定はあるのかお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 先ほど申し上げまし

たように、ここ数年、企業の立地というのはない

という状況から、明確にこの数値ですよというの
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はなかなか申し上げにくいところですが、今回の

条例制定に合わせまして、過去の市内の投資の状

況等を当てはめていきますと、一つの目安として、

年間５件程度は対象になるかなと。細かいところ

で調整が当然必要ですが、規模的に投資の規模・

面積からいくと、５件程度ぐらいは対象になって

くるのがあるのかなというふうなものを一つの目

安とはしております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、本市には幾つ

の工業団地があるのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 本市の工業団地の数

につきましては、現在７つでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 本市の農観商工の現状並

びに取り組みについて質問させていただきました。 

  改めて、那須塩原市の産業に対してのポテンシ

ャルの高さを感じます。那須塩原市が保有するさ

まざまな資源は、可能性から実際に価値を生み出

す段階へと移行していくと思います。 

  それでは、⑷、⑸については一括で再質問させ

ていただきます。 

  市農観商工連携推進協議会の概要についてお伺

いします。また、組織の内容についてもお伺いい

たします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 農観商工連携推進協

議会の概要でございますが、こちらの協議会は、

地場産品の地域ブランド化などに取り組むことで

雇用や所得を確保し、地域の活性化及び産業の振

興を図るため、市内の農林水産業、観光業、商業、

工業を営む企業、関係団体、行政機関等からなる

組織でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、これまでに農

観商工に携わる企業や関係団体等との産業間の連

携を図りながら、取り組んだ事業内容についてお

伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） これまで取り組んだ

内容でございますが、地域産品の魅力と知名度ア

ップを図るための那須塩原ブランド認定、それか

らＰＲ、また協議会のメンバーの情報提供のため

の講演会、それから研修、そういったものに取り

組んでおります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 農林水産省と経済産業省

では、2007年11月から農林業者と商工業者との連

携による取り組み、農商工連携を新たな地域経済

の再生を図るための重要施策として推進していま

すが、本市の特色の一つであります観光を加えて

の取り組みは、これらの本市の地域活性化に貢献

できる取り組みだと思います。 

  そこで、地域ブランドの育成など、本市の取り

組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 地域ブランド育成な

どの本市の取り組みということでございますが、

本市に足を運んでいただかないと食べられない、

例えばとて焼や温泉水を使ったビール、それから

梅酒、こういったものを那須塩原ブランドに認定

するなど、塩原・板室に代表される本市の特色で

あり、強みである観光を生かした地域ブランドの

育成、それから観光とタイアップしたイベント・

ＰＲなどに取り組んでおります。 
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〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 農観商工連携の地域への

効果について、本市の所感をお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） こういった今までの

連携協議会の取り組み等を通しまして、地域ブラ

ンドの育成、それから産業間の連携が必要である

というような意識の向上・高揚につながっている

というふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、今後、本市と

しては農観商工の機能重視の連携体制の構築をど

のように考えているのかをお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 機能重視の連携体制

の構築ということでございますが、１回目の答弁

でも申し上げましたように、この協議会の組織自

体、今、幹事会で振り返りをし、場合によっては

再構築も視野に検討しているというところでござ

います。 

  さらに、課題を整理しながら、より連携しやす

い体制をつくっていきたいというふうに考えてお

ります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、今後の本市の

農観商工の事業化の取り組みについてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 事業化の取り組みと

いうことでございますが、引き続き、本市の特色

であります観光を入れた農観商工、観光を初めと

する産業が一体となりまして、既存事業の磨き上

げ、それから情報の共有と連携の強化を図りなが

ら、本市ならではの連携事業に取り組んでいけれ

ばと考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、最後にお伺い

します。本市が描く農観商工の連携の理想形につ

いて、本市の所感をお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 理想形、なかなか難

しい話でございますが、観光が入っていると先ほ

ども申し上げましたが、先ほど議員のご質問にあ

ったように、一般的に農商工というのはいろいろ

なところで行われている、それから、６次産業化

といっても、そういうところに結びつくところが

大きいというところに、本市の場合には観光がプ

ラスされております。 

  観光の場合には、裾野が広い、地域の経済の波

及効果が大きい、それから、１次産物を加工して

販売するというところまでは同じですが、観光が

加わることによりまして、消費地がそこに生まれ

るという視点も大きなものであるというふうに考

えております。 

  那須塩原市の豊富な農産物を使い、それを当然、

１次産品としても出荷する、それをまた付加価値

をつけ、２次、それから３次のところで消費地、

それからひとつモニタリングではございませんが、

先行して地元で販売し、それを全国展開につなげ

るというような足がかりにもなるというふうに考

えておりますので、うまくこの農観商工の連携を

図って、地域経済の活性化、地域雇用の拡大につ

なげていければというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、プレＤＣから農観

商工連携の取り組みをやってみてはどうでしょう
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か、強く要望いたします。 

  「もうける」とは、「信者」と書きます。一人

でも多くのユーザーを那須塩原市の信者にする、

答えは１つ、万能より特化です。47都道府県、約

1,800の自治体が同じネタを選んで横並びの取り

組みをすることは、もはや時代おくれでしょう。

本市の全産業のポテンシャルの高さは、十分に承

知していることと思います。稼げる農業、もうけ

る観光、そして、もうかる商工業と、今後、本市

の取り組む農観商工の連携は、非常に期待すると

ころでもあります。ぜひ、本市の全産業のますま

すの発展を心より祈願するものです。 

  ６次産業を軸に、農観商工、産学官、そして企

業を絡めての改めて那須塩原市の特色を生かした

取り組みを検討していただくことを強く要望し、

この項の質問を終了させていただきます。 

  それでは、２、本市の墓地事業の取り組みにつ

いて。 

  都会から里帰りした同級生がふと、先祖代々の

お墓が気になる、そんな話をしていました。お墓

と家があるのだから定年後にＵターンを決めたら、

そんな会話の中からお墓がつなぐ地元との関係。

もしお墓が定住促進につながるのならば、本市に

も市有、市営墓地があり、近頃のお墓事情を踏ま

えた上での政策の提案と、本市の墓地事業の取り

組みについて以下の点についてお伺いします。 

  ⑴本市の市有墓地、市営墓地の現状についてお

伺いします。 

  ⑵本市の市有墓地、市営墓地の課題についてお

伺いします。 

  ⑶市有、市営墓地のメリットについて本市の所

感をお伺いします。 

  ⑷黒磯地区には、市有、市営墓地などがないが、

黒磯地区に、公園型墓地などを建設してはどうか、

本市の考えをお伺いします。 

  ⑸近頃のお墓事情を考慮した上での、本市の墓

地に対する今後の取り組みについてお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） それでは、２の本市

の墓地事業の取り組みについて、順次お答えいた

します。 

  初めに、⑴の本市の市有墓地、市営墓地の現状

についてお答えいたします。 

  まず、市有墓地につきましては、西那須野地区

にありました共同墓地で、昭和30年から40年代に

旧西那須野町に管理を移管されたものであり、施

設数は８カ所で、総区画数は1,744区画あります。

永代使用料は徴収しておりますが、年間管理料は

徴収しておりません。 

  一方、市営墓地につきましては、市が造成した

もので、施設数は、西那須野地区に２カ所、塩原

地区に１カ所の合計３カ所でありまして、総区画

数は1,433区画あり、永代使用料及び年間管理料

を徴収しているところでございます。 

  次に、⑵の本市の市有墓地、市営墓地の課題に

ついてお答えいたします。 

  市有墓地につきましては、使用者や区画の不明

な個々の墓地が存在することと、徴収していない

年間管理料が課題と考えております。 

  使用者不明などの課題につきましては、平成27

年度から墓地調査を実施し、墓地台帳の整備を進

めておりまして、年間管理料については、台帳整

備後に使用者の意向を確認した上で、方向性を決

めていきたいというふうに考えております。 

  市営墓地につきましては、墓地台帳を整備して

適正に管理しておりまして、管理上の課題はない

ものと認識しております。 
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  次に、⑶の市有、市営墓地のメリットについて

の本市の所感についてお答えいたします。 

  市有、市営墓地は、使用者の宗教にとらわれる

ことなく使用でき、かつ、墓地の永続性が確保で

きることではないかと考えております。 

  最後に、⑷の黒磯地区には、市有、市営墓地な

どないが、黒磯地区に、公園型墓地などを建設し

てはどうかと、⑸の近頃のお墓事情を考慮した上

での、本市の墓地に対する今後の取り組みについ

ては、関連がありますのであわせてお答えさせて

いただきます。 

  最近のお墓の事情につきましては、寺院墓地よ

り宗教にとらわれない市営墓地を希望する人や、

核家族化が進む中で承継者のことを考え、あるい

は承継者がいないために、共同納骨堂や樹木葬、

散骨などを希望する人が見られ、お墓に関する考

え方も多様化してきております。 

  今後の墓地に対する取り組みにつきましては、

市民の意向を踏まえた上で市全体の墓地の需要を

見きわめ、場所も含めて墓地の建設の必要性や形

態などを総合的に検討してまいりたいと考えてお

ります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、２、本市の墓

地事業の取り組みについて、一括で再質問させて

いただきます。 

  本市の市営墓地の使用状況についてお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） 本市の市営墓地の使

用状況についてお答えいたします。 

  市営赤田霊園１号墓地・２号墓地につきまして

は、全ての区画で使用者が決定しておりまして、

現在、追加募集は行っておりません。 

  市営さくら公園墓地につきましては、全84区画

中、38区画が貸し出し可能な状況であります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、本市としては、

墓地に関する実態調査結果報告書をもとに、墓地

に対する需要をどのように分析しているのかお伺

いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） ご質問の墓地に関す

る実態調査につきましては、平成25年９月18日か

ら10月９日のアンケート期間で、3,000世帯に対

してアンケートを送付して実施しております。 

  その結果といたしましては、1,228世帯から回

答をいただいておりまして、その中でお墓の所有

状況につきましては、「持っている」という人が

68％、「持っていない」人が32％となっておりま

す。このお墓を「持っていない」と回答した方の

うち、62％が「新規購入を考えている」、または

「将来は検討したい」と回答しております。その

うち74％の方が「市が管理する墓地」を希望して

いる結果となっていることから、市営墓地の需要

は相当数あるものと認識しております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、近ごろのお墓

事情を踏まえた上での本市として今後の墓地の取

り組みについては、ただいま総合的に検討したい

と考えているという答弁をいただきましたが、市

民並びに関係組合等との連携を、今後どのような

仕組みで意見交換会をしていくのかお伺いいたし

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） 今後、新たな墓地事

業に取り組んでいく場合において、市民あるいは
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関係組合等々と連携していくということは、非常

に重要なことだと思っておりますので、今後どの

ような仕組みが望ましいのかについては、検討し

ていきたいというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、前向きに進めてい

ただきたいと思います。 

  「ゆりかごから墓場まで」の施策が地方創生並

びに定住促進の一助になるのではないかと思うこ

とから、本市の所感をお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） 議員がおっしゃると

おり「ゆりかごから墓場まで」、一生涯安心して

暮らせるような政策、これは、市に定住すること

への促進につながることだと私も思っております。 

  ただ、市営墓地が移住動機の大きな要素になる

かどうかというのは不明でありますので、墓地事

業の取り組みにおいても、定住促進の視点を考慮

に入れて、今後、研究してまいりたいというふう

に考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） この辺ですと、郡山市、

宇都宮市、高崎市などでも、そういった事業に取

り組んでいるところがありますので、ぜひ、本市

としても、先進事例を参考にしながら検討してい

ただければと思います。ぜひ、よろしくお願いし

たいと思います。 

  黒磯地区に公園墓地などの建設に関しては、市

民のニーズがあれば建設をするという認識でいい

のかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） 最初に答弁させてい

ただいたとおり、市民の意向を踏まえた上で、市

全体の墓地の需要、これらを見きわめて建設の必

要性、場所、形態などを総合的に検討してまいり

たいというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 都会の近ごろのお墓事情、

「お墓の消費者全国実態調査2015」では、全国平

均、永代使用料・墓石代が196万円、東京では257

万円だそうです。東京は地価が高い。小さいお墓

なのに、永代使用料、お墓の地代は地方の1.5倍、

管理料も毎年5,000円から２万円ほどかかるとこ

ろが多いと言われています。 

  そこで、改めて定住促進につながると思うが、

本市の所感をお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

〇生活環境部長（山田 隆） 市に新しく移り住ん

でくれる方が市営墓地を目的に移住を決定するか

どうか、この辺はちょっとわかりませんけれども、

市として、長く住んで定住したときにお墓が必要

になってくるというふうに思いますので、墓地事

業においても、定住促進の視点も考慮に入れて、

今後の取り組みを研究してまいりたいというふう

に考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ研究してもらいたい

と思います。 

  近ごろのお墓の事情を考えると、お墓も多様化

しています。永代供養の墓、納骨堂、散骨、樹木

葬など、また、お墓参り・法事もインターネット

の時代へと、さまざまなビジネスへと変化してい

ます。いろいろなサービスがあって便利な世の中

になったとしても、これで本当にいいのか疑問に

思います。 

  黒磯地区には、本来、市有墓地、市営墓地があ

りません。本市が行った墓地に関する実態調査の
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結果報告書を参考に、ニーズ等を敏感に反応し、

ぜひ黒磯地区の公園墓地の建設を進めてもらいた

く、強く要望いたします。 

  昔、こういうキャッチフレーズがありましたね。

皆様の中にも使ったことがある人がいるかわかり

ませんが、「死んだら一緒のお墓に入ろう」なん

て言ってプロポーズをした方はいらっしゃいませ

んか。もうそういった言葉も時代おくれなのか。

しかし、今後、老後のその先まで、安心して暮ら

せる那須塩原市を目指していただければ、そうい

った事業は、ぜひ前向きに取り組んでもらっても

いいのではないかと思います。 

  私も黒磯の人間ですから檀家です。しかし、両

親が亡くなったら、檀家のつき合いはわかりませ

ん。多分いろいろ面倒くさいのではないか、それ

とかお金が解決してくれるのではないかというこ

ともありますが、そういったのが足かせになって、

この大好きな那須塩原市が嫌いになるようでは、

これまた大変なことになりますし、お墓をむげに

すると罰が当たったりします。よくそういうこと

を言われますので、そういったことも、できれば

民間の事業者と協力しながら、窓口等を設けなが

ら、そういったものも解決できるよう、本当に前

向きに取り組んでもらいたい。 

  政治の世界ですから、フラットにしてという部

分もあって、西那須、塩原地区にはそういうもの

があって、何で黒磯にはないんだと言われても、

なかなか解決がつかないとは思いますが、今まで

のやりとりで今後、十分に検討するという答弁を

いただきましたので、ぜひ、できれば研究費なん

かも思いっきりつけたいと思いますので、何らあ

れば申し出ていただければと思いますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

  それでは、前向きに取り組んでまいりたいとい

うことですので、この項の質問を終了いたします。 

  それでは、最後の質問に入ります。 

  ３、高齢者の外出支援について。 

  市長公約の高齢者外出支援タクシー券が復活し

早半年が過ぎ、利用者の市民の皆様から様々な声

が届いていると思いますが、本市としても、今後、

予約ワゴンバスなどの併用に関しては様々な課題

があると思うことから、以下の点についてお伺い

します。 

  ⑴外出支援タクシー券についての市民の皆様か

らの様々な声を言いていると思うが、内容につい

て詳細にお伺いします。 

  ⑵外出支援タクシー券の課題についてお伺いし

ます。 

  ⑶外出支援タクシー券の進捗率についてお伺い

します。 

  ⑷外出支援タクシー同様に高齢者の外出支援の

一助となる、予約ワゴンバスなどの、今後のあり

方についてお伺いします。 

  ⑸今後、外出支援タクシー券をどのように進め

ていくのか、具体的な計画についてお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

〇副市長（片桐計幸） ３の高齢者の外出支援につ

いて、順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の外出支援タクシー券について、市

民の皆様から寄せられたご意見についてお答えい

たします。 

  市内８カ所の地域包括支援センターが聞き取り

を行ったところ、本事業の復活については、「家

族に仕事を休んでもらわなくても通院ができる」、

「買い物に行った際などに、重い荷物があるとき

はとても助かる」、「外出する機会がふえてよか

った」など肯定的な意見がほとんどでありました。 
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  一方、要望としましては、「今後もタクシー券

を継続してほしい」、「交付枚数をふやしてほし

い」などの声が多く寄せられたところであります。 

  次に、⑵の課題についてですが、本市において

も、今後、高齢者人口は増加の一途をたどること

が予測される中、３年後の2020年には団塊の世代

が70歳となり、タクシー券の交付がさらに増加し

ていくことが予想されます。 

  したがいまして、本事業を継続していくために

は、財政的な調整が課題であると考えております。 

  次に、⑶の進捗率についてですが、平成29年１

月末現在、利用券の交付件数1,905件、交付枚数

７万5,778枚に対し、使用枚数が３万4,993枚であ

りますので、46.2％の使用率となっております。 

  最後に、⑷の予約ワゴンバスなどの今後のあり

方についてと、⑸の今後、外出支援タクシー券を

進めていく具体的な計画については、関連があり

ますのであわせてお答えいたします。 

  現在、策定を進めております那須地域定住自立

圏において広域での公共交通網形成計画、加えて

平成29年度着手予定の本市の公共交通網形成計画

の中で、予約ワゴンバスを含めた公共交通の今後

のあり方について定めてまいりたいと考えており

ます。 

  また、高齢者外出支援タクシー券の今後の具体

的な計画については、公共交通のあり方の検討と

並行して考えてまいります。 

  以上でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、高齢者の外出

支援については関連をしていますので、一括で再

質問させていただきます。 

  市長公約の外出支援タクシー券は、問題をチャ

ンスに捉えた成功的な取り組みの一つになってい

ると思いますが、最も負担がかかっている現場で

の苦労した点についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） このタクシー券の

復活につきましては、25年９月をもって一時休止

しておりまして、28年度から復活しております。

実際には、28年度の９月からタクシー券を交付し

て使っていただいたというところでございます。 

  今回は、今、苦労というお話がありましたけれ

ども、担当といたしましては、新たに事業を復活

するに当たって、やはり担当として改善策を図ら

なければならないというふうなところで、考えた

ところが３つございました。 

  そのうちの１点目としましては、まず、前回も

これはちょっとささやかれていたことだったみた

いなんですけれども、他人への転売というような

ものがあったのではないかなということが言われ

ておりました。こういうことについて、改善を図

るためにどうしたらいいかということで、まず考

えたのが、これまではタクシー利用券だけを交付

していたんですけれども、これとセットでタクシ

ー利用券対象者証という、証明書のようなものを

あわせて交付するというようなことの改善を加え

たということでございます。 

  実際には、このタクシー利用者証といいますの

は、乗るときには必ずタクシーの運転手に掲示を

する、また、タクシーの運転手さんも、必ずその

証明書を確認してから乗っていただくというよう

なこと。また、タクシー利用者証ではなくて、利

用券自体にも、やはり他人への転売とかそういっ

たものは禁止しますというようなこともしっかり

と明記して、タクシー券をお渡ししたというよう

なことをやっております。それがまず１点目です。 

  ２点目といたしましては、周知の方法、これに

ついてやはり改善が必要だろうというところで、
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改善を図ってまいりました。従来、こういうもの

の周知といいますのは、一般的には広報とか班回

覧とか、ホームページ等で周知を図っているんで

すけれども、実際に今回、対象となる方が70歳以

上の高齢者の方ということを踏まえまして、実際

にはできる限り、できる範囲で一軒一軒、丁寧に

周知を図るということが必要だろうということで、

これにつきましては、地域の民生委員さんや、ま

たは地域包括支援センターの皆さん、そういった

方たちの協力を得まして、各家庭、各世帯への訪

問にあわせまして説明を申し上げたというような

ところで改善を図ってまいりました。 

  もう一点、３点目につきましては、前回利用し

ていたときにも要望等としては上がっておりまし

た。内容につきましては、やはり市街地から離れ

た方については、従来は初乗り料金730円、１回

の乗車につき２枚までしか使えないというような

制約があったということで、こちらのほうの改善

を図るといったことで、タクシー券自体を１枚

730円から500円券に改めまして、実際には１回の

利用につき10枚までタクシー券を利用できるとい

うような、そんな方法に改めたというようなとこ

ろで、以上３点が大きな改善点というようなとこ

ろでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ご丁寧な答弁ありがとう

ございました。 

  賛否両論の中で、さまざまな制約的条件をクリ

アし、結果として成果へと言えるものに残すこと

の大切さを改めて実感しました。 

  そこで、当面ふえ続けていく経費に対しての本

市の取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 本事業につきまし

ては、先ほども申し上げましたが、2020年には団

塊の世代が70歳に達して、またタクシー利用券対

象者がふえるということが予想されます。また、

もう一つ加えまして、今般、高齢者の大きな自動

車事故がふえているというような社会状況があり

まして、この前も新聞等で高齢者の免許証の返納

というものが非常にふえてきているというような

ことが報道されておりまして、こういったことか

ら、ますますタクシー券を利用する方、このうち

どれぐらい利用されているかというところは、ま

だ具体的には読むことはできませんけれども、こ

ういった状況がある中ではございますけれども、

やはり市長の公約で復活した事業ということであ

りますので、これにつきましては、確実に継続で

きる事業となるように、やはり事業内容の検討と

いうか、中身というか、そういうことをまず検討

するということとあわせまして、先ほど申し上げ

たとおり財政的な調整というか、そういったもの

を図っていくことが大事だというふうに考えてお

ります。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、来年度の外出

支援タクシー券の概要についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 来年度のタクシー

券の概要でございますけれども、枠組みとしまし

ては、今年度とほぼ同じでございます。70歳以上

で、みずから移動手段がない高齢者の方というよ

うなことが条件でございます。 

  ただし、28年度は７カ月間でございましたけれ

ども、来年度は１年間、フルタイムでの予算の計

上ということになります。 

  条件はほとんど同じなんですけれども、申請等

に当たりまして、若干改善を図ったところがござ
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います。それにつきましては、申請時の添付書類

等、ある程度簡略化してもいいような部分につい

ては、簡略化したというようなところでございま

す。具体的には、同居等の親族の就労状況の確認

というか、こういうことについては、変化がなけ

れば就労証明書等を省略できるというようなこと

です。 

  あともう一つが、28年度にタクシー券を交付さ

れている方については、29年度分の受け付け開始

時に、その方にはダイレクトであわせて送付して、

申請がスムーズにつながるような、そういったや

り方に改善しております。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） おおむね外出支援タクシ

ー券の復活に関しては、喜んでいるというような

答弁をいただきました。しかし、外出支援タクシ

ーを今後続けていく上での課題等は、たくさん出

てくると思うんですね。 

  そこで、そういった課題を解決する仕組みにつ

いて聞きたいんですが、結局はいろいろな課題が

出てきて、もちろん保健福祉部が中心になって事

を進めていくのはわかるんですが、私たちがいろ

いろ要望とかありますよね。市民の方から言われ

ますね、おじいちゃん、おばあちゃんから言われ

ますね。そういった部分をどういった形で、ただ、

担当部局に行って話しても、なかなかサイクル的

な部分とか仕組み的な部分がわからないので、あ

る程度そういったものを説明してくれれば、私た

ちもそういった手助けになれるとは思うので、そ

の辺の仕組みを説明していただければ、お願いし

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 私どもだけでこう

いった仕組みをただやっているだけでは、なかな

か市民の方に伝わらないというようなことが確か

にあるかと思います。 

  実際、この事業を進めていく中で、これまでは

どちらかというと、保健福祉、高齢福祉に関連し

たような、そういう方たちの意見とか利用者の意

見というものを聞きながら、この事業を進めてき

たというような経緯はあるかと思います。 

  ただ、今回につきましては、利用者の声という

ものはもちろん今後も聞いていくつもりでござい

ますけれども、あわせまして、今、こういった高

齢者のほかに地域住民とか、あとは高齢者の団体、

さらには商工会とか医療介護の専門職、そして社

会福祉協議会や地域包括支援センターとか、そう

いった方たちで構成する、今ちょうど地域づくり

を進めていく中で、地域包括ケアシステムという

か、それを進めていくためのケア会議というもの

が何層にもわたって会議があります。そういった

ところで、幅広く一般の方の意見というものも、

タクシー助成券に関して意見が吸い上げられるよ

うに、そういった会議を開催することによって、

今後やはりこの事業を継続していくためのいろい

ろなアイデアとかご意見がいただけるというふう

に考えておりますので、そういった会議の中で検

討を進めていきたいというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） それでは、今年度の外出

支援タクシー券の進捗率並びに使用枚数の消化、

告知に対し高齢者の人たちに丁寧な案内が必要だ

と思うことから、本市の取り組みについてお伺い

いたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 今年度の外出支援

タクシーのＰＲの部分になるかと思うんですけれ
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ども、実際、先ほど第１回目の答弁で、現在のと

ころ使用が46.2％というような答弁を申し上げた

と思います。実際、この数字を聞いて、ちょっと

少ないんじゃないかなというように感じられた方

が多いかと思います。これにつきましては、これ

まで25年９月で一回これは休止しておるんですけ

れども、21年度から25年度までの実際の利用率と

いうものをデータで調べてみますと、くしくもほ

とんどが65％前後なんですね。おおむね65％ぐら

いが使われているということです。 

  あわせまして、過去においても、やはり年度末

に非常に追いかけるようにタクシー券が利用され

ているというような実態があったというような報

告も聞いております。 

  実際に今回１月末ですので、あと２月、３月で

非常に、もう２月は過ぎてしまいましたけれども、

相当使われるということは予想されます。ただし、

まだまだわからないで残しているという方がいる

かと思います。そういう方に対しましては、実は

あした、３月１日から29年度の申請というもの、

これは一部なんですけれども、これは代理申請と

いいまして、地域包括支援センターの方とか民生

委員さんとか家族の方たちが申請していただく、

10日間だけやっていただくんですが、そういった

ところでも残っている券について、使っていただ

くような啓発を行いたいということと、あわせま

して、３月中に新たな29年度の申請がありますの

で、そういったところにおいても、年度内での使

用ということについて、ＰＲを図っていきたいと

いうふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） ぜひ、丁寧に説明してい

ただければと思います。使うのが悪いんじゃない

かななんて思っているおじいちゃん、おばあちゃ

んもいるかもしれませんので、そんなことないよ

というような形で、本当に丁寧に説明していただ

ければと思います。 

  それでは、最後に提案なんですが、今後、外出

支援タクシー券については、高齢者のプライベー

トな部分も考慮しながら、１世帯から１人に発行

してみてはどうか、本市の所感をお伺いいたしま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 高齢者の外出支援

タクシー券について、今後、できればお一人お一

人に発行できないかというようなご意見だと思い

ます。これにつきましては、先ほどもちょっと意

見として述べさせていただいたと思うんですけれ

ども、やはり今後、高齢者外出支援タクシーの利

用というか、これを継続していくというか、この

ためにやはり、まず財政的な調整を図っていくこ

とが大切だということを申し上げました。 

  あと、あわせまして、この外出支援タクシーと

いいますのは、考え方としましては、公共交通を

補完する福祉施策というか、そういった性格もあ

ると思います。ですから、今後、交付対象者とい

うものを含めて、どのような形で、どのような条

件の方というか、そういう方たちまで交付できる

かということも含め、そういった慎重な検討とい

うものが大切だと思います。この事業を継続して

いくためには、やはりそういったことも含めて、

今後、29年度が非常に公共交通の計画というもの

とあわせて考えていかなければならないというこ

とになっておりますので、そういった中で十分な

検討を重ねてまいりたいというふうに考えており

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

〇７番（櫻田貴久議員） 部長の言うことは十分に

わかります。しかし、部長も逆に使うほうの立場
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になってものを考えてもらえれば、おのずとそう

いった私の気持ちがわかるんではないか。年をと

ってからでも、プライベートの部分はやはりプラ

イベートな部分で、いつも夫婦一緒というわけで

はないと思うので、その辺も尊重してもらいたい、

そんなことを強く思います。 

  もちろん喜んでもらう券、そういったものも大

事なのではないかと思いますので、仕組み上はそ

うかもしれませんけれども、少し使うほうの立場、

おじいちゃん、おばあちゃんの立場になって、70

歳を過ぎた人の立場になって考えてもらえれば幸

いだと思いますので、どうかその辺はよろしくお

願いしたいと思います。 

  市長公約の今回の外出支援タクシー券について

は、過去の失敗を反省し、職員の皆さんが考え抜

いた独自なプランを作成した点については、十分

に評価のできることだと思います。 

  しかし、時代背景とニーズを的確に捉えること

で、今後の外出支援タクシー券についても、高齢

者の方が使い勝手がよく、また喜んでもらえる取

り組みが必要ではないでしょうか。ぜひ、高齢者

の皆さんのプライベートの部分も大事にしてもら

いたいと強く思います。 

  そういったことを前提に、ぜひ、１世帯から１

人に外出支援タクシー券を発行してもらうことを

強く要望し、私の市政一般質問を終了します。あ

りがとうございました。 

〇議長（中村芳隆議員） 以上で、７番、櫻田貴久

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時０５分 

 

再開 午後 ３時１５分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 藤 村 由美子 議員 

〇議長（中村芳隆議員） 次に、１番、藤村由美子

議員。 

〇１番（藤村由美子議員） １番、藤村由美子です。

通告に従い、一般質問を行います。 

  １、人にやさしい歩道整備について。 

  市内では歩道整備がまだまだ不十分なままです。

これは、長く続いてきた車優先社会が背景として

あるのはもちろんのこと、市の都市計画の中で、

人が優先するまちづくりの議論が十分になされて

こなかったからではないでしょうか。現在策定の

準備が進められている第２次道路整備基本計画お

よび立地適正化計画では、環境保護の観点や超高

齢社会を見据えた車社会からの転換は想定されて

いるのでしょうか。また、観光地として二つの温

泉地を有する那須塩原市として、観光客の方にも

優しいまちづくりになっているでしょうか。 

  県北の中心都市として発展を目指す本市では、

多くの市民を誘導し、特に人が集中して移動する

ことが予想される地域において、長期的な視点で

動線を想定し、バリアフリーの観点に立ったまち

づくりが必要となります。市民誰もが、そして本

市を訪れるたくさんの人々が、安全に快適に歩い

て目的の場所まで移動できる歩道整備が求められ

ることから、以下の点についてお伺いします。 

  ⑴本市がめざすこれからのまちづくりは、どの

ような社会を想定しているのか、お伺いします。 

  ⑵既存の歩道の中で、現状では「危険もしくは

改善の必要がある」と市として認識している箇所

があるか、お伺いします。 
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  ⑶板室温泉と塩原温泉において、観光客が安全

に歩ける歩道整備がされているか、現状をお伺い

します。 

  ⑷交通の拠点となる市内３つの駅周辺において、

歩道整備の状況をお伺いします。 

  ⑸歩道整備について、これからどのような考え

で進めていくのか、お伺いします。 

  お願いします。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） それでは、１の人にやさ

しい歩道整備について、順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の本市が目指すこれからのまちづく

りは、どのような社会を想定しているのかについ

てお答えいたします。 

  今後もさらに進展が予想される人口減少と少子

高齢化の課題に対応し、持続可能な社会とするた

め、従来の拡散型から、高齢者などが安心して住

み続けられる、便利で快適な集約型の都市構造社

会を目指したまちづくりが必要と考えております。 

  次に、⑵の既存の歩道の中で、現状では「危険

もしくは改善の必要がある」と市として認識して

いる箇所があるかについてお答えいたします。 

  本市の市道には、歩道幅員基準の２ｍ以上が確

保できていないものがあり、その中には改善が必

要であると考えている歩道もあります。 

  しかし、現在、歩道のない路線が数多くある中

で、その整備を優先する必要があるため、改善に

ついては、現状を見きわめた取り組みにならざる

を得ないと考えております。 

  次に、⑶の板室温泉と塩原温泉において、観光

客が安全に歩ける歩道整備がされているかについ

てお答えいたします。 

  板室温泉街のメーン道路であります県道中塩

原・板室・那須線には歩道が整備されており、観

光客が安全に利用しております。 

  塩原温泉街のメーン道路である国道400号には、

既に歩道が整備されておりますが、旧国道の市道

若葉通り線は、一部を除いて未整備となっており

ます。 

  次に、⑷の交通の拠点となる市内３つの駅周辺

においての歩道整備の状況についてお答えいたし

ます。 

  駅周辺の特に那須塩原市立地適正化計画におけ

る都市機能誘導区域内について見てみますと、市

道における歩道の整備状況は、黒磯駅周辺が、

32.1㎞に対し7.3㎞で整備率は23％、那須塩原駅

周辺では、19.8㎞に対し4.5㎞で整備率は23％、

西那須野駅周辺では、32.6㎞に対し8.6㎞で整備

率は26％となっております。 

  最後に、⑸の歩道整備について、これからどの

ような考えで進めていくのかについてお答えいた

します。 

  第２次道路整備基本計画における整備テーマで

ある「安心して通行できる歩道空間の整備」や

「コンパクトなまちづくりを推進する道づくり」

を進めるため、通学児童の安全確保のための歩道

整備や集約型都市構造の実現に寄与する歩道整備

を進めてまいりたいと考えております。 

  また、今後の超高齢社会などに対応した人にや

さしい歩道整備を進めるため、新たに設ける歩道

は、バリアフリーに配慮したものといたします。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、⑴について再質

問いたします。 

  本市が目指すこれからのまちづくりについてご

説明いただきました。便利で快適な集約されたま

ちづくりということですが、人に優しいという観
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点から現在のまちづくりを見てみると、たくさん

の課題が垣間見えてきます。子どもたちは安全に

通学できているでしょうか。マイカーがない場合、

市民は公共施設や商業施設間をストレスなく行き

来できているでしょうか。超高齢社会を想定し、

誰もが安心して安全に生活できるような、バリア

フリーで環境に配慮したまちづくりが喫緊に求め

られると思いますが、その点について、市はどの

ように捉えているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 本市におきましては、先

ほども申しましたように、歩道の整備されていな

い路線が相当数あります。そういったことから、

まず、特に通学路、そういったところへの歩道整

備を最優先としまして進めてまいりたいというふ

うに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 通学路を最優先して考

えているというお答えでした。 

  今後10年先を見据えた第２次総合計画がこのた

びでき上がり、そして、さらに20年後を見据えた

立地適正化計画をこれから策定するわけですが、

さまざまな社会的背景を考慮し、那須塩原市の現

状をしっかりと把握した上で、今後進むべきまち

づくりの方向性が導き出されて計画が立てられて

いるものと思います。 

  そこで、具体的な現状を確認したいと思います

ので、⑵の再質問に移ります。 

  現状では歩道整備が余り進んでいない、２ｍ以

上の幅がないところがかなりあるというお答えで

した。危険だと認識している歩道はあるのでしょ

うか、もう一度お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 市のほうでは、特に危険

であるということで考えている場所は、特にある

わけではありませんが、ただ、その中で、先ほど

も申しましたように、２ｍ以下で特に狭いとか、

そういったことで改善の必要があるのではないか

ということで、要望されている箇所が２カ所ほど

あります。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） ２カ所、要望が出てい

るとのお話でしたが、市民が日常利用している歩

道の安全状況は、市のほうで確認するシステムに

なっているのでしょうか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 歩道は、通常、道路課の

職員が定期的にパトロールを行っておりますので、

そういった中で一番目につくのは穴であるとか、

特に後からついたような段差であるとか陥没、そ

ういったものについては見た目ですぐわかります

ので、そういったものにつきましては、パトロー

ルの中ですぐに補修をしてまいると。 

  それから、それ以外のところで、特に改善の必

要があるんじゃないかということで市民の方、利

用者の方から連絡をいただいておりますので、そ

ういった場合には、早急に現地を確認しまして、

至急対応する必要があるものについては、すぐに

改善するというようなことの対応をとっておりま

すが、例えば幅員が狭いとか、そういったことで

大きく改善というのはなかなか、土地の提供であ

るとかそういったものがすぐ必要になってきまし

て、それはなかなか実際には難しいということが、

特にまちの中はそういったところが難しいという

ことがありますので、そういった改善要望につい

ては、要望を受けたからすぐにできるというよう
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なものではありませんが、できるものについては、

至急改善しなければならないものを含めて、やれ

るものについてはすぐに対応しているというとこ

ろであります。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 十四、五年ぐらい前に

なると思うんですけれども、中学生を対象とした

ボランティアサマースクールというのがありまし

て、私もボランティアとして参加いたしました。 

  バリアフリーマップをつくるために、いきいき

ふれあいセンターから駅前にあるスーパーまで、

車椅子を押して子どもたちと一緒に歩きました。

バリアフリーマップをつくるためだったのですが、

板室街道沿いの側溝の上に石のふたを並べたつく

りになっている板室街道の歩道はがたがたで、し

かも、あそこの歩道はアップダウンが非常にきつ

いんですね。重い車椅子を押すのは大変困難でし

た。途中、歩道の中に電信柱が数カ所ありまして、

車椅子を通すことが困難だったところもあります。 

  毎年行われていたこのボランティアサマースク

ールでは、バリアフリーマップがつくられていた

はずですが、その積み重ねられた調査結果は、例

えば都市計画をしている部署には届いているので

しょうか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 大変申しわけありません。

私どもはちょっと見たことがありませんので、ち

ょっと内容はわかりません。申しわけありません。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、バリアフリーマ

ップというものをつくった目的は何だったのかと

いうのは、ここで教えてもらうことはできるんで

しょうか。わからなければいいです。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員に

確認しますが、そのバリアフリーのボランティア

を行ったときの所管課はわかりますか、当時の。 

〇１番（藤村由美子議員） そのときは市民だった

ので、どこが管轄しているのかというのは把握し

ていなかったんですが、子どもたちが夏休みにボ

ランティアについて学ぶスクールだったんだと思

います。障害者の方の体験をする事業と一緒に行

っていました。 

〇議長（中村芳隆議員） 暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時２９分 

 

再開 午後 ３時２９分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  藤村由美子議員に申し上げます。 

  今、確認しましたら、社会福祉協議会の中で行

われていたということでございますので、今、ち

ょっと別な組織でございますので、それを踏まえ

て再質問をいただければと思います。 

  １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、例えばそのよう

なバリアフリーマップで、車椅子の方が当然歩く

のは大変だろうと思った場合、これは市民が市に

対して、ここは改善の余地があるというふうに伝

えなくてはいけない義務がこちらにあるのでしょ

うか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） ただいまお話のあった路

線は、多分、板室街道ということですので、県道

の黒磯・田島線のことを言われているかと思いま

すが、一部、田島線については西那須野線という

路線と重複しておりますので、どちらかというこ
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とになるかと思いますが、この県道については、

基本的には県が管理していると、管理者が県にな

るということでありまして、大田原土木事務所の

ほうになりますが、市を通して要望を出していた

だいても、これについては、市のほうから県のほ

うに内容を伝えるということはできるかと思いま

す。 

  今のお話だと、例えば利用者側のほうから言わ

ないと、そういうふうなものを申し出る義務があ

るのかというようなお話かと思いますが、決して

そういう義務ということはありませんが、ただ、

利用しづらいとか、例えば壊れているとか危ない

というのも含めて、そういったものは言っていた

だいたほうがいいと。言っていただかないとわか

らない場合もあるということでありますので、義

務ということではありませんが、そういったもの

については、要望として出していただいたほうが

いいかなというふうには思います。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） なぜこの話を取り上げ

たかといいますと、やはり私より数年後にこの同

じバリアフリーマップをつくることに参加した方

から、あのときつくったバリアフリーマップは、

どのように生かされたんだろうねということをた

またま聞かれたので、市民としては、道路を管理

している国・県・市が、それぞれ責任を持って定

期的に調査をし、維持管理してくれているものと

安心していたんですね。市民は、ここが国道だ、

県道だ、市道だというのはなかなかその場ではわ

かりませんし、その管理しているところがどこな

のか、どこに言っていいのかというのは、役所の

方のように速やかにわかるわけではありませんの

で、役所に対する信頼感と、それから、自分たち

ではちょっとわからないということで、なかなか

申し出がしにくいこともあると思うのです。 

  車椅子の方が実際に板室街道の歩道のスロープ

のところが上がれなくて、乗り上げるために何度

も苦労されているところを見かけたこともあるん

ですね。だから、このようなことは、私がその場

ですぐに伝えるべきであったのかなということを

ちょっと反省として思っておりました。 

  早い時期に整備されている国道や県道など、仕

様が古いままでバリアフリーになっていないとこ

ろがあります。今後、ユニバーサルデザインが必

要不可欠となる高齢者や障害者の方がふえること

が予想される中で、日常生活だけでなく、防災時

の緊急避難をも考慮した場合、このような道路こ

そ、早急にバリアフリー化を進めるべきと考えま

すが、市としては、整備の必要性を捉えているの

か、それとも、国や県の管轄であれば一歩引いた

スタンスなのか、そこをお聞かせください。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 先ほどの答弁とまたダブ

ってしまうかもしれませんが、市道におきまして

そのバリアフリーの関係については、市で当然改

修が必要であるというふうに考えたところについ

ては、順次改修をしていかなければいけないとい

うふうに思います。 

  また、国・県のほうの管理におきましては、基

本的には道路管理者である国・県のほうの考え方

になるのかなというふうに思いますが、ただ、そ

ういったことで利用者の方から要望があれば、そ

れについては、管理者のほうに伝えるというふう

なスタンスになるかと思いますが、ただ、実際に

例えば幅が少ないであるとか、そういったところ

については、先ほども申しましたように、土地の

協力というのが大前提になってくるかなというふ

うな気がしますので、まちの中では、そういった

歩道の整備というのは実際には難しいかと思いま
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すが、要望については伝えることはできるかと思

いますが、それ以上というのは、なかなか市が強

くやれというようなことを言う立場にはないかな

というふうには思います。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、学校周辺におけ

る児童生徒の通学路について、歩道が危険である

かどうかというのは、どのように調査されていま

すか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 通学路整備安全プログラ

ムというのをつくっておりまして、そちらにつき

まして、教育委員会であるとかＰＴＡの方、そう

いった方と現地を確認しておりますので、そうい

った中で現状を把握しているということでありま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 通学路の安全対策プロ

グラムというのがありまして、それに基づいてや

っているということですけれども、この通学路安

全対策プログラムというのは、小学校が対象では

ないかと思いますが、例えば中学校、高校という

のはこの中に含まれていますか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

〇教育部長（伴内照和） 通学路の交通安全プログ

ラムにつきましては、市内の全小学校区を対象に

しているということで、もちろんその区域内には

中学生、高校生も通学に利用しているわけですの

で、現状では学校に関連する、通学に関連する部

分については、おおむね把握しているというふう

に考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 例えば黒磯高校に通う

生徒たちの多くが、先ほど話していた板室街道沿

いの歩道を歩いて登校しています。一定時間に多

くの生徒が歩くのに比較して歩道の幅が大変狭い

ので、電柱を避けるためにわざわざ車道をおりて

歩いている生徒もいます。また、黒磯駅から自宅

まで板室街道を自転車でずっと上ったりおりたり

して通っている生徒たちは、夕方暗くなってから

路上駐車の車を避けるために、バスが通る板室街

道を、そのアップダウンの大きい歩道を上ったり

おりたりしながら走っているんですけれども、こ

のような状況は危険じゃないのかなと私は感じる

のですが、このような市民の申し出はないのでし

ょうか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 繰り返しになってしまい

ますが、県道でありますので、管理者は県という

ことになりますが、市のほうに対して、例えば改

善してくれ、改修してくれというような話は、県

道のこの場所については伺ったことは特にありま

せん。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） やはりどこに言ってい

いのかわからないというのが私の正直な気持ちで

したので、今回、県道や国道であっても、市に言

えば、市が通して伝えてくれるということはわか

りました。 

  では、次の⑶の質問に移ります。 

  市が有する２つの温泉地について、観光客の

方々が安心して歩いて楽しめる歩道整備がなされ

ているか伺いました。板室温泉については、短い

距離ではありますが、県道には歩道がついている

ということでした。 

  しかし、塩原温泉なんですが、名湯を有してい
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る歴史ある塩原温泉、観光客を呼び込みたい市の

代表的な観光資源です。訪れた人々がゆっくりと

楽しめる環境整備が求められると思いますが、市

として、今の現状をどのように捉えているのか教

えてください。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 塩原温泉につきましては、

先ほど一部を除いてということでありますが、現

状としましては、塩原の旧国道400号は、以前は

県が管理していた道路を市の道路と交換したとい

うことで、今現在は市が管理している道路になっ

ておりますが、こちらのほうの現状といたしまし

ては、1,200ｍ強ほど歩道がついております。全

体の中から見ますと一部、本当に一部という形に

なろうかと思いますが、多少でありますが、支所

の前であるとか、そういった一部についておりま

して、そのあるところについては、安全に歩ける

のかなという気はいたしますが、ないところにつ

いては、歩道がないので即、危険かということに

なるかと思いますが、現状といたしましては、温

泉街については車も飛ばしていかないというよう

な状況であるというふうに私としては考えており

ますので、歩道のない道路の端を温泉客の皆さん

は歩いておりますので、すぐに危険だというふう

な認識は市としては持っておりません。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 人気の温泉地などでは、

観光客はお店を冷やかしながらぶらぶら歩いて、

温泉地の風情を楽しめる道路がきれいに整備され

ています。観光客は、何となくノスタルジックな

まちでゆったりした時間を過ごすことで、休日を

楽しみたいのです。だから、観光地を訪れるので

す。 

  昨日の会派代表質問でも出ました、東武鉄道を

利用して三依から塩原温泉に観光客を誘致するお

話がありましたが、公共交通を利用して訪れた観

光客は、どのようにして温泉街を十分に楽しむこ

とができるのでしょうか。安全に歩ける歩道が温

泉街から離れた遊歩道やバイパスにメーンにあっ

て、温泉街の中に安心して歩ける道がないという

のは、大きな課題ではないのでしょうか、お伺い

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

〇産業観光部長（藤田一彦） 観光客が塩原温泉に

お越しになってゆっくり楽しめる空間が、なかな

か歩道が整備されないことによって創出されない

というところは、観光サイドとしては、観光振興

という面での課題であるという受けとめ方はひと

つしております。 

  ただ、現在、お話のあった歩道がないことに対

しての危険性というふうな話とは、また一線を画

す問題だと思いますが、より楽しんでいただくた

めに、あそこに歩道があったらもっと違った楽し

み方があるなというのは、観光振興の視点から考

えられるというふうに思っています。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 大半が今、マイカーの

観光客が多いと思うのですが、車でさっと通り過

ぎ、目的の温泉だけを利用して帰ってしまえば、

温泉街で新たな経済効果は生まれません。車をと

めて、ゆったりと温泉を散策できる環境を整える

ことで、経済効果も生まれると思います。 

  狭くカーブの多い温泉街の中心地あたりでは、

せっかく昔からの温泉街なのに、車をとめる場所

を見つけるのが難しい現状です。私は、食べるこ

とが大好きなんですけれども、どこのとて焼を食

べようかと考えている間に、いつもあっという間
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に通り過ぎてしまいます。私１人だけでも、これ

まで数年間で食べられたはずのとて焼、10個分か

ら20個分の経済効果、5,000円から１万円をみす

みす逃してしまったのは、もったいないなと思い

ます。これが観光客１万人、10万人の単位で計算

してみると、とてもゼロの数がふえる損失ではな

いかと思います。 

  このような課題は、これまで上がってこなかっ

たのか、もう一度お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  塩原支所長。 

〇塩原支所長（印南良夫） とめるところがないと

いうことで、目的のものを達成できなかったとい

うふうなご質問かと思うんですけれども、議員ご

承知のように、塩原温泉街は非常に駐車場が少な

いというのはございます。 

  そのような中で、観光業者のほうはそれを十分

承知している中で、ことし紅葉の時期、非常にも

の語り館のもみじがきれいだったということで、

お客様がどっと押し寄せた中で、車がとめられな

いということで、私どもで整備した交流広場のほ

うに駐車場がございますので、そこにもガードマ

ンを置きまして、ご案内をしたところでございま

すけれども、やはり近くに置きたいという要望が

ございました。その中で、観光業者のほうで近く

の旅館様のほう、昼間の時間帯でございますので、

そちらのほうの駐車場にご案内をしたとか、足利

銀行さんがございますので、そこの駐車場を開放

したということでの取り組みを今、しているとこ

ろでございます。 

  当然、そのようなご要望がある中、地元の観光

協会のほうとしましては、夏の期間でございます

けれども、夕方、歩行者天国という中で訪れた観

光客のほうに道路を開放しまして、散策を楽しん

でもらっているというような取り組みもございま

す。 

  そんな中で、当然、２路線しかございませんの

で、そこでの交通の規制をするというのは、なか

なか地元も含めた中で難しいのかなというような

認識はしているところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 完全な歩行者天国とい

うのは無理かもしれませんが、せめて車片側一方

通行などにするという方法もあると思うんですね。

温泉街の入り口と出口に駐車場を完備して、温泉

街の中を観光客が安心して歩けるスペースをせめ

て片側分ぐらい歩道を確保することで、安心・安

全、そして楽しさを確保することができるのでは

ないかと思います。 

  今、質問してもわかりましたけれども、商工観

光課なのか、建設なのか、塩原支所さんなのか、

どこの方が主体的に塩原温泉の道路問題について

考えてくださっているのかがちょっとよくわから

なかったんですが、あそこが通り道になってしま

っては、ただの素通りではもったいないと思って

おりますので、私ももっと楽しみたいと思ってい

るんです。 

  ですから、ぜひ地元の皆様と課題を共有して、

塩原温泉の発展のためにも、今後、歩道の問題に

ついて協議を進めていただくようお願いして、次

の⑷と⑸の質問に移ります。 

  ＪＲ３駅周辺の歩道整備についてお答えいただ

きました。教えていただいた歩道の中でバリアフ

リーの割合は、教えていただいたパーセントの中

でまた減るということでしょうか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 今回答弁させていただき

ました歩道の整備につきましては、バリアフリー

になっている部分ということでの数字ではござい
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ませんので、バリアフリーの部分はこの内数にな

ってくるかと思いますが、数字については把握し

ておりませんので、歩道のある部分の延長という

ことでの答弁ということになります。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） ざっと想像しただけで

も、どの程度というのはわからないですか。全然

わからないんですか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） そういうふうな集計にな

っていないものですから、ちょっとお答えはでき

ないということであります。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 今言いました黒磯、西

那須、那須塩原、３つの駅周辺は、これから策定

される立地適正化計画の中で、駅から徒歩圏内約

800ｍの区域が都市機能誘導区域として設定され

る予定です。 

  公共施設や商業施設をこの都市機能誘導区域に

できるだけ集中させることにより、市民が公共交

通を利用して拠点となる駅前に集まり、その周辺

において徒歩で日常生活で必要な用足しができる

ことを遠い将来目指す計画なんだと思います。 

  また、再生に向けて今、整備が進んでいる黒磯

駅周辺の一連の計画では、駅から徒歩で周遊させ

る計画が想定されていたと思います。その提言が

あったことについては、先ほど産業観光部長が各

種計画でチェックしたいとおっしゃっていたんだ

と思います。 

  このような駅周辺では、市民が安心・安全に歩

いて日常生活の用足しができるような、バリアフ

リーの歩道が整備されているまちづくりというの

を想定しているのかしていないのか、お伺いしま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） バリアフリーを想定した

整備をされるかということでありますが、先ほど

山本はるひ議員の黒磯駅周辺の都市再生整備計画

事業についての答弁の中で、関連事業ということ

で駅前の県道の黒磯停車場線、その歩道の整備の

答弁をさせていただきましたが、その中で、県道

の部分につきましては歩道の整備を行うというこ

とで、こちらについては、これからの基準に基づ

いて県のほうで整備されますので、これは間違い

なくバリアフリーになった歩道になるということ

であります。 

  あと、駅前広場に接する市道の一部につきまし

ても、今回整備の対象区域に入っている部分があ

りますので、こちらについてもバリアフリーにな

ります。 

  それ以外のところで言いますと、特に駅前のエ

リアの中で、現在、板室街道からヨークベニマル

さんのところまで下ってくる道路につきましては、

歩道が現在ついておりますので、それは以前の基

準でつくった歩道ということでありまして、こち

らは、今回、歩道の改修は行いませんので、今ま

でのままであるということであります。 

  あと、それ以外のところにつきましては、今回

の都市再生整備計画事業の中では、歩道を整備す

る路線は入っておりませんので、歩道は整備され

ないと。 

  ただ、路地等については、今回、道路の高質化、

質を高める工事ということで、ちょっと面的に表

面をいじって、例えば側溝との段差があったり、

そういったものも全て今回きれいにされるという

ことでありますので、そういった意味では、そう

いう小さな段差とかそういったものは、今回の工

事の中で解消されるかなというふうに思います。
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ただ、先ほど言いました路線以外の歩道整備は、

今回は入っていないということであります。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 駅から全方向に向かっ

てバリアフリーの歩道を整備するのは、当然不可

能だと思います。しかし、多くの人が目的地とす

るたくさんの病院があります。商業施設がありま

す。公共施設があります。そこまでは、少なくと

も１本から２本の安全なルートがバリアフリーで

整備されていなくては、ベビーカーや車椅子を押

して歩いて回れないのではないでしょうか。 

  多くの市民にとって、生活に必要な用足しがあ

る程度完結できる範囲ぐらいは動線を想定し、最

低限のルートについてはバリアフリーの歩道を整

備し、きちんと人の流れを誘導できてこそ、都市

計画ではないでしょうか。 

  歩いてくださいと言うからには、そのような動

線を導き出す作業は別立てで行わないのでしょう

か、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 今回の都市再生整備計画

事業の中では、今、歩道のついていないところの

歩道整備というのは入っておりません。道路整備

基本計画の中では、町なかの歩道整備につきまし

ては、先ほども申しましたように、未整備路線の

優先するということになっておりますので、今の

都市再生整備計画事業の中の路線についても、道

路整備基本計画の中で歩道整備をするというとこ

ろは入っておりません。 

  しかし、将来的には藤村議員もおっしゃられま

したように、町なかへ居住を誘導すると、都市機

能を誘導して居住を誘導するというような考えに

立った計画を立てておりますので、そういった中

では、将来的にそういったものを見据えて整備は

必要であるというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） やはり人が歩かなけれ

ば、にぎわいというものは生まれません。せっか

く箱物をつくるのですから、快適に歩いて、楽し

い発見があれば、人は自然と歩くと思います。車

社会だった那須塩原市にこれからどうやって新た

な人の流れを創出するか、これはしっかり市とし

て未来像を描いていただきたいと思います。 

  つくばみらい市、松江市など、歩道整備計画、

安心・安全歩行空間創造プランなど策定している

市もあります。那須塩原市は、今後このような歩

道整備の計画を立てる考えがあるかどうかお伺い

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

〇建設部長（君島 勝） 現在のところはございま

せん。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 人に優しいまちづくり

ということで考えたとき、歩道というものをどう

いうふうに考えるか。今まで車社会だったものか

ら人に優しいまちづくりというものへ、これから

転換していかなくてはならない時代だと思います。 

  誰もが歩きやすい、快適で安心・安全な歩行空

間を徐々に広げ、まち歩きの観光ルートなどとリ

ンクさせていくことで、市の活性化にもつながり

ます。これまで人が歩くことを想定してこなかっ

た都市計画からいち早く脱却し、国や県としっか

り連携して、人に優しい歩道整備を念頭に置いた

都市計画、すなわち人に優しいまちづくりを進め

ていただくよう強くお願いして、１の質問を終わ

りにいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 
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休憩 午後 ３時５７分 

 

再開 午後 ４時０７分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） ２、子育てしやすい那

須塩原市をめざして。 

  定住促進を早くから推進している本市では、若

い子育て世代の移住定住を目指して、様々なＰＲ

活動を行っています。子育て世代にとって、移住

定住を決める重要なカギのひとつが、「子育てし

やすいまちかどうか」です。本市では、保育園整

備計画に基づいて保育のニーズに対応すべく整備

を進めるとともに、他市に先駆けて発達支援シス

テムを導入しました。また、平成28年度からは、

子育て世代包括支援センターを設置し、すべての

子育て世代に等しく必要な支援を行っています。

子育てしやすい環境は整いつつありますが、多岐

にわたる子育て支援情報が、それを必要としてい

る親たちに適切に届き、様々な支援策の効果的な

実施につながることが大切ですので、以下の点に

ついてお伺いします。 

  ⑴保育ニーズの現状についてお伺いします。 

  ⑵子育て世代包括支援センターの業務について

お伺いします。 

  ⑶発達支援システムの進捗状況についてお伺い

します。 

  ⑷子育て支援の情報発信の現状についてお伺い

します。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

〇副市長（片桐計幸） ２の子育てしやすい那須塩

原市をめざしてについて、順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の保育ニーズの現状についてお答え

いたします。 

  本市では、現在、保育園整備計画に基づき、保

育施設の整備を順次進めているところですが、保

育園等の入園申し込み件数は、依然として受け入

れ定員数を超えた件数となっております。 

  次に、⑵の子育て世代包括支援センターの業務

についてお答えいたします。 

  子育て世代包括支援センターについては、２月

27日の公明クラブ、吉成伸一議員の会派代表質問

にもお答えしたとおりですが、その業務内容につ

いてお答えいたします。 

  子育て世代包括支援センターの業務は、従来か

ら行ってきた母子健康手帳の交付や乳幼児健康診

査等の母子保健事業のほか、新たに母子保健関係

機関連携会議、子育て世代包括支援センターＰＲ

用リーフレットの作成・配布、妊娠28週以降の全

ての妊婦に対して実施する妊娠後期相談、母子保

健推進委員による乳児家庭全戸訪問事業の際に、

ブックスタートとしての絵本のプレゼントなどの

事業を加えたものであります。 

  次に、⑶の発達支援システムの進捗状況につい

てお答えいたします。 

  発達支援システムは、発達に支援が必要な子ど

もと保護者に対して、関係機関が相互に連携し、

乳幼児期から学齢期、就労期において早期からの

切れ目のない一貫した総合的な支援が提供できる

仕組みであり、平成27年度に構築いたしました。 

  このシステムを効果的に推進するために、本年

度において発達支援ネットワークシステムを整備

いたしました。このネットワークシステムは、個

別の支援計画の情報を共有・蓄積するためのツー

ルであります。このネットワークの整備とあわせ
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て、庁内関係課長会議・担当者会議、発達支援体

制協議会、実務者会議等を開催し、関係機関の連

携強化を図っております。 

  また、市民対象の発達支援講演会を実施し、発

達支援システムの普及・啓発を行いました。 

  保育園、幼稚園、認定こども園においては、発

達支援コーディネーターを新たに設け、小中学校

の特別支援教育コーディネーターを含めた指導者

の研修会を実施し、支援者側の資質の向上を図っ

ております。 

  加えて、保育園、幼稚園、認定こども園、小中

学校における新入・進級予定児童を含めた特別支

援学級在籍児童生徒の保護者対象の説明会も開催

したところであります。 

  最後に、⑷の子育て支援の情報発信の現状につ

いてお答えいたします。 

  現在、子育て支援の情報発信につきましては、

広報、ホームページ、「きらきらホットなすしお

ばら」等により行っております。 

  また、そのほかにも、母子健康手帳交付や育児

相談の際の個別相談での情報提供や、乳幼児健康

診査・予防接種の案内にあわせた個人通知での情

報発信、みるメールへの「ひとり親支援情報」の

カテゴリー追加など、あらゆる機会を捉えて情報

発信に努めております。 

  以上でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、⑴について再質

問いたします。 

  保育園整備計画を改定して定員増を図っている

ものの、整備を上回るニーズが掘り起こしされて

いるということで、昨日の会派代表質問で待機児

童72人、入園待ち児童数が115人とおっしゃった

と思います。流動的なニーズを先読みするのはと

ても難しく、保育園整備の全国共通な問題だとは

承知しております。 

  では、那須塩原市特有の課題はあるのでしょう

か、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 本市特有の保育の

ニーズということでございますが、保育園整備計

画の改定をする際にも、重点的にということで記

載させていただいておりますが、特に西那須野地

区の０・１・２歳の保育のニーズが予想を上回っ

ているというところで、今年度も含めまして、特

に西那須野地区の保育施設の整備を重点的に進め

ているところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 西那須野地区の０・

１・２歳のニーズが非常に高いとのお話でした。 

  これは、若い世代が多い、減るよりもふえてい

るのかなと、活発な動きがあるのではないかと思

いますが、西那須野地区については、今後どのよ

うに対応されるおつもりでしょうか、お伺いしま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 今後の西那須野地

区を中心とした整備ということでございますけれ

ども、今現在建設を進めているところが、西那須

野駅の近くにあります「すぎのこ幼稚園 認定こ

ども園」になります。これが平成29年から52人増

というところ、それから、すぎのこ三島幼稚園さ

んにあります「あったか保育園」というのがある

んですけれども、そこの整備を進めることにより

まして、平成29年度からは37人の増、それから、

平成30年の開園を目指しているところですが、国

際医療福祉大学の病院で今現在、認定こども園の

準備を進めておりますので、そこでトータルで
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135人ということで、昨日の会派代表質問のとき

に答弁させていただきました200人を上回るとい

う数字がこちらの合計の数字となっております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、平成30年には

200人規模で受け入れ体制が整うということだと

思うのですが、それに向けて保育士の確保は大丈

夫なんでしょうか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 保育士の確保は、

ご存じのように全国的になかなか厳しい状況でご

ざいます。本市におきましても、県で主催してい

ます保育士の研修とか就職フェア等に参加させて

いただいて、何とかいわゆる潜在保育士の掘り起

こしといいますか、そちらのほうも連携して進め

ているところでございます。 

  民間の保育施設さんについても、できるだけ計

画的に保育士の確保に努めていただくようにお願

いはしているところですが、正直なかなか保育士

の確保につながっていないというのが現状でござ

います。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 全国的な問題であると

いうことは、これもよく承知しております。 

  潜在保育士を探しているということもあります

けれども、長期的に考えますと、これからもっと

若い方にこの資格を取っていただいて、長期的に

資格保持者を確保するということが必要だと思い

ます。 

  医療・介護にも言えることだと思いますが、市

民生活を守るために、市としてはどのような職種

を必要としているかということを若者にしっかり

と事前にアナウンスしておいたほうがいいと思い

ます。 

  特に保健師、保育士、管理栄養士など、市とし

て定期的に人材を必要とする職種については、登

録制の待機リストをつくって、ホームページで待

機リストへの登録について常時募集をかけるとい

うようなことをしている市もありますが、このよ

うなお考えはありますか、お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 市として必要とす

る人材の待機リストをホームページでというご提

案だったかと思いますが、現在、本市としては、

そこは行っていないところですので、今後どうい

った形で進められるかということで、今のご提案

をいただきまして、考えていきたいなとは思って

おります。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 空きが出次第、募集を

かけるということを事前にアナウンスしていれば、

若い人たちも、勉強して資格を取って準備ができ

るかもしれません。資格保持者の裾野をふやせば、

人材不足の心配も減ります。若い方にとっても、

資格を持つということは自分にとってプラスにな

ると思いますので、ぜひ前向きにご検討ください。 

  では、次の⑵の再質問に移ります。 

  平成28年度からスタートした子育て世代包括支

援センターの業務内容について、昨日に引き続き

ご説明いただきました。 

  ことしの初めに、たまたま県の職員の方からレ

クチャーを受ける機会がありました。妊娠届を提

出すれば、後は支援が必要なケースについてはし

っかりと各機関が連携して、妊娠・出産・育児期、

そして中学校に通っている間までフォローしてく

れるという、安心の子育て支援の仕組みです。 

  このような子育て世代包括支援センターを各市

で整備するようにと国から県、県から市へと施策
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がおりてきたわけです。県でも説明を聞いたので

すが、当市は県内でも早い段階です。今、県内で

５市でこれがもう既に設置できているということ

で、基本的にこれまでの保健センターで実施して

きた支援内容が十分それに値するということで、

それに妊娠後期相談をプラスして、すぐに包括支

援センターが設置できたということだったと思い

ます。 

  このような取り組みが早くスタートしていると

いうことは、実はまだ余り知られていません。子

育てしやすい那須塩原市としてアピールできるポ

イントですので、この機会にしっかりと市民の皆

様にお伝えできればと思い、今回取り上げました。 

  この子育て世代包括支援センターでは、妊婦へ

の支援を行うために、各市が独自で収集する情報

が鍵となるそうです。那須塩原市では、どのよう

な情報を収集し、どのように管理するのかお伺い

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 今回、子育て世代

包括支援センターでは、どのような情報を収集し

て、どのように管理していくのかというようなご

質問だと思います。 

  これにつきましては、新たに今年度からスター

トした子育て世代包括支援センターでの事業がま

ず１つありまして、そのほかに従来から実施して

いるというものの２つの側面がありますので、そ

れらについて概略をお話しさせていただきたいと

思います。 

  まず、従来から行ってきたものとしまして、大

きなものとしましては、乳幼児健康診査票という

ものがございます。生まれた後、２カ月から４カ

月ぐらいにこういったものを作成して、子どもさ

ん一人一人について記録をまとめ、その後の支援

にしっかりとつなげていきましょうというような

ものでつくってありまして、これについては、現

在、紙ベースでしっかり保管をしてございます。 

  今回、子育て世代包括支援センター業務として

新たに行ったものにつきましては、妊婦さん全員

の支援台帳というものをまず作成して、今後いろ

いろな場面で、これについてデータを収集したも

のをいろいろなところで支援のために活用してい

こうというようなところでつくったというところ

が、まず情報収集し、今後管理していくというよ

うなところでスタートしたものでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 乳幼児診査票というの

は今まであった紙ベースのものということで、妊

婦全員の支援台帳を今回つくられるということで

すが、この台帳に記載される項目は、具体的にど

のようなものがありますか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 今年度からつくっ

ております妊婦支援台帳というものがあります。

これについては、特にこれまでと大きく変わるも

のではございません。お一人お一人について、お

名前とか生年月日、年齢とか住所、これは基本的

なことだと思います。それに加えまして、幾つか

の項目がありまして、それについて記録をとるわ

けなんですが、まず、母子手帳交付時の面接とい

うか、そのときの、いつやったとか、あとはその

ときにどういった相談をして、どういった処遇を

したかというような内容、そういったものを記録

する項目、２つ目としましては、その後に処遇が

必要な方については、処遇検討会議というものを

必要な担当者が集まって行います。その内容につ

いて記録する部分です。あと、その後につきまし

ては、妊娠後期相談という時点があります、28週
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以降です。このときに、いろいろ処遇について気

がついたこととか、今後の支援についての内容を

記録する部分。さらには、そのほかの妊婦健診と

いうのがそれぞれありますので、そういったとき

の処遇検討会を行ったときの記録。さらには、母

親学級とか新生児の訪問、そういったところの記

録。あとは、要対協といいまして、これは要保護

対策地域協議会といって、これは後々になると思

うんですが、子どもさんの虐待防止をいろいろな

立場の方が集まって検討するところなんですが、

そういったところでの必要があるかどうかという

か、そういったもろもろの内容について、まず支

援台帳という形で記録して、この中で必要がある

場合には、こういうことについて、今度は具体的

に個別の支援プランというものをこれとはまた別

に作成して、それぞれ細やかな支援につなげてい

くというような、そういうことにつなげるための

全員につくる台帳でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 妊婦全員に対してさま

ざまな記録が台帳として管理され、個別の支援に

必要な場合にはつながっていくということなんで

すが、この情報は市としてどのように利用するの

か、利用する範囲をお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） この情報をどのよ

うに利用するのかということと、またその利用す

る範囲はということでございます。 

  多くの場合には、基本的には、これまで健康増

進課が行っている健康センター、今度は子育て世

代包括支援センターと言ったほうがいいかと思う

んですけれども、そちらのほうで、母子保健事業

の中でまず活用を図っていくということが基本に

なるかと思います。 

  ただし、これは、そのほかさまざまな場面で当

然利用があるかと思います。１つには、きょうも

発達支援システムというようなお話がありました

とおり、お子様に発達支援というか、そういう問

題があるのではないかなといった場合には、そう

いったところで検討する場合に、そういったとこ

ろとの協議を行うための、これは発達支援システ

ムのほうでフォーマットをつくって、依頼があれ

ば保健センターのほうでそこに入力をして、活用

できるように行う作業があるんですけれども、そ

ういったことに使うということと、そのほか、発

達支援だけではなくて、お一人お一人には、いろ

いろな問題というか、困り事の側面というのがあ

るかと思います。身体面とか精神面とか、あとは

家族背景とか経済的な側面とか、さらにはＤＶと

か、そういったさまざまなもろもろの問題がある

と思います。そういったところで効果的に活用で

きるように、利用範囲というものは、問題を解決

するために集まる担当部署といいますか、そうい

うところで効果的に活用できるというところの範

囲を定めて、これを活用していくというような考

え方になるかと思います。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 幼児期を過ぎた後、発

達支援システムで支援をするようになった場合、

健康増進課で入力されるという情報が有効活用さ

れて、さらなる支援につながるのかなと思います。 

  これは、まだスタートしたばかりですが、実際

に支援につながった人数についても、昨日の会派

代表質問の中で数字のご説明がありました。846

人中717人が支援を受けられて、うち25人が継続

支援だとお答えになったと思います。この子育て

世代包括支援センターで把握している、最近の母

子保健における気になる傾向があれば教えてくだ

さい。 
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〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 最近の母子保健に

関する気になる傾向ということで、これは、直接、

住民と相対する、保健師がこれは相対しているわ

けなんですけれども、そちらのほうに話を聞いた

ところによりますと、特定妊婦というのはご存じ

かと思うんですけれども、児童福祉法の中では、

簡単に言いますと「出産前において支援を行うこ

とが特に必要と認められる妊婦」というような規

定があります。これは、特に支援が必要というの

はどういう部分かというと、細かい定義はないん

ですけれども、先ほどちょっと私がお話ししたよ

うに、身体面とか精神面、家族背景、経済的な側

面とか、そういったもろもろの要因ということが

あるかと思います。そういった方々が最近ふえて

いるのではないかなというところで保健師のほう

からはありました。 

  ただ、実際にデータをつくってもらいましたと

ころ、過去３年間、今年度、28年度は１月末の数

字なんですけれども、26年度は特定妊婦で、特に

要対協といいまして要保護対策地域協議会という

ところに提出した人数なんですが、これが26年度

34人、27年度36人、今年度はまだ中途なんですが

29人ということで、まず数字的には横ばいという

ふうなところでございますけれども、その抱える

内容というものが、より深刻化・複雑化している

というような、そんな傾向が見受けられるという

ような報告を受けております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 特に支援を行うことが

必要だとされる特定妊婦が横ばいではあるけれど

も、状況としてはますます複雑になっているとい

うご説明をいただきました。 

  一人一人の支援にかける時間が多くなることが

予想されます。実際にこの配慮の必要性を判断し

て行うのは保健師さんです。難しいお仕事だと思

いますが、現場では人材が十分配置されているか、

お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

〇保健福祉部長（菊地富士夫） 困難な業務に従事

する保健師の配置が十分であるかというようなお

尋ねかと思います。 

  実際、保健師に限らず、どこの現場でも非常に

最低限度というか、現在配置されている職員が頑

張って従事しているわけでございますけれども、

特に現時点において著しく仕事が滞ってしまうと

か、後回しになってしまうというような状況には

ないような状況ではございますが、やはり問題が

非常に複雑になって、それに対処するのは大変だ

というような状況は聞いております。 

  28年度から例の子育て世代包括支援センター、

この業務が始まりまして、妊娠後期相談とかもろ

もろの相談に対して、こちらから電話をかけたり

とか、かかってくる電話に応対するというような、

そういう業務がふえているというようなことから、

28年度におきましては、臨時職員、保健師とか看

護師等の資格を持つ方なんですが、こちらはパー

トさんなんですけれども、そういった方お二人を

雇用しまして、そういったところに対応している

というような状況でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 非常にデリケートな相

談があると思います。複雑な相談を受けるのは大

変ストレスもあると思います。オーバーワークは

すなわち支援の質に響きますので、落ち着いてじ

っくり支援に当たれるよう、先ほど言いました制

度などを考えて人材を十分確保して、職場の環境

を整えていただきたいと思います。 



－209－ 

  次に、⑶の再質問に移ります。 

  他市より先駆けて準備を進めてきた発達支援シ

ステムは、平成27年に構築し、28年には、今年度

中にネットワークのシステムの整備を終えたとい

うことで、平成29年度から実質のスタートをする

ことになるのかなと思います。 

  このシステムでは、支援の出発点となるのは、

大半のケースが発達障害であると診断されたタイ

ミングなのだと思います。発達障害の診断は、那

須塩原市ではどこで行われているのでしょうか、

お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 今、議員のご質問

の中に発達に支援が必要だと診断されたというお

言葉があったのですが、本市の発達支援システム

は、必ずしも医師の診断が必要とか、そういうと

ころからスタートするわけではございません。 

  まず、保護者の方からその子どもさんに何らか

の支援を必要としているということで申し出があ

った際に、申し出があったときには個別に面談を

行って、どういうところとつながっていくと、子

どものためにいいのかということもきちんと見据

えまして、そこからスタートするということです

ので、診断というものが必ずしも発生するもので

はないということでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 発達支援システムに乗

るために、必ず必要だと言ったつもりではないん

です。大半は、発達障害が診断されるケースなの

だと思ったんですけれども、この発達障害という

のは、那須塩原市で診断されるのはどこの医療機

関なのか、お聞かせください。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 私の言葉がちょっ

と足りなくて申しわけございません。 

  まずは、スタートするのがどこかというところ

にちょっと戻りますと、親御さんが困り感を感じ

たときがスタートになります。 

  医師の診断というのは、那須塩原市に限らず、

いろいろな医療機関でいろいろな支援といいます

か、子どもさんに何らかの心配事があったときに

は相談に乗っていただいたり、診断書が出る場合

もありますので、ここだけということではなくて、

いろいろなケースが、それこそ先ほど保健福祉部

長のほうがお話しさせていただいたように、精神

的なものから身体的なものから、いろいろな原因

で親御さんが困り感をその子どもさんに対して抱

えているという場合がありますので、そこからが

スタートで、子どもが小さなときではなくて、あ

る程度の年齢になって困り感を感じたら、そこか

らこのシステムに乗っていただくということが可

能なものとなっております。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） たまたまちょっと診断

のことにこだわったのは、京都の事例なんですけ

れども、診断を行っているところで待機が発生し

ているということでしたので、那須塩原市ではそ

のような状況がないかどうか、ちょっと確認した

かったのですが。 

  では、那須塩原市ではお母様方がもし心配だと

思ったときに、医療機関にかかろうと思ったとき

には、複数受け入れ先があって、待機しなくても

大丈夫だというふうに受けとめてよろしいですか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） この発達支援シス

テムとはちょっと離れるんですけれども、実際に

保育の現場等で加配といいますか、保育士の加配
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が必要、発達支援の対象となる子どもさんがいる

というときには、医療機関の診断書をつけて審査

会のほうで審査しているというのが現状でござい

ます。 

  やはり一部、診察をしてもらうまでに時間がか

かっているというお声も伺ってはいるところです。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） ちょっとそのことを一

番心配していたんですね。診断待ちのために不安

な親子に対して、肝心な支援がおくれてしまうと

いうことがないよう、医療機関の受け皿であった

り、適切に整えていただきたいと思って再質問い

たしました。 

  発達障害というのは、早期に治療や訓練を行う

ことで、障害程度が改善するケースが多いと言わ

れていますので、早いタイミングで受診できるこ

とが一番だと思っております。そのためにも、こ

のシステムによって継続的に子どもさんを支援す

ることが大切、つながることが一番メリットがあ

るんだよということを、親御さんであったりご家

族の方に伝えることが必要だと思っています。 

  先ほどいろいろな方法で発信しているというこ

とでしたけれども、発達支援システムについて、

しっかり親御さんたちに利点が伝わっているとい

うことでよろしいでしょうか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 先ほど副市長が答

弁させていただいたように、いろいろな視点から、

市民の方々を対象にした発達支援講演会を開催し

たり、あとは実は先日、２月22、23日で個別に特

別支援学級在籍児童生徒の保護者の方々等を対象

とした、発達支援システムの説明会というのを開

催したところでございます。３回開いて、保護者

の方々に参加いただいて、このシステムに乗ると

どういうことができるという、ご理解を直接いた

だくための説明をしたところでございまして、そ

の中で、２月23日の説明会が終わった段階なんで

すけれども、まずはスタートが保護者の方の同意

を得るところからスタートしますので、同意を得

るための面接、面談といいますか、そちらの予約

がもう15名、既に入っているというところで、直

接、そういう支援を必要とする保護者の方にまず

はダイレクトにお話をさせていただくところから

進めていくということで、今の進捗状況といいま

すか、進んでいるところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） では、周知の部分とい

うことで、関連がありますので⑷の再質問に移り

ます。 

  保育園の入園待ちの最新情報は、お子さんを持

つ親御さんにとって一番気になる情報です。生活

設計をする上でも、仕事のこと、住まいのことを

決めるのに、お子さんの保育が希望どおりに受け

られるかどうかがとても重要です。 

  那須塩原市として、いつでも保育園の入園待ち

の最新情報がわかるようになっているのかお伺い

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 入園待ちの情報が

いつでも見られるようになっているかというとこ

ろですが、現状では、なかなかそこのところが進

んでおりませんで、実際には窓口にご相談に来て

いただいたときに、それぞれ保護者の方の希望す

る園のお話を伺いながら、こういう施設があると

いうご紹介をさせていただいたりしているのが現

状でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 都会から若い世代を呼
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び込みたい、都会の方は本当に保育で深刻に悩ん

でいらっしゃいます。那須塩原市は、きちんと保

育園整備を進めているよ、今このぐらいの待機児

童だよというのがわかるようになれば、判断材料

になると思いました。 

  また、県内で早くスタートした子育て世代包括

支援センターや発達支援システムなどについても、

せっかく整備されている支援策は、行政の専門用

語ですので、お母様方たちにきちんと自分が悩ん

でいることがこの施策で助けてもらえるというの

がわかるのかどうか、ちょっと難しいんじゃない

かと思ったんですけれども、市としては、情報発

信の仕方についてどのように配慮しているか、お

伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 市として情報発信

にどういう配慮をしているかというご質問ですが、

先ほど副市長が答弁させていただいたように、個

人に直接通知を、情報を流すというものと、ホー

ムページに載せたり、例えばあとは広報なすしお

ばらで広く皆様にお知らせしたり、あとはみるメ

ールの中にひとり親支援情報のカテゴリーを今回

追加させていただいていたところなんですが、そ

ういうもので情報を必要とする方にダイレクトに

情報の発信をしたりということで、いろいろなツ

ールを使って情報発信に努めたいと考えてはおり

ます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） いろいろなツールを使

って発信されているということです。 

  せっかく「きらきらホットなすしおばら」にで

きたわかりやすい子育て情報サイトの入り口が、

ホームページをリニューアルした際、探しにくく

なりました。そのような声も実際に届いていまし

た。 

  でも、一般質問を通告した後、子育て向けペー

ジの一番下に、子育て情報サイトの入り口ができ

ていました。正式にお願いする前にできていたと

いう、電光石火の対応に感謝いたします。 

  そこで、もう一工夫をお願いしたいのですが、

市の「トップページ」、「市民の方へ」、「子育

て向け」、「相談する」、４回クリックしたとこ

ろでやっと子ども・子育て総合センターの名前が

出てくるのですが、もうちょっと早い段階で出た

ほうがいいと思います。ここに子育てコンシェル

ジュがいることが明記されていないのですが、今、

コンシェルジェの方はどこにいらっしゃるのでし

ょうか。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

〇子ども未来部長（藤田恵子） 子育てコンシェル

ジュは、黒磯本庁のほうの窓口に１名と、西那須

野庁舎の子ども・子育て総合センターに１名おり

ます。 

  特に西那須野におりますコンシェルジュにつき

ましては、直接、子育てサロンとかの現場を歩か

せていただいて、保護者の方々からの相談を受け

たりもしておりますので、本当にお父さん、お母

さんの生の声を拾い集めているというところでご

ざいます。 

〇議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

〇１番（藤村由美子議員） 那須塩原市には、子ど

も・子育て総合センターとコンシェルジュがいる

ということです。そして、保健師が子育て世代包

括支援センターで支援している、そして、子育て

情報サイトもあるという、この３つの子育て情報

の大きな入り口をつくることによって、どの施策

が自分に当てはまるのかわからない親にもよくわ

かると思います。全く何もわからない市民が探す
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立場に立って、情報発信の組み立てをする必要が

あると思います。ぜひそこのところをお願いいた

します。 

  私が改善をお願いしたいことの根本的なことは、

子育て世代に温かさが伝わる情報発信です。息苦

しい現代社会で生活も大変で、それでも子どもを

育てていこうと頑張っているお父さん、お母さん

たちへ、安心して育てられるよというメッセージ

を届けることです。 

  お金をかけなくても、さまざまな施策に温かい

心を添えて市民に届けることは可能だと思います。

それが届けば、若い世代が安心してこの地での子

育てを選ぶでしょう。今いる若い親たちに、子育

てしやすいという実感が浸透すれば、もう一人子

どもを産んでみようと思うかもしれません。そう

すれば、無理やり都会から引っ張ってこなくても

大丈夫なのです。幸せな家庭が周りにたくさんふ

えれば、結婚に踏み切るカップルもふえるでしょ

う。 

  昨日説明のあったブックスタートの試みで19人、

支援につながったというのは、とてもうれしい報

告でした。現場でたくさんの職員の方が心を込め

て市民に接してくださっています。そのような温

かい一つ一つの取り組みをまだ知らない人に見つ

けてもらえるように、情報発信にはぜひ工夫を凝

らして、心を込めていただきたいのです。 

  那須塩原市が人に優しいまちづくりを成し遂げ、

子育てしやすいまちとして広く市民から認められ、

誰もが誇れるような市になることを心より願って、

私の一般質問を終わりにいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 以上で、１番、藤村由美

子議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会議時間の延長 

〇議長（中村芳隆議員） ここでお諮りいたします。 

  議会会議規則第９条では、会議の開催時間は午

後５時までと定められております。今後の日程の

都合上、本日の議事が全て終了するまで会議時間

を延長したいと思いますが、異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

〇議長（中村芳隆議員） 異議なしと認めます。 

  よって、本日は議事が全て終了するまで会議時

間を延長いたします。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時４８分 

 

再開 午後 ４時５８分 

 

〇議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 佐 藤 一 則 議員 

〇議長（中村芳隆議員） 次に、５番、佐藤一則議

員。 

〇５番（佐藤一則議員） 皆様、こんにちは。 

  議席番号５番、ＴＥＡＭ那須塩原、佐藤一則で

す。市政一般質問を行います。 

  １、地域防災について。 

  居安思危、安きに居りて危うきを思う。 

  思則有備、思えば即ち備え有り。 

  有備無患、備え有れば患い無し。 

  近年多くの地域で風水害や土砂災害、東日本大

震災に代表される巨大地震が発生しています。さ

らに、今後数十年以内に南海トラフを震源とする

巨大地震と、それに付随して発生する内陸直下の
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地震来襲が懸念されています。これだけ災害が多

くなると、災害や防災に関心のない住民でも、そ

の心の片隅では気になってくるもので、特に地域

のリーダーや地域づくりにかかわる方は、何かや

らなければとの思いを募らせていることと思いま

す。 

  このような背景から各地域で自主防災組織の結

成が進み、自治体もその推進のために、あの手、

この手を模索していると思います。しかし、現状

は、結成率を上げることに専念され、肝心の活動

の中身がわからないでいる住民、果ては我が地域

が自主防災組織を結成したことさえ、知らない住

民もおります。具体的にどのように地域防災を進

めたらよいのかがわからない組織がほとんどで、

活動が持続できないまま、経過している組織など

が多いという現状があります。 

  地域にとっての“災い”とは、犯罪等がありま

すが、地域にとっての一番の“災い”は、地震や

風水害といった自然災害だと考えます。地域は生

ものですから、防災啓発をする際の戦略とそれに

携わる者は、慎重に事を進める必要があります。

行政側も地域に対しての啓発は大変な手間をかけ

るように感じられると思います。住民も行政も地

域を知ることで、災害発生前、発生時にどのよう

になっているかをイメージすることは可能で、自

主防災力が上がれば、結果的に住民だけでなく、

行政の初動対応の助けにもなります。 

  例えば、阪神・淡路大震災において、日ごろか

ら消防団を中心に、行政機関と住民による自主防

災組織との綿密な連携があった淡路島の北淡町で

は、激震地であったにもかかわらず、被害は最小

限に抑えられました。これは、消防、警察、自衛

隊などが本格的に機能する前段階などにおいては、

住民自らが主役となって防災活動を行うことの重

要性を示しています。 

  防災の視点に立っての地域づくりを推進するに

当たっては、自主防災組織を初めとする地域住民

が、消防本部・消防署や消防団で組織する消防機

関との緊密な連携を持ち、一体となって取り組ん

でいくことが必要と考えることから、次の点につ

いてお伺いします。 

  ⑴自主防災組織の結成方法についてお伺いしま

す。 

  ⑵市内の自主防災組織の組織率の推移について

お伺いします。 

  ⑶自主防災組織と市や消防団との連携について

お伺いします。 

  ⑷自主防災組織の充実をどのように考えている

かお伺いします。 

  ⑸自主防災組織の現状と課題についてお伺いし

ます。 

  ⑹防災士の位置づけについてお伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

〇副市長（片桐計幸） １の地域防災について、順

次お答えいたします。 

  初めに、⑴の自主防災組織の結成方法について

お答えいたします。 

  本市における自主防災組織は、原則自治会を単

位として、地域住民により自主的・自発的に結成

されており、市は、組織の結成と活動を支援して

おります。 

  次に、⑵の市内の自主防災組織の組織率の推移

についてですが、市では、平成22年に自主防災組

織の育成等に関する要綱を制定し、同年度中に全

体の21％、45団体が組織されました。平成26年度

には組織率が40％を超え、平成29年２月現在では

49.8％、106団体となっております。 

  次に、⑶の自主防災組織と市や消防団との連携
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についてですが、市では、毎年度開催しておりま

す自主防災組織の推進に関する説明会において、

組織に対する支援内容や災害情報の伝達手段等に

ついて確認を行っております。 

  また、市総合防災訓練では、自主防災組織と市

職員や消防団員、消防・警察署の署員等が災害時

におけるお互いの行動や役割の確認を目的に、実

践に即した各種訓練を実施しております。 

  そのほか、自主防災組織からの要望に応じて、

市や消防署の職員、消防団員が講師や指導員とし

て訓練等に参加し、連携を図っているところであ

ります。 

  次に、⑷の自主防災組織の充実をどのように考

えているかについてと、⑸の自主防災組織の現状

と課題については、関連がありますのであわせて

お答えいたします。 

  自主防災組織の現状と課題として、１つには、

組織率の低さが挙げられます。 

  市が自主防災組織未結成の自治会を対象に今年

度行ったアンケートでは、「リーダーシップをと

る人材がいない」、「高齢者が多く、十分な組織

編成ができない」などの理由から、結成に至って

いないとの回答を多くいただいております。 

  また、組織運営上の課題といたしましては、

「日ごろどのような自主防災活動を行えばいいの

かわからない」、「活動がマンネリ化している」

との意見もお聞きしているところであります。 

  自主防災組織は、災害時の初期対応に重要な役

割を担う組織であります。市は、自主防災組織の

充実を図るため、個別説明会の開催や活動事例集

の配布等により、組織の結成や活動を支援してま

いります。 

  最後に、⑹の防災士の位置づけについてお答え

いたします。 

  市では、地域防災力の向上を図り、災害に強い

まちづくりを推進するため、平成25年度から防災

士養成事業を実施しており、本事業により、資格

を取得した皆様には、知識や経験を生かし、地域

や職場における防災リーダーとして、自主防災活

動を牽引する役割を担っていただくことを期待し

ております。 

  以上でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） それでは、答弁をいただ

きましたので、関連がありますので、⑴から⑹ま

で一括して再質問いたします。 

  まず最初に、組織の結成と活動に対する支援内

容についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 結成と活動に対する支援

内容というふうなご質問でございますけれども、

まず、何点かございますけれども、結成に当たり

まして財政的な支援というところで、３本の補助

金を用意してございます。１つは、自主防災組織

の結成事業補助金ということで、３万円というこ

とになります。それから、資機材等整備事業補助

金ということで、これは30万円ということになり

ますが、この２つにつきましては、１回限りとい

う内容となってございます。 

  それから、３本目でございますけれども、自主

防災組織運営事業補助金というのがございまして、

これは立ち上がってから運営をするために必要な

経費というようなところで、１万5,000円プラス

戸数掛ける50円というところで計算いたします。

ただ、最低限２万円は確保するというような内容

となっております。 

  それから、結成に当たってどういうふうな事務

手続が必要なのか、そういったご相談というのも

ございます。そういったところにつきましては、
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個別にこちらから出向く、あるいは役所窓口のほ

うで相談に応じると、そんなふうな対応をしてお

ります。 

  それから、今度は実際に立ち上がって活動する

という場合に、どういうふうな活動をしたらいい

のか、なかなかわかりづらいというところがあり

ますので、そういった活動内容の相談、あるいは

参考事例の提供、そういったものへも対応してい

るところでございます。 

  そしてまた、実際に自主防災組織で訓練などを

実施するときにおきましては、そこへ参加する、

あるいは講演会の講師として参加する、そういう

ふうなことの支援をしているところでございまし

て、そういった中身につきましては、毎年５月に、

全自治会を対象としまして、自主防災の推進に関

する説明会というのを開催しております。そんな

ところでこういうふうな内容につきまして、ご説

明のほうを差し上げているというふうなことにな

っております。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） そのような支援をしてい

るにもかかわらず、自主防災組織の組織率、それ

が49.8％ということでございますので、その現状

をどのように捉えているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 組織率のほうが49.8％と

いうことで、本当に半分以下というようなところ

でございまして、先ほど副市長のほうの答弁にも

ありましたように、自主防災組織につきましては、

地域の防災力を向上しまして、災害に強いまちづ

くりを推進するというところで、これを推進して

いるところでございます。 

  そんなことでありますので、この結成率、これ

をぜひ今後100％に近づけたいというふうに考え

ているわけでございますけれども、これも先ほど

の副市長の答弁にありましたように、やはり地元

としますと、未結成の自治会におきますと、リー

ダーとなる人がいない、あるいは高齢化が進んで

いるという状況がありまして、なかなか結成がは

かどらないというようなところがございます。で

ありますので、繰り返しになりますけれども、そ

ういうふうな未結成の自治会におきましては、で

きるだけこちらから出向いていって、結成に当た

っての支援をしていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） やはり災害時におきまし

ては、初動体制の整備がその後の災害の拡大の軽

減に重要な役割を果たすということで、まさに自

主防災組織ですか、そちらの方が、その活動の内

容をどうしたらいいかわからないという以前に、

まず、結成をしなければ次に進まないということ

から、これらにつきましても、一層の支援をよろ

しくお願い申し上げます。 

  続きまして、防災士の養成事業とはどのような

ものなのか、お伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 防災士の養成事業という

ふうなことで、この目的につきましては、また繰

り返しになりますが、先ほど副市長のほうから答

弁がありましたように、地域防災力の向上を図り

まして、災害に強いまちづくりを推進するために、

市民を中心に、学校の先生方あるいは市の職員を

対象に、各地域及び職場等における防災リーダー

を養成しているということでございまして、具体

的には、その資格を取るために事前に研修会とい

うのがございまして、それは２日にわたって開催
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されるわけでございますが、その研修会の事前に

こういう分厚いテキストがございまして、それを

勉強して、２日間の研修の中で、専門の講師の先

生のお話を聞いた上で研修をして、最終的には試

験というような形でその資格をいただくという中

身になっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） 防災士の養成に当たりま

して、それ以外につきましては、自主防災組織の

ほうから希望があるとか、そういう形で養成をす

るのかどうかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 防災士につきましては、

自治会あるいはそういった自主防災組織のほうか

ら推薦をいただいて、そういった方々を対象に資

格を取っていただくというようなところ、それか

ら、あわせまして、できるだけ女性の方もという

ようなことでお願いをしているところでございま

す。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） そういたしますと、自主

防災組織の組織化をされていない自治会には連絡

が行かないとか、またはそういう自治会には防災

士がいないのかどうか、お伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 防災士の資格を取るため

の推薦というようなことにつきましては、全自治

会のほうにご案内を差し上げているところでござ

いまして、実際、自主防災組織が結成されていな

い自治会の中で、防災士がいる自治会の割合とい

いますのが、17.6％というようなことになってい

まして、数的には19団体において自主防災組織は

未結成であるけれども、防災士はいらっしゃると

いうふうな状況になっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） その辺につきましては、

ほっとしたところであります。 

  防災士の資格を得てからの、いろいろな形で状

況は変化しておりますので、その後のフォローア

ップ研修とか、そういうものについてはあるのか

どうか、お伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 確かにその資格を取った

だけというようなことになりますと、やはり年数

がたちますと、それもやはり風化してしまうとい

うふうなことがございますので、このフォローア

ップ研修につきましては、平成27年度から実施し

ているところでございます。 

  平成27年度は、講師先生を迎えまして、防災の

講演会を開催したところでございまして、28年度

につきましては、図上訓練というものを実施して

おります。この図上訓練でございますけれども、

参加していただいた皆さんを七、八名のグループ

分けにいたしまして、そんな中で地域における災

害のリスク、あるいは災害時に必要な施設はどん

なものがあるのかというふうな確認を通しまして、

そういうふうな環境の中で自分たちに何ができる

のかというふうな確認をしていただくというふう

な訓練となっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） 先ほども地震がありまし

て、災害は必ずやって来ます。そうした場合に、

やはりいち早く現場に何がどこにあるかというこ

とを全て把握している自治会ですか、それに向け

て、今、49.8％という組織率でありますが、市の

ほうのご支援によりまして、できるだけ早く

100％に持っていきまして、地域の安全・安心の
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ために今後ともご尽力いただきますようよろしく

お願い申し上げて、この項の質問を終わります。 

  続きまして、２、地域防災の要である消防団に

ついて。 

  我が国は、その位置、地形や気象などの自然条

件から、地震、台風、豪雨、火山の噴火などによ

る災害が発生しやすい環境にあります。いつ発生

してもおかしくないといわれている東海地震では、

阪神・淡路大震災をも上回る甚大な被害が想定さ

れ、また、今世紀前半での発生が懸念されている

東南海・南海地震でも、大きな被害が広範囲かつ

多重的に発生すると予想されます。 

  このような大規模な災害に対応するためには、

国としての防災対策はもちろんのこと、地方公共

団体の取り組み、さらには地域の防災力を高めて

いくことが必要と考えます。地域ぐるみで防災力

の向上を図るためには、自治会、婦人防火クラブ、

ＰＴＡ、商店街、学校、事業所等、地域にあるさ

まざまな組織や民間非営利組織（ＮＰＯ）、ボラ

ンティア団体等が多面的に防災面で対応力を持つ

ことが望まれ、これらの団体と自主防災組織や消

防団とが連携を図ることが有効だと考えます。 

  消防団は市町村の消防機関です。（消防組織法

第９条）。構成員である団員は、権限と責任を有

する非常勤特別職の地方公務員である一方、ほか

に本業を持ちながら、自らの意思に基づく参加、

すなわち、ボランティアとしての性格も併せ有し

ています。 

  阪神・淡路大震災において、消防団は、消火活

動、要救助者の検索、救助活動、給水活動、危険

箇所の警戒活動など、幅広い活動に従事しました。

特に、日頃の地域に密着した活動の経験を生かし

て、倒壊家屋から数多くの人々を救出した活躍に

はめざましいものがありました。こうした活動に

より、地域密着性や大きな要員動員力を有する消

防団の役割の重要性が再認識されました。 

  その後、消防庁が、平成13年12月に、消防団を

設置する市町村及び全消防団を対象に調査したと

ころによれば、全国の９割にも及ぶ市町村が、消

防団は非常に重要であるとしています。 

  経済の高度成長期以降の過密・過疎の進行など

や地域社会、就業構造、国民意識の大きな変化に

伴い、過疎地などにおいては、新たに団員として

参加する若年層が年々減少する一方、都市部を中

心に地域社会への帰属意識の希薄化が生じ、既存

の地域組織活動になじみが薄い住民が増加してい

ます。団員の年齢構成は、かつて若年層が中心で

したが、近年、30歳未満の団員の割合が減少する

一方、40代や50代以上の割合が増加するなど、高

齢化が進行しています。また、団員の職業構成は、

かつて自営業などが中心を占めていましたが、被

雇用者である団員の割合が増加しており、昭和43

年の26.5％が平成27年には72.4％に達しています。 

  このような団員数の減少と団員構成の変化が消

防団の運営に影響を及ぼしており、適正な規模の

活力ある消防団の確保をいかに図っていくかが、

各地域・市町村の切実な課題となっていると思う

ことから、次の点についてお伺いします。 

  ⑴団員数の現状と推移についてお伺いします。 

  ⑵団員の年齢構成の現状と推移についてお伺い

します。 

  ⑶団員の被雇用者割合の現状と推移についてお

伺いします。 

  ⑷団員が所属している雇用主との連携について

お伺いします。 

  ⑸災害時、団員に対し、誰がどのように発令す

るのかお伺いします。 

  ⑹消防団への配備資器材とその管理についてお

伺いします。 

  ⑺黒磯、西那須野、塩原消防団の統合について
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お伺いします。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） ２の地域防災の要である

消防団について、順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の団員数の現状と推移についてお答

えいたします。 

  平成28年４月１日現在の団員数は、1,256人で

あります。10年前の平成18年が1,342人でありま

したので、ここ10年間で86人の減少となっており

ます。 

  次に、⑵の団員の年齢構成の現状と推移につい

てでございますが、平成28年４月１日現在の団員

の年齢構成につきましては、30歳未満が316人、

30代が550人、40代が306人、50歳以上が84人で、

平均年齢は35.7歳となっております。 

  平成18年の状況でございますが、30歳未満が

565人、30代が620人、40代が133人、50歳以上が

24人、団員の平均年齢につきましては31.5歳でご

ざいました。ここ10年間で30歳未満が249人減少、

30代が70人減少する一方、40代が173人増加、50

歳以上が60人増加し、平均年齢につきましては

4.2歳高くなっておる現状でございます。 

  次に、⑶の団員の被雇用者割合の現状と推移に

ついてでございますが、平成28年４月１日現在の

サラリーマン等の被雇用者につきましては、843

人で全体の67.1％を占めております。 

  被雇用者の割合につきましては、平成18年が

65.1％でしたので、ここ10年間で２％の増加とな

っているところでございます。 

  次に、⑷の団員が所属している雇用主との連携

についてでございますが、市では、団員が消防操

法大会に向けた早朝あるいは夜間の訓練を行う際

に、団員の勤務します事業所・雇用主に対しまし

て、市長と消防団長の連名で協力の依頼を行い、

連携を図っているところでございます。 

  また、昨年の９月議会定例会におきまして佐藤

議員の市政一般質問にお答えいたしましたとおり、

消防団協力事業所表示制度の導入に向け、検討を

進めているところでございます。 

  次に、⑸の災害時、団員に対し、誰がどのよう

に発令するのかについてでございますが、団員へ

の発令につきましては、団長を頂点とする指揮命

令系統に従い、行われております。 

  現場においては、指示や命令は直接行われます

が、各団員に対しまして火災や災害の発生場所の

連絡や待機、出動等の指示を行う場合においては、

各消防署や分署から登録制の団員メールや消防団

緊急伝達システム等を使いまして、伝達をされて

おります。 

  次に、⑹の消防団への配備資器材とその管理に

ついてでございますが、本市におきましては、各

部に消防自動車を配備し、車両には消火活動に必

要なホースや投光器、デジタル簡易無線機等を装

備しているほか、消火活動時に着用します防火服

やヘルメットを配備しております。 

  また、団員個人には、制服や活動服等の被服類

を貸与しており、これらの配備品や貸与品の管理

につきましては、各部及び各団員が行い、破損や

劣化などの状況に応じまして市が更新を行ってい

るところでございます。 

  最後に、⑺の黒磯、西那須野、塩原消防団の統

合についてお答えいたします。 

  現在、市内にあります３つの消防団、黒磯消防

団、西那須野消防団及び塩原消防団の３消防団に

つきましては、平成29年４月１日、市内全域を管

轄する那須塩原市消防団として統合することが決

定しております。 

  また、統合後の組織や団員定数等についても、
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連合消防団幹部会における協議が調いまして、本

定例会に条例改正案を上程しているところでござ

います。 

  組織につきましては、支団制としまして、団長、

副団長による本団のもとに黒磯、西那須野、塩原

の各支団を配置いたす予定となっております。 

  また、消防団の定員につきましては、現在の３

つの消防団の定員を合計しました1,435人とする

予定となっております。 

  以上でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） これらにつきましても、

⑴から⑺まで関連がありますので、一括して再質

問いたします。 

  初めに、団員の減少、高齢化が進んでいるとい

うことでございますが、この現状に対しての課題

についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 団員の減少、それから高

齢化の現状の課題というふうなことでございます

が、議員のほうからご指摘のとおり、団員の減少

というものにつきましては、本当になかなかその

手当てがつかないというふうなところでございま

す。 

  そんな中で各団の団員の方々、消防団の方々も

熱心に勧誘に取り組んでいただいているところで

ございますけれども、本当にその減少に歯どめが

かからないというふうな現状でございまして、心

配されますのは、地域防災力の低下というふうな

ところでございますので、市といたしましても、

市のホームページあるいは広報での特集の掲載、

あるいは成人式、消防まつり等々でのチラシの配

布等というふうなことでＰＲ活動を行っていると

ころでございます。 

  そんなところがありますので、それを補うため

というふうなところで、機能別消防団員制度を導

入しておるところでございます。これは、平成22

年度導入というふうなことになっておりまして、

特に昼の間、団員の方々が勤めに行きますと、ど

うしても消防力の低下というようなことになるわ

けでございますが、それを補うためというふうな

ことで、この機能別消防団員制度のほうを導入し

ているところでございます。そんな状況となって

ございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） やはり減少化、高齢化、

それに加えまして、あとは勤め人がかなりふえて

いるということで、日中地元にいないということ

が非常に問題になっているというので、それで機

能別団員ですか、そちらのほうが導入されたとい

うことでございますが、その機能別団員制度の内

容について、より詳しくお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） まず、機能別消防団員に

なるための要件でございますけれども、消防吏員、

つまりは常備消防の職員というようなことでござ

います。または消防団員の経験を５年以上有する

者であって、機能別消防団員として必要とされる

知識及び技能を有する者であることとなっており

ます。また、年齢につきましては、65歳以下であ

ることというふうになっておるものです。 

  それから、職務でございますけれども、昼間に

おける消火活動、それから大規模災害時における

災害防御活動及び災害警戒活動というふうなとこ

ろ、その他としまして、消防団長が特に必要と認

める活動というふうな３点となっております。 

  また、そういうふうな職務内容でございまして、

年間行事でありますとか、あるいは訓練等には参
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加しないというふうなことになっております。 

  この機能別消防団員の人数でございますけれど

も、28年４月１日現在で49人というふうなことに

なっております。地区別の内訳でございますが、

黒磯消防団におきましては15人、西那須野消防団

はございません、塩原の消防団が34人というふう

なことになっております。 

  それから、先ほど年齢要件を65歳と申し上げま

したが、これにつきましては、連合消防団の幹部

会の中で協議した結果、平成29年度からは70歳に

しようというふうなことになっておりますので、

これにつきましては、規程の改正を進めていきた

いというふうに考えております。 

  以上です。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） そうしますと、各部には

定数がございまして、その機能別消防団もその部

に所属にはなると思うんですけれども、その際の

定数はどのように考えたらよろしいかお伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 機能別消防団につきまし

ても、定数としてカウントをしているというふう

な状況でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） その辺につきましては、

了解いたしました。 

  続きまして、消防団協力事業所表示制度の内容

についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 消防団協力事業所表示制

度につきましては、国のほうでも前より推奨して

いるところでございまして、中身的には、消防団

活動に協力をしてくださっております事業所等に

対しまして、そのあかしとしまして、表示証を交

付するというふうなものでございます。 

  そんなところからしますと、消防団員の確保あ

るいはその活動のしやすさ、環境面というふうな

ことになりますが、その整備を図るための取り組

みというふうな位置づけとなっているところでご

ざいます。やはり先ほど来ありますように、なか

なか消防団員が確保できない、それから、サラリ

ーマン化が進んでいるというふうなところでござ

いますので、こういうふうな事業所との連携・協

力体制を構築するというふうなことは、大変重要

なことだというふうに考えておりますし、効果が

あるんだろうというふうにも考えているところで

ございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） これだけ被雇用者がふえ

ているということは、当然、雇用主の協力がなく

てはなかなか進まないかと思っております。 

  団員が所属している事業所に対しまして、優遇

措置をしている自治体等もあるんですが、そのこ

とに対しましては、当市としては今後どのように

していくか、考えをお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 先ほどお答えいたしまし

た消防団協力事業所表示制度、これとあわせまし

て、各種優遇措置を行っているというふうな県あ

るいは市町村がございます。県のほうですと、法

人事業税の減税であるとか、そういったものの支

援をしているというふうなところがございまして、

また一方、市町村でありますと、大体が入札上の

優遇措置というふうな中身になっているというこ

とでございまして、私ども那須塩原市におきまし

ても、この消防団協力事業所表示制度につきまし
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ては、平成29年度中にその導入をしていきたいと

いうふうに考えているところでございまして、そ

ういったことでございますので、すぐにとはいか

ないかもしれませんけれども、協力事業所に対し

ます優遇措置につきましても、今後検討していき

たいというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） これらの優遇措置の導入

において、団員の確保が少しでも前進すればと思

っていますので、ぜひよろしくお願い申し上げま

す。 

  続きまして、協定を結んでいる商店等に団員が

団員手帳を提示することにより優遇措置が受けら

れ、そのことで団員の加入率が上がったという消

防団もあります。その事例について、本市につい

てはどのように考えているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 今ご質問がありました、

いわゆる消防団員応援制度というふうなことでご

ざいまして、やはりこれも全国的に見ますと、ち

らほらと実施しているというふうな自治体が出て

きているというふうなことは、私どものほうでも

確認しているところでございます。 

  やはり消防団員の皆さんを地域全体で応援・支

援をしていくというふうなことが必要だろうとい

うことから、こういうふうな応援制度ができてい

るというふうに認識しているところでございまし

て、消防団員の皆さんが地域内の協力店で割引等

のサービスを受けられるというふうな中身が多い

ということでございます。 

  団員の皆さんにとっては、本当に魅力的な制度

ではないかというふうには思っているところでご

ざいますけれども、これがすぐに新たな団員の確

保につながるのか、それから、このサービスを提

供してくれる企業・店舗等、そういったところの

協力が得られるのか、そういうふうなところにつ

きましても、十分に検討しなくてはならないんだ

ろうというふうなことで考えておりますので、今

後、これにつきましては、しっかりと調査・研究

をしていきたいというふうに考えているところで

ございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） これらの導入によりまし

て、かなり進んでいる先進事例もありますので、

ぜひ調査をかけていただきまして、それらにおき

まして団員の確保が一歩でも進めばと思いますの

で、ぜひ早急なる対策をよろしくお願い申し上げ

ます。 

  続きまして、メール配信ということなんですけ

れども、これは登録制の団員に対してのメールが

配信されるということでございますが、これらに

ついての詳細な内容についてお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） これにつきましては、あ

らかじめ登録しました団員のメールアドレスにそ

の内容をメールで通知するというふうな仕組みと

なっておりまして、各消防署あるいは分署から団

員への指示や命令が伝えられるというほかに、火

災とか災害の発生情報あるいは発生場所、これも

地図情報として通知が伝えられるというふうな中

身になっておりまして、これについては、消防本

部の中にあります北東地区消防指令センターのほ

うから、そういうふうなデータが送られるという

ふうな中身になっております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） その辺につきましては、

以前ですと緊急伝達システム等がありましたが、

それにかわるものと思っておりますが、やはり発
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信するに当たりましては、必要なところにだけと

か、それとも全団員に行くのか、その辺はどうい

うふうになっているのかお伺いいたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） すみません、ちょっと説

明が足りなかったようで申しわけございません。 

  このメールにつきましては、全団員に直接行く

と。ただし、アドレスが登録されていないと行か

ないということでありますので、あらかじめ登録

されている団員については、全て行くというよう

なことになります。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） これは、あくまでも登録

制ということでございますので、登録している団

員の割合はどのぐらいになっているのかお伺いい

たします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 平成29年２月現在であり

ますけれども、登録者数は796人というふうなこ

とになっておりまして、全団員の63.2％というふ

うになってございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） 了解したところでありま

すが、残りの37％弱ですか、そちらの方には行か

ないということで、それについては、受けた方か

ら行くということでよろしいんですかね。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） メールを受けた団員のほ

うから連絡が行くというふうなことになっている

んだろうというふうに認識しておりますし、また、

やはりぜひ100％の方々が、全員の方々がアドレ

スのほうを登録していただいて、確実にそのメー

ルを受け取っていただきたいというふうに思って

おりますので、消防団のほうの集まりがあったと

きには、この未登録の団員の方への案内をお願い

しているというようなところでございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） そうすると、登録してい

ない人がなぜ登録していないのかというか、登録

するに当たっての障害等があるのかどうかお伺い

いたします。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） 申しわけございません、

そこまで詳しいところは把握してございませんが、

やはり登録がワンタッチでできるというものでは

ございませんので、そこら辺がもしかするとネッ

クになっているのかなというふうな印象は持って

ございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） わかりました。その辺は、

消防団のほうの研修とか、そういう形でぜひ

100％になるような形で進んでいただけると思っ

ております。 

  続きまして、配備されている資機材の管理状況

をどのようにして把握しているのか、お伺いいた

します。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） どのように管理状況を把

握しているのかというようなご質問でございます

けれども、資機材には詰所であります建物とか設

備、消防車両、それから消火用の資機材等々がご

ざいますけれども、それについては、年に１回、

各部からの聞き取りを行っております。もちろん

随時、各部からの申し出におきまして、どうして

も修理しないとだめだというふうなこともござい
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ますので、これにつきましては、必要に応じて対

応しているというふうな状況でございます。 

  それから、それは資機材というふうなことであ

りまして、もう一つは、貸与しております制服等

がございます。それについては、汚れたり破損し

たり、あるいはサイズが合わなくなってしまうと

いうふうなこともございますので、それにつきま

しても、随時申し出をしていただきまして、更新

のほうをしているというふうな状況でございます。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） 最近の災害におきまして

は、広域化、そして多種多様化しておりますので、

そのときにその機能が十分に発揮されますよう、

行政サイドのほうにおきましても、しっかりとし

た管理のほうをよろしくお願い申し上げます。 

  最後に、３消防団が統合するということでござ

いますが、当然、デメリットがあってはまずいん

ですけれども、そのメリットについて何かありま

したら、お考えをお聞かせください。 

〇議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

〇総務部長（和久 強） ３消防団の統合によるメ

リットというふうなことでございますが、やはり

これまで３つの消防団がありまして、それぞれの

団長を頂点としました指揮命令系統というふうな

ことであったわけでございますが、これが統合に

より一本化されるというようなことになりますの

で、やはり何と言いましても、指揮命令系統が１

つになるというふうなことから、市内広域に及ぶ

大規模な災害が起こった際につきましては、本当

に的確な指示・命令が団長から全てに行き渡る、

そして、組織的で迅速な対応ができるというのが

メリットだというふうに考えております。 

〇議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

〇５番（佐藤一則議員） わかりました。 

  総合計画に「人がつながり新しい力が湧きあが

るまち那須塩原」、まちの安全・安心を守るため、

消防団は非常に重要な欠かすことのできない組織

であります。行政サイドばかりでは、この問題は

解決できないと思いますが、組織力の低下がなき

よう今後の施策を願いまして、この項の質問を終

了いたします。 

  以上で私の一般質問を終了します。 

〇議長（中村芳隆議員） 以上で、５番、佐藤一則

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

〇議長（中村芳隆議員） 以上で、本日の議事日程

は全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ５時４５分 
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